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要旨
　日本は第 2次小泉内閣時代の 2005年以来，農林水産物・食品の輸出を農業振興の重要な
柱としてきたが，2021年に輸出額は 1兆円を超え，2022年には 1兆 3,372億円に達した。
しかし，その 4割は食品が占め，国内産の農産物は全体の 3割に満たない。品目でみた輸
出額第 1位はホタテ貝であり，第 2位がウイスキー，第 3位が牛肉，第 4位がソース混合
調味料，第 5位が清涼飲料水と続く。輸出先でみれば近年での第 1位は中国であり，第 2
位は香港，第 3位が米国，第 4位が台湾，第 5位がベトナムと，米国を除けば，アジア諸
国への輸出が多い。
　九州は農業生産額では全国の 2割を占めるが，農林水産物・食品輸出額は 2022年で
1,464億円と全国の 1割に過ぎない。輸出額のうち食品を含む農産物は 47％で，水産物は
38％，林産物は 15％であり，九州の輸出は農産物の割合が小さく，水産物と林産物の比重
が大きいことが特徴である。九州の農林水産物・食品の輸出先は，中国，米国，香港，台
湾，韓国がベスト 5であり，6位以下にもベトナム，タイ，カンボジア，フィリピンとア
ジア諸国が並ぶ。
　九州は地理的にアジア諸国に近く，農林水産物・食品の輸出成長の可能性が大きい。特
に，北九州空港を活用した航空貨物による輸出は検討に値する。国土交通政策研究所が行っ
た航空貨物による農林水産物・食品輸出額の調査によれば，北九州空港には福岡県や東京
都から農産物が集められ，韓国の仁川空港等を経て，ロシアや中国に輸出されている。福
岡空港からの輸出も九州各地のみならず，東京都や山口県から集められアジア各地に空輸
されている。
　農産物の航空貨物による輸出としては，新型コロナ前に展開した沖縄・那覇空港におけ
る国際物流ハブ機能を活用したアジアへの農水産物輸出の例がある。ヤマト運輸が全日空
と連携して行った当時の国際クール宅急便の展開は，ヤマト運輸が日本航空と提携し貨物
専用機を 2024年 4月から運航することが決まっている北九州空港にとって大いに参考とな
る。北九州空港は九州唯一のフレーター空港として選ばれ，首都圏と九州を結ぶだけでな
く，将来的には全国各地の空港とネットワークで結び，農産物輸出においてもアジアへの
ゲートウェイとして機能することが期待される。本稿では，そのための条件と解決すべき
課題について検討した。

【所員論考】

日本の農林水産物・食品輸出と北九州空港の活用

アジア成長研究所特別教授／東京大学名誉教授　本間　正義
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1. はじめに

　ウクライナ・ロシア戦争や中東紛争の拡大で，世界は分断の危機にある。地域紛争にはその背
後に大国の存在があり，紛争をより複雑なものにし解決を困難なものにしている。こうした世界
的政治の不安定化は，貿易を停滞させ，また国連やWTO（世界貿易機関）といった国際機関が機
能不全に陥る危険性をはらんでいる。
　世界の各地の紛争は安定的なシーレーンの確保を困難にし，貿易の妨げになる。実際，ウクラ
イナ・ロシア戦争においては，黒海の船舶輸送が閉ざされ，ウクライナ産の穀物輸出が滞ってい
る。こうした事態を想定して，国家安全保障の枠組みの中に，食料確保の方策を措置しておく必
要がある。
　世界の地域紛争や分断化のなかにあっても，長期的には経済のグローバル化の進展を目指さな
ければならない。地球の資源が有限である限り，地球規模での資源の有効利用を図らねばならず，
それは環境に配慮しながら，貿易により世界の経済厚生を最大化することを目指すことに他なら
ない。
　食料に関して言えば，ウクライナ危機のために，世界の穀物価格が上昇し，途上国を中心に食
料の安全保障が脅かされている。また，ロシアに依存してきた肥料等の生産資材の価格も高騰し，
食料価格の値上げが続いている。そうした中，日本国内では，1999年制定の食料・農業・農村基
本法の見直し作業が行われ，食料安全保障のあり方が焦点となっている。
　食料の安全保障に対して，これまで以上に細やかな議論が必要であり，特に，有事に我々は飢
えずに済むための体制作りが肝要である。そのためには，農業政策のみならず，全省庁横断的か
つ法的根拠と担保措置を備えた経済安全保障体制を確立しておかなければならない。
　一方で，食料自給率は 38％しかない日本の農業の活性化と生産性の向上は喫緊の課題である。
かつて，安倍晋三元総理は，農業における規制改革と輸出振興を掲げ，農業を成長産業と位置付
けた。農業の規制改革は，コメの減反政策や農地制度には及ばず，農協改革において一定の成果
を上げたに過ぎない。一方，農産物の輸出振興は，当時目標とした 1兆円輸出を実現した。その
輸出の中身の多くは加工食品だったにしても，日本が農産物輸出振興を掲げたことは画期的であっ
た。
　その背景には，日本の少子高齢化で国内市場の停滞・縮小があり，海外の市場への進出なしに
は日本農業が成長する余地はないという実態がある。また，米国は参加をとりやめたが，安倍元
総理が推進した TPP（環太平洋連携協定）が 11ヵ国により合意し，メンバー諸国の関税引き下げ・
撤廃で日本の農産物輸出の可能性が拡大した。
　本稿では，日本の農産物輸出の実態と問題点を明らかにし，また，東アジアに近い九州からの
農産物輸出の可能性と北九州空港の活用に焦点を当てて検討する。
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2. 日本の農産物輸出の実態

2.1　農産物輸出振興政策

　日本が農産物輸出に本格的に取り組み始めたのは，第 2次小泉内閣の時代であった。政府は
2005年 3月に「21世紀新農政の推進について－攻めの農政への転換－」を決定したが，その中で
重要な柱とされたのが農林水産物の輸出であった。当時は 3,000億円程度に過ぎなかった農林水
産物輸出を 5年間で 2倍の 6,000億円にすることが目標とされた。
　続いて 2006年に発足した第 1次安倍内閣では 2013年に農林水産物輸出を 1兆円とする目標が
掲げられ，輸出促進政策が継続された。しかし，2008年にリーマンショックがあり，また，2011
年の東日本大震災と直後の原発事故により，55ヵ国が日本の農産物の輸入禁止措置をとるなどし
て，日本の農産物輸出は後退を余儀なくされた。
　それでも政府は農産物の輸出拡大に向けた戦略を継続し，第 2次安倍内閣の下，2013年 6月閣
議決定された「日本再興戦略」で，農林水産物・食品の輸出額を 2020年に 1兆円にすることを目
指すとされた。同年，総理を本部長とする「農林水産業・地域の活力創造本部」が設置され，輸出
促進等による需要の拡大が課題とされた。それを受け農林水産省では，同年 8月に輸出の相手国・
地域や輸出品目の重点化を設定した「農林水産物・食品の国別・品目別輸出戦略」を打ち出した。
また，2016年に経済再生担当大臣を座長とした「農林水産業の輸出強化ワーキンググループが設
置され，政府が取り組むべき対策の行程表として「農林水産の輸出強化戦略」を取りまとめた。
　農産物輸出促進は，2019年 4月に成立した「農林水産物および食品の輸出の促進に関する法律」
による法的整備でさらに強化された。この法律により，農林水産省に農林水産物・食品輸出本部
が設置された。また，農林水産物・食品の輸出に対する都道府県の責務についても明記された。
　農林水産物・食品輸出額の 1兆円目標は 2021年に達成されたが，その目標達成が間近になった
2020年 3月閣議決定の新たな「食料・農業・農村基本計画」において，農林水産物・食品の輸出
額の更なる目標が，2025年までに 2兆円，2030年までに 5兆円と設定された注 1）。

2.2　農産物輸出額の推移

　こうした政策的背景の下に，日本の農林水産物輸出がどう推移してきたかをみておこう。図 1
には 1960年から 2022年に至る農林水産物・食品の輸出額が示されている。日本経済が高度経済
成長期にあった 1960年代は徐々に輸出を増やし，1960年の 1,817億円から 1970年には 3,158億
円にまで拡大する。さらに，1980年には 5,062億円に達するが，その後，円高の進行によって輸
出は減少に転じ，1995年には 2,820億円まで減少した。
　当時，日本農業は米国によるコメ市場開放要求や農産物 12品目の GATT（関税貿易一般協定）
への提訴，そして GATTウルグアイラウンドの決着による農産物の関税化などで，輸入農産物増

注 1） 日本の農林水産物・食品の輸出振興策の経緯については，齊藤（2022）を参照。
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加に対する防戦一方の状態にあり，農産物の輸出へ積極的に取り組む余裕などなかった。
　しかし，東アジア・東南アジアの経済発展に伴い，これらの地域の富裕層や中間層は日本食や
日本の農産物に関心を寄せるようになり，日本からの農産物輸出の機運が高まっていく。さらに，
既に述べたような政策的てこ入れもあり，日本の農林水産物・食品輸出額は，2010年代に急速に
拡大し，2021年に 1兆円の目標を達成し，近年の円安の効果も加わり，2022年には 1兆 3,372
億円の規模になっている注 2）。
　ところで，これまで示してきたように，農林水産物関連輸出額には加工品が「農産物」の範疇
として入っていることに注意が必要である。品目分類別に農林水産物・食品の輸出額をみたのが
表 1である。2022年の輸出額で農産物は 8,862億円と全体の 66.3％であるが，そのうち加工食品
は 5,051億円を占め，全体の 37.8％にのぼる。加工食品を除く農産物は 3,811億円にすぎず，そ
のうち，畜産品が 1,268億円で全体の 9.5％，穀物等が 627億円で 4.7％，野菜・果実が 679億円
で 5.1％などとなっている。また，林産物は 638億円で全体の 4.8％，水産物は 3,873億円で
29.0％を占めている。
　日本からの農産物輸出といえば，一般的には牛肉やコメなどを思い浮かべることが多い。しか
し，牛肉の輸出が増えたのは近年であり，2022年で 520億円に達するが注 3），2012年には 51億円

注 2） 農林水産省では，農産物（食品を含む），林産物，水産物の輸出額に少額貨物を加えた金額を農林水産物・食品の輸
出額としている。少額貨物は 2022年では 767億円となる。

注 3） 牛肉の 2022年の輸出は 2021年の 537億円から減少した。これは，カンボジアへの輸出が 55％減少したためであ
る。カンボジアへの牛肉輸出は 2022年で 70.9億円あるが，その多くは，日本からの牛肉輸入を禁止している中国
に流通している可能性が高い（『日経産業新聞』2020年 2月 13日）。

図 1　農林水産物・食品輸出額の推移（1960～2022年）
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に過ぎなかった。一方，コメは増加してはいるものの，2022年で 74億円にとどまっている。ま
た，畜産品では，アジアで日本の粉ミルクの人気が高く，牛乳・乳製品の輸出が好調で 2022年に
319億円にのぼる注 4）。
　果実・野菜では，2022年で，りんごが 187億円，ぶどうが 54億円，いちごが 52億円，ながい
もが 27億円，などである。ちなみに，りんごの輸出の 7割が台湾向けで，多くが贈答用とされる。
その他農産物では，2022年で，緑茶が 219億円，たばこが 127億円などとなっている。林産物で
は，丸太が 206億円，合板が 121億円である。
　水産物は，加工食品を除く農産物に匹敵する輸出額であり，日本の農林水産業にとって重要な
輸出品である。中でも，ホタテ貝は 2022年で輸出は 911億円（生鮮・冷蔵・冷凍の合計）に達す
る。しかし，2023年は，中国が日本の原発処理水の海洋放出に反対して，日本からの水産物輸入
の全面禁止措置をとったことから，大幅な減少が見込まれている。他の水産物では，2022年で，
ぶりが 363億円，さばが 188億円などとなっている。
　水産物には真珠が含まれ，2022年の輸出は 238億円の高さにあり，重要な輸出品目の 1つであ
る。真珠は明治期以来の伝統的な輸出品であり，近年でも，1990年代後半は 500億円を超え，
1997年には 573億円に達した。その後リーマンショック（2008年）に端を発した世界的な景気悪
化で輸出が低迷し，輸出先は香港に集中したが，その香港も情勢不安や新型コロナ感染症の影響に
より，2020年の真珠輸出額は 76億円までに減少した。その後，オンライン商談による業者間の直
接取引が拡大し，今日では真珠の輸出が回復基調となっている。香港への輸出は全体の 7割を超え
るが，香港は真珠貿易で中国への中継地にもなっている（『神戸新聞』2020年 5月 20日）。

注 4） 個々の品目の輸出額は，農林水産省輸出・国際局輸出企画課（2023a）による。以下同様。

表 1　品目分類別農林水産物輸出額（2022年）
品目 細目 2022年 構成比

農林水産物・食品 13,372億円 100.0％
　農産物 8,862億円 66.3％
　　加工食品 アルコール飲料，調味料，清涼飲料水，菓子等 5,051億円 37.8％
　　畜産品 食肉，酪農品，鶏卵，牛・豚等の皮等 1,268億円 9.5％
　　穀物等 小麦粉，米等 627億円 4.7％
　　野菜・果実等 青果物，果汁等 679億円 5.1％
　　その他 たばこ，播種用の種，花き，茶等 1,236億円 9.2％
　林産物 丸太，製材，合板等 638億円 4.8％
　水産物 3,873億円 29.0％
　　水産物（調製品除く）生鮮魚介類，真珠（天然・養殖）等 3,005億円 22.5％
　　水産調製品 水産缶詰，練り製品等 869億円 6.5％
少額貨物 767億円 －
総計 14,140億円 －
（出所）農林水産省輸出・国際局輸出企画課（2023a）のデータから筆者作成。
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2.3　加工食品輸出の内容

　農林水産物・食品輸出額を品目分類別でみた場合，最も多いのは加工食品であるが，その内訳
を示したのが，表 2である。加工食品の中で最も多いのはアルコール飲料で，2022年で，1,392
億円と加工食品の 28％を占める。中でも，ウイスキーと清酒の輸出が多く，それぞれ，561億円
と 475億円で，両者で加工食品の 20％を超える。ウイスキーは全体の 35％が中国へ，20％が米
国に輸出されている。清酒の輸出先は 30％が中国，23％が米国である。
　他の品目ではソース混合調味料が 484億円で，加工食品の 9.6％を占め，また，清涼飲料水も
482億円で 9.5％を占める。他では，米菓を除く菓子が 280億円で 5.5％を占め，米菓は 55億円で
1.1％である。ソース混合調味料とは，液体調味料の総称であるソースを用いた調味料で，ソース
は野菜・果実，砂糖，食塩，香辛料，食酢など原料の違いや，製法，色などによってさまざまな
種類がある。代表的なソースとしては，ウスターソース類（中濃，濃厚，お好みソース，やきそ
ばソース），マヨネーズ，ドレッシング類，ホワイトソース，ドミグラスソース，焼肉のたれなど
非常に幅広いタイプがある。ソース混合調味料の輸出先は，22％が米国，17％が台湾である。
　また，清涼飲料水とは，アルコール含有量が 1％未満の飲料のこと（乳酸菌飲料，乳及び乳製品
を除く）であり，トマトジュース，濃縮ジュース，凍結ジュース，ソーダ水，炭酸水，コーラ類，
ジンジャーエール，ミネラルウォーター，豆乳，ガラナ飲料等が含まれる。清涼飲料水の 26％が
中国に，16％が米国に輸出されている。近年，米国向けの茶飲料やサイダー等の加糖飲料の輸出
が増加している。
　こうした加工食品を農産物輸出に含めることに対する批判もある。加工食品の原材料に国内産
の農産物が用いられているならば，間接的に日本の農産物が輸出されていることになり，日本の
農産物の海外進出の一部とみなすことに問題はない。しかし，加工食品の原材料が国産であると
は限らない。
　例えば，加工食品の輸出第一位のウイスキーの原料である大麦や麦芽は多くを輸入に頼ってい
る。また，近年，ウイスキー需要の増加と輸出拡大のため，原酒不足の状態となっており，輸入
原酒を混入させたウイスキーも増えている。日本の酒税法では，輸入した原酒を国内でブレンド
したりボトル詰めしたりすれば「国産」と表示できることになっている。原材料の原産地問題は，
ウイスキーだけでなく，輸出される加工食品の多くはそのような課題を抱えている。ビール，焼
酎，清涼飲料水，米菓，チョコレート，みそ，ソース混合調味料の原料も同様に国産農産物が使
用されているとは限らない注 5）。
　一方で，加工食品は日本の食文化を反映しており，原材料の原産地はどこであれ，日本の加工
食品の輸出は日本食の普及につながる。また，日本で生産された加工食品の多くは国内で消費さ
れているが，少子高齢化で国内市場が縮小する中，食品企業が海外の市場を目指すのは当然のこ
とと言えよう。日本は農業だけでなく，食品産業もまた輸出を通じた生き残り戦略の展開に迫ら
れている。

注 5） 加工食品を日本の農林水産物の輸出とみなすことへの問題点については，姚（2023）を参照。
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　実際，世界の食品市場はネスレやタスマンフーズやペプシコやユニリーバ，ダノン，ケロッグ
といった巨大企業に支配されている。日本でも味の素グループ，ヤクルト，キッコーマン，日清
食品などが，国際的な展開を見せているが，多くの国内の食品企業は小規模で国内市場に依存し
ている。このような視点からは，加工食品の輸出は日本の食産業全体の戦略の一つとして位置づ
けられよう注 6）。

2.4　上位輸出品目と主な輸出先

　これまで，日本の農林水産物・食品輸出の全体像を見てきたが，主要な輸出品の動向と主な輸
出先についてみておこう。表 3には 2022年で輸出額が上位 10位までの品目について，2012年か
らの動向を示してある。
　日本からの最大の輸出品目はホタテ貝であり，2010年代に輸出を伸ばし，2013年に第 1位に
なると，2020年のコロナ禍での落ち込みを除けば一貫して輸出金額で 1位を保ってきた。しかし，
日本のホタテ貝の半分以上を輸入していた中国が，先に述べたように，原発処理水の海洋放出に
反対して日本の水産物の輸入禁止措置をとったため，2023年の輸出は大きく減少すると思われる。
　第 2位に位置するのはウイスキーである。2012年の輸出額は 25億円に過ぎなかったが，その
後一度も減少することなく，一貫して伸び続け，日本を代表する輸出品のひとつとなった。日本
のウイスキーはジャパニーズウイスキーと呼ばれ，世界的な人気を集めており，原酒不足が原因
で終売となる銘柄も出ている。実際，ISC（インターナショナル・スピリッツ・チャレンジ），
WWA（ワールド・ウイスキー・アワード），SWSC（サンフランシスコ・ワールド・スピリッツ・

注 6） 加工食品産業と加工食品の輸出戦略については，食品需給研究センター（2021）に詳しい。

表 2　加工食品輸出の内訳（2022年）
品目名 2022年 構成比 品目名 2022年 構成比

アルコール飲料： 1,392億円 27.6％ 菓子（米菓除く）： 280億円 5.5％
ウイスキー 561億円 11.1％ チョコレート菓子 135億円 2.7％
清酒 475億円 9.4％ キャンディー類 104億円 2.1％
ビール 107億円 2.1％ ビスケット 16億円 0.3％
焼酎 22億円 0.4％ チューインガム 13億円 0.3％
ぶどう酒 7億円 0.1％

調味料： 667億円 13.2％ 米菓 55億円 1.1％
ソース混合調味料 484億円 9.6％ スープ　ブロス 134億円 2.7％
醤油 94億円 1.9％ ペプトン等 83億円 1.6％
味噌 51億円 1.0％ デキストリン等 43億円 0.9％

清涼飲料水 482億円 9.5％ その他 1,584億円 31.4％
栄養補助食品 331億円 6.6％ 加工食品　計 5,051億円 100.0％
（出所）農林水産省輸出・国際局輸出企画課（2023a）のデータから筆者作成。
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コンペティション）などの世界各国からエントリーされたウイスキーのコンペティションでも数
多くの銘柄が受賞している。
　第 3位は牛肉であり，2012年には 51億円だった輸出が 2022年には 520億円まで成長してい
る。日本から輸出される牛肉は主に和牛であるが注 7），海外でWAGYUと言えば，豪州産をはじめ
として，和牛と交配した品種を指し，世界各国で流通している注 8）。日本の和牛の定義とは異なる
交雑種であるが，WAGYUが先行したため日本の和牛をはるかにしのぐ量が世界で流通している。
その後，日本もオールジャパンでの戦略に力を入れ，「和牛統一マーク」を作成し，豪州産との差
別化を図った官民一体の和牛輸出促進活動が展開されている。
　第 4位のソース混合調味料と第 5位の清涼飲料水は既に述べたので省略する。第 6位には清酒
（日本酒）が入っている。輸出額は，2012年で 90億円程度であったが，近年急速な伸びを示し，
2022年で 475億円に達している。その背景には，輸出単価の上昇があり，1ℓあたりの平均輸出
価格は 10年前から 2倍以上に上昇した。高価格帯のプレミアムな日本酒が海外輸出のトレンドと
なっていると言える。主な輸出先は中国，アメリカ，香港で，これら 3ヵ国で輸出額の 67.8％を
占める。
　その他の上位輸出品目で触れておきたいのは緑茶である。この 10年で輸出額は 51億円から
219億円に拡大した。主な輸出先は，2022年で米国が 48％を占めるが，近年，ドイツ，カナダ，
EUなど，輸出先も広がりを見せている。その背景には，世界的な日本食ブームや，健康志向，さ

注 7） 「和牛」とは，日本の在来種をもとに交配を繰り返し改良されてきた品種で，黒毛和種，褐毛和種，日本短角種，無
角和種の 4品種とその交配種で，かつ日本国内で出生し生育されたものに限られる。なお，国内で「国産牛」とし
て流通している牛肉は，国内で育てられた和牛以外の肉用種のことで，「乳牛（ホルスタイン）と和牛をかけ合わせ
た交雑種」，「乳の出なくなった廃乳牛」，「乳用種の雄」を指す。また，外国で生まれた牛であっても，日本国内で
の肥育期間の方が長ければ「国産牛」として販売される。

注 8） WAGYUは，過去に研究目的で米国に渡った和牛から，和牛の精子と胚が豪州に流出し，現地の牛や他の牛との交
配で生まれた。外国産和牛（WAGYU）は，本来の和牛と他の肉牛との交雑種だが，ニュージーランド，アメリカ，
カナダ，中国などでも，高級牛肉として生産されている。

表 3　輸出額上位 10品目（2022年）の推移（2012～22年）（単位：億円）
品目＼年 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

1. ホタテ貝 1） 189 399 447 591 548 463 477 447 314 639 911
2. ウイスキー 25 40 59 104 108 136 150 195 271 461 561
3. 牛肉 51 58 82 110 136 192 247 297 289 537 520
4. ソース混合調味料 195 214 230 264 274 296 325 337 365 435 484
5. 清涼飲料水 121 124 159 197 194 245 282 304 342 406 482
6. 清酒 90 105 115 140 156 187 222 234 241 402 475
7. ぶり 77 87 100 138 135 154 158 229 173 246 363
8. 真珠 165 188 245 319 304 323 346 329 76 171 238
9. 緑茶 51 66 78 101 116 144 153 146 162 204 219
10. 丸太 14 31 69 94 85 137 148 147 163 211 206
（注 1）生鮮・冷蔵・冷凍等の合計額
（出所）農林水産省輸出・国際局輸出企画課（2023a）のデータから筆者作成。
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らにはお菓子や飲み物のフレーバーとして抹茶の利用が拡大されていることなどがある。
　次に，日本の農林水産物・食品の輸出先についてまとめておこう。主要な輸出先の推移を 2022
年の輸出額の上位 5ヵ国でみたのが図 2である。2022年で輸出先の第 1位は中国で，輸出額は
2,782億円である。これは，輸出額全体の 21％にあたる。中国への輸出は 2012年には 406億円
で，当時第 1位の香港の半分以下であったが，近年急速に輸出額が増加した。中国への 2022年の
3大輸出品目は，ホタテ貝，アルコール飲料，丸太である。
　第 2位の香港は 2020年まで首位を守っていたが，新型コロナの拡大で，日本料理店舗の需要が
落ち，また大型展示会が開催できず，真珠の輸出が激減した。2022年の香港向け輸出額は 2,086
億円で，全体の 16％を占める。香港への輸出上位品目は，真珠，アルコール飲料，ホタテ貝であ
る。近年，特に清酒の輸出が伸びている。
　第 3位は米国である。この 10年間に堅調に輸出を伸ばし，2022年は 1,939億円の輸出額で，
全体の 15％を占める。米国は，日本産品の輸出の歴史も長く一定の日系の流通網が確立され，日
系小売店や高級な日本食レストランを中心に日本産品が広く提供されている。米国への主要な輸
出品目は，アルコール飲料，ぶり，ソース混合調味料である。ぶりは，日系小売等への販売の競
合が生鮮の場合は航空便，冷凍の場合は船便輸送が一般的である。
　第 4位は台湾であるが，2012年では 610億円の輸出額で第 3位であった。2022年では 1,489
億円で，全体の 11％を占める。台湾への輸出上位品目は，りんご，アルコール飲料，ホタテ貝で
あるが，りんごは 2017年から首位を保っている。他に第 10位には，ぶどうが入っている。少し
前には，北海道や青森からのながいもの輸出が話題になり，日本の野菜輸出のさきがけとなった

図 2　主要 5ヵ国への輸出額の推移（2012～22年）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

億
円

中国 香港 米国 台湾 ベトナム

（出所）農林水産省輸出・国際局輸出企画課（2023b）のデータから筆者作成。
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ことは記憶に新しい。台湾では，ながいもは漢方薬と位置付けられており薬膳料理のスープ食材
として根強い人気がある。
　輸出先の第 5位はベトナムである。2020年にそれまで第 5位であった韓国を抜いた。2022年
でベトナムへの輸出額は 724億円で，全体の 5.4％を占める。ベトナムへの主要な輸出品目は，粉
乳，さば，清涼飲料水である。中でも，粉乳の輸出が増えている。2016年から第 1位となってお
り，2022年の輸出額は 108億円に達している。背景にはベトナムでの乳幼児向け製品の需要拡大
がある。
　以上見てきたように，日本の農林水産物輸出・食品の 5大輸出国は第 3位の米国を除けばすべ
てアジアの国と地域である。さらに，2022年の輸出額で第 10位までを示せば，第 6位が韓国
（667億円），第 7位がシンガポール（554億円），第 8位がタイ（506億円），第 9位がフィリピン
（314億円），第 10位が豪州（292億円）となっている。すなわち，主要な輸出相手国のベスト 10
にアジア諸国は 8ヵ国・地域が入っている注 9）。
　日本おいて，アジア地域への輸出で最も地の利があるのは九州である。九州は農業生産額で全
国のほぼ 2割を占める農業地域である。国内市場が少子高齢化で縮小していくなか，海外に市場
を求める上で，九州はその地の利を活かした戦略を構築すべきであろう。

3. 九州の農林水産物・食品の輸出

　九州の農林水産物・食品輸出は 2021年に 1,208億円となり，2022年にはさらに過去最高額の
1,464億円を達成した。図 3にみるように，2012年には 420億円に過ぎなかったので，この 10
年で 3倍以上に増加した。2022年の輸出額のうち食品を含む農産物は 692億円で 47％を占め，
水産物は 552億円で 38％，林産物は 220億円で 15％を占める。
　九州は農業生産額では全国の 2割を担うが注 10），農林水産物・食品輸出は約 1割を占めるに過ぎ
ない。全国の構成比と比べると，九州の輸出は加工を含む農産物の割合が小さく，水産物と林産
物の比重が大きいことが特徴である。これは，加工品の輸出が少ないことによるもので，2022年
の内訳は公表されていないが，2021年の輸出額でみると，加工品は農産物の 4割に過ぎない。先
に見たように，日本全体では 2022年の輸出額の内訳は，加工品を含む農産物が全体の 66％であ
るが，その農産物の 57％は加工食品であり，全体の 38％を占める。ちなみに，2022年における
全国の水産物輸出は全体の 29％，林産物は 5％である。
　九州の農林水産物・食品の輸出先は，2022年のデータは得られないが，2021年でみると中国，
米国，香港，台湾，韓国がベスト 5で，それぞれ 2021年の九州からの輸出額の 28％，14％，
13％，11％，10％を占め，これら 5ヵ国だけで全体の 76％に達する注 11）。米国を除けば，アジア
への輸出であり，6位以下にもベトナム，タイ，カンボジア，フィリピンとアジア諸国が並ぶ。
　先に述べたように，農林水産省は安倍政権下の農産物輸出拡大戦略を受けて，2013年に「農林

注 9） 日本の農産物輸出におけるアジアの位置づけについては，例えば，福田（2013）や前田（2022）を参照。
注 10） 農林水産省九州農政局統計部（2023）を参照。
注 11） 農林水産省九州農政局企画調整室（2022）による。
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水産物・食品の国別・品目別輸出戦略」を策定し，2014年 6月に，オールジャパンでの輸出促進
の司令塔として「輸出戦略実行委員会」を設置した。
　しかし，オールジャパンでの輸出促進は浸透せず，特に，農産物のプロモーション活動は各都
道府県が中心となり展開した。そのため，輸出先では日本の産地間で棚の取りあいが行われるよ
うな状況であった。こうした情況に対し，九州では生産者と地域商社のマッチングや輸出スキル
の育成等の機能を担う「九州の食輸出協議会」が 2020年 1月に設立された。農林水産物・食品産
業が地域で生き残るためには，海外需要の開拓は不可欠であるが，中小規模の生産者が多い九州
では，自ら海外への販路拡大，輸出実務等を行うことが難しい。そこで，地域に拠点を置く商社
が連携し，生産者等とともに九州の食品等の輸出を推進することを目的として，この協議会が生
まれた。また，同年 3月には輸出に取り組む事業者の発掘や輸出ステージに向けた個別支援等の
機能を担う「九州の食の輸出推進チーム」が結成された。九州の食輸出協議会では，食の輸出に
かかる相談窓口を設置し，輸出したい国や製品に合わせ，専門家による商社の紹介，海外からの
引き合い情報とのマッチング，輸出向け商品づくりのアドバイスなどの支援を行っている。
　政府は 2030年までに輸出額を 5兆円とする新たな長期目標を設定したが，これを受け「農林水
産物・食品の輸出拡大実行戦略」（以下「実行戦略」）が策定された。実行戦略に基づく具体的施
策の柱として，政府は，輸出拡大の余地の大きい重点品目注 12）を選定した上で，重点品目ごとの
ターゲット国・地域，2025年までの輸出目標を設定し，達成に向けた課題を取りまとめた。また，

注 12） 重点品目は，2023年 3月末時点で，牛肉，豚肉，鶏肉，鶏卵，牛乳・乳製品，りんご，ぶどう，もも，かんきつ，
柿・柿加工品，いちご，かんしょ等，切り花，茶，コメ・パックご飯・米粉及び米粉製品，製材，合板，ぶり，た
い，ホタテ貝，真珠，清涼飲料水，菓子，ソース混合調味料，味噌・醤油，清酒，ウイスキー，本格焼酎・泡盛，
錦鯉の 29品目が選定されている。

図 3　九州の農林水産物・食品輸出額の推移（2012～22年）
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重点品目について，主として輸出向けの生産を行う輸出産地・事業者をリスト化し，施設整備等
への重点的支援を通じた輸出産地育成に向けた取組を進めている。
　九州では，九州農政局が県，産地・事業者と連携し，産地訪問等により輸出事業計画策定・実
行に向けた情報提供やアドバイス等を行い，伴走型で支援を行っている。九州 7県の輸出産地は，
林産物・水産物・加工食品・アルコール類を除く 11品目で，畜産物 18産地と農産物 35産地の計
53産地が指定されている。
　このような経緯を踏まえ，九州の各県からは表 4に示すような各種農林水産物・食品が世界各
地に輸出されている。

4. 航空貨物による農産物の輸出

　農産物輸出の拡大のために必要な戦略の一つに，輸出物流の効率的な体制構築がある。農林水
産物・食品の輸出においては，各品目の特徴に合わせて航空輸送と海上輸送が使い分けられてい
る。冷凍輸送が可能な品目や，貯蔵可能日数の長い品目については，主に海上輸送が利用され，

表 4　九州の主な農林水産物・食品の輸出品目と輸出先（2021年）
県名 品目 輸出量 /額 主な輸出先

福岡県 いちご（あまおう） 547.7ｔ 台湾，香港，シンガポール
柿 43.1ｔ タイ，シンガポール，香港
かんきつ 58.9ｔ 台湾，シンガポール，香港

佐賀県 かんきつ 59.1ｔ カナダ，香港，シンガポール
いちご 28.0ｔ 香港，シンガポール
牛肉 63.5ｔ 香港，シンガポール，台湾，米国

大分県 牛肉 2.6億円 米国，台湾，香港
水産物 8.6億円 米国，韓国，香港
木材 21.0億円 中国，台湾，フィリピン

長崎県 いちご，牛肉など 6.2億円 香港，シンガポール，米国
水産物 42.2億円 中国，韓国，米国
木材 2.9億円 中国，韓国

熊本県 牛肉 22.3億円 台湾，香港，米国
水産物 25.8億円 米国，韓国
木材 31.5億円 中国，韓国，米国

宮崎県 牛肉 68.7億円 米国，香港，台湾
水産物 7.7億円 台湾，EU，ベトナム
木材 85.7億円 中国，台湾

鹿児島県 牛肉 114.3億円 米国，香港
水産物 134.8億円 米国，台湾
木材 33.3億円 中国，台湾

（出所）農林水産省九州農政局企画調整室（2023）のデータから著者作成。
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厳格な品質管理が求められる品目では，短時間・小ロットで素早く輸送する必要があるため，航
空輸送が利用されるケースが多くなる傾向がある。
　また，農産物の輸出に関する課題として国内の物流の効率化が急務であるが，輸出産地が集中
する北海道・九州等からの輸出の多くが，京浜・阪神の港湾・空港への陸上輸送を経由している。
しかし，今後，2024年には陸上輸送において，ドライバーの時間外労働時間の上限規制が適用さ
れるため，国内における輸出産地に近い地方の港湾・空港活用の重要性が高まる。
　そこで，国内流通を含め，農林水産物輸出において航空貨物による輸送・輸出の拡大を考えて
みたい。国内から海外への輸出の実態を知るためには，各地の税関における通関統計を詳しく見
る必要があるが，全国で税関別にまとめられた統計はない。また，農産物に限った税関別の通関
統計も調査は困難である。
　ここでは，国土交通省の国土交通政策研究所が 2020年 11月 25日に空港別の農水産物・食品の
輸出について行った調査を活用して，農林水産物・食品の航空貨物による実態を考察することに
する。この調査による 2020年 11月 25日の空港別輸出量を示したのが図 4である。最も多いの
が成田国際空港の 31.2ｔで全体の 27.2％を占める。次いで新千歳空港の 28.0ｔ（24.5％），第 3
位が関西国際空港の 24.7ｔ（21.6％），第 4位が羽田空港の 19.0ｔ（16.6％），第 5位が福岡空港
の 9.1ｔ（8.0％）である。北九州空港は 1.0ｔで 0.9％を占めるに過ぎない。
　国土交通政策研究所は上記国際航空貨物動態調査の調査票データに基づいて，国内空港別の農
林水産品の輸出経路を作成している注 13）。調査では空港別に，魚介類，野菜・果実，およびその他

注 13） 国土交通省国土交通政策研究所（2022），pp．5～11を参照。

図 4　国内空港別の農林水産物・食品の輸出量（2020年 11月 25日）

中部国際空港

1.4ｔ（1%）

北九州空港

1.0ｔ（1%）

新千歳空港新千歳空港

28.0ｔ（24%）

成田国際空港

31.2ｔ（27%）羽田空港

19.0ｔ（17%）

関西国際空港

24.7ｔ（22%）

ｔ

福岡空港

9.1
（8%）

（注）2020年 11月 25日を調査対象日とした 1日のデータ。
（出所）国土交通政策研究所（2022）p．4のデータから著者作成。
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食料品の 3つに分けてそれぞれについて輸出経路を明らかにしているが，ここでは福岡空港と北
九州空港のみに着目してその実態を整理してみよう。
　表 5には，福岡空港および北九州空港から直接輸出された農林水産物・食品の輸送経路が示さ
れている。魚介類をみると，福岡空港へは熊本県（40 kg），福岡県（6,278 kg），鹿児島県（519 
kg），東京都（519 kg）から運ばれ注 14），うち 1,078 kgが台湾桃園国際空港を経て，スワンナプー
ム国際空港（タイ）に 40 kg，香港国際空港へ 1,038 kgが輸出された。また，福岡空港から直行
で香港国際空港へ 1,258 kg，台湾桃園国際空港へ 5,020 kgが輸出された。
　北九州空港へは，魚介類が福岡県から 708 kg，東京都から 285 kgが運ばれ，仁川国際空港を経
て 708 kgがシュレメーチエヴォ国際空港（ロシア）に，中継地は不明だが広州白雲国際空港（中
国）に 285 kgが輸出された。
　野菜・果実は，福岡県から 260 kgが福岡空港に運ばれ，直行でシンガポール・チャンギ国際空
港に輸出された。また，その他食料品は，鹿児島県から 867 kg，東京都から 510 kg，山口県から

注 14） 元のデータは鹿児島県と東京都からの出荷はそれぞれ 0.5ｔとされているが，香港国際空港への輸出量を按分して
推定した。

表 5　福岡空港および北九州空港から直接輸出された農林水産物・食品の輸送経路
国内出荷地 数量（kg） 輸出空港 中継空港 数量（kg） 到着空港 数量（kg）
魚介類：

　熊本県 40
福岡
空港

台湾桃園
国際空港 1,078

スワンナプーム
国際空港 40

　福岡県 6,278 香港国際空港 1,038
　鹿児島県 519 直行 香港国際空港 1,258
　東京都 519 直行 台湾桃園国際空港 5,020

　福岡県 708 北九州
空港

仁川国際
空港 708 シュレメーチエヴォ

国際空港 708

　東京都 285 不明 285 広州白雲国際空港 285
果物・野菜：

　福岡県 260 福岡
空港 直行 シンガポール・

チャンギ国際空港 260

その他食料品：

　鹿児島県 867

福岡
空港

台湾桃園
国際空港 867 タンソンニヤット

国際空港 702

　東京都 510 直行 香港国際空港 165

　山口県 129 直行
台湾桃園国際空港 129
シンガポール・
チャンギ国際空港 510

（注）2020年 11月 25日を調査対象日とした 1日のデータ。
（出所）国土交通省国土交通政策研究所（2022）p．9のデータから著者作成。



15

東アジアへの視点 2023 年 12 月号

129 kgが福岡空港に運ばれ，台湾桃園国際空港を経て，タンソンニヤット国際空港（ベトナム）
に 702 kg，香港国際空港に 165 kgが輸出された。また直行で，台湾桃園国際空港へ 129 kg，シ
ンガポール・チャンギ国際空港へ 510 kgが輸出された。
　表には示していないが，福岡空港からは羽田・成田空港経由で輸出される農林水産品もある。
佐賀県から福岡空港に運ばれた魚介類（0.9ｔ）は羽田空港（0.6ｔ）と成田空港（0.3ｔ）を経由
して輸出され，福岡県からの果実・野菜（0.4ｔ）が福岡空港から羽田空港を経て，兵庫県からの
その他食品（4.1ｔ）も福岡空港から羽田空港を経て輸出されている注 15）。
　このように，迂回とも見える産地から輸出までのルートは，空港ごとのキャパシティや扱う業
者の都合など様々な理由が背後にあると思われるが，必ずしも距離的に最短の空港から輸出され
ているわけではなく，物流の難しさが表れているといえよう。
　以上の空輸による農産物輸出のデータは，特定の 1日のみ調査対象としたもので，かつ 2020年
というコロナ禍の中での調査から得たものであり，通常期の実態とは異なると思われるが，今日
の航空便を用いた農産物輸出の姿がある程度明らかにされている。

5. 農産物輸出と北九州空港の活用

5.1　運送・物流の「2024 年問題」

　農林水産物・食品の輸出においては，近年益々付加価値の高い商品が求められており，高価格
で取引されている農林水産物も多い。それらの輸出には航空便が用いられており，国内の物流の
効率化とともに，ハブ空港から迅速に目的地にとどくようなシステムを確立する必要がある。
　また，運送・物流業界における「2024年問題」があり，地方空港を活用した国内物流の推進が
求められる。2024年問題とは，働き方改革関連法によって，2024年 4月 1日から「自動車運転
業務における時間外労働時間の上限規制」が適用されることで運送・物流業界に生じる諸問題を
意味し，具体的には，トラックドライバーの時間外労働時間が年間 960時間に，また拘束時間が
3,300時間に制限される。このため，例えば，1日 1人のドライバーでは東京・大阪間に荷物が届
かなくなると言われている。
　この「2024年問題」への対処策の 1つとして，期待されているのが貨物専用機（フレーター）
の導入である。ヤマト運輸では日本航空（JAL）と提携し，2024年 4月から首都圏と北海道，九
州・沖縄を結ぶ貨物専用機を運航することとしている。首都圏では，昼間は成田空港，深夜は羽
田空港を活用し，24時間運航を実施する。貨物専用機 3機で 4路線 1日 21便の運行を予定して
いる。これにより，持続的な物流のための長距離輸送力を確保し，地方創生や地方産品の商圏拡
大に寄与することが期待される。
　運航に用いる機材は，エアバス A321-200 P2F型貨物機で，ヤマト運輸が 3機をリース導入す
る。従来型 A321旅客機を貨物専用機に改修するもので，10ｔ車約 5～6台分に相当する 1機当

注 15） 国土交通省国土交通政策研究所（2022）p．11による。
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たり 28ｔの貨物を搭載できる。運航は JALグループのスプリング・ジャパンが担当し，2024年
月 4月 11日から就航の予定である。
　このヤマト運輸のフレーター空港として九州で選ばれたのが，北九州空港である。北九州空港
は 24時間運行可能であり，また，九州だけでなく，中国・四国地方から海外輸出のためのゲート
ウェイとして機能することが期待されている。また，北九州空港の滑走路は現在の 2,500 mを
3,000 mに延伸する工事が 2023年 12月 2日に始まり，供用開始は 2027年 8月 31日の予定であ
る。滑走路が延長されれば，大型貨物機の長距離運航も可能になり，さらなる機能強化が期待さ
れる。

5.2　沖縄・那覇空港に学ぶ

　この北九州空港をアジア方面への輸出拠点としてどのように活用していけばいいだろうか。1つ
のヒントは沖縄・那覇空港にある。日本を含むアジアの各主要都市から沖縄・那覇空港に貨物を
一旦集荷し，短時間で目的地別に積み替え，再び迅速に輸送するという国際貨物ハブ事業が全日
本空輸（ANA）を中心に那覇空港で展開されたのが 2009年であった。
　この国際物流ハブ事業にヤマト運輸が 2012年に参画した。ヤマト運輸は那覇空港と米軍那覇港
湾施設の間に，「サザンゲート」と呼ばれる沖縄グローバルロジスティックセンターを建設した。
ヤマト運輸は空港内での ANAの貨物の中継だけでなく，サザンゲートで貨物の保管や物流加工
などの事業を行い，物流を超えて付加価値を大きくすることに成功した注 16）。
　例えば，サザンゲートの中にはある化粧品メーカーの相手先ブランドの沖縄工場があり，国内
工場で製造された化粧品の中身を，海外から輸入した容器に充填し，アジア市場に輸出するため
の最終工程が行われていた。また，ある国内企業のメンテナンス工場があり，アジアの工場で稼
働している装置に不具合が生じた場合，この施設に搬入して修繕し，再び海外へ迅速に送り返す
ことを可能にしていた。さらには，電気メーカーのパーツセンターがあり，もともとはアジア，
北米，欧州などに分散して在庫を持っていた部品や消耗品をここ沖縄に集約し，世界中に発送す
る体制を整えていた。
　農林水産物・食品輸出に目を向けると，全国の食材を沖縄に集めそこで加工し，アジアに供給
するための「セントラルキッチン」を，沖縄県うるま市の「国際物流拠点産業集積地域」で展開
した。また，コールドチェーン（低温物流網）をアジアに拡充し，生産者の販路開拓を地域商社
とともに支援し，新たな物流モデルを確立した注 17）。
　さらに，物流施設内に定温仕分室を整備し，世界初の国際クール宅急便事業を香港向けに展開
した。また，香港の ECサイトと連携して，香港の消費者に国産の生鮮食品を直接届ける取り組
みを行った。ANAとの連携で，当日朝に国内各地で収穫された生鮮品が，航空保冷コンテナで，
羽田空港または地方空港から夕刻までに沖縄・那覇空港に集められ，深夜便で国際輸送される。
これにより，翌朝には香港で検疫・通関・仕分けが行われ，その日のうちに香港の家庭や飲食店

注 16） 沖縄・那覇空港における国際物流拠点形成とヤマト運輸の取り組みについて詳しくは，本間（2023）第 9章を参照。
注 17） 小森（2018）を参照。
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に届けることができた。この国際クール宅急便事業はシンガポールでも行われた。
　しかし，コロナ禍により，ANAは貨物専用便を最大の需要地である成田空港発着に集約し，沖
縄から海外への貨物も一旦成田空港に送らざるを得なくなった。2020年度の那覇空港の国際貨物
輸送量は沖縄国際物流ハブの取り組み前の水準にまで激減してしまった。その後，コロナ禍が収
まりつつある中，2022年には沖縄産及び小松空港からの農産物を那覇経由で台湾に空輸する実証
実験等を行い，沖縄からアジア地域への貨物便の定期的な運行の再開を目指した準備が進んでい
る。
　コロナ禍前に沖縄・那覇空港の国際物流ハブ化が実現した背景には，まず，地理的優位性があ
る。那覇空港からアジアの主要都市へは，4時間以内に航空貨物が届く。また，国内輸送において
も強みを発揮できる。アジアへの航空貨物輸送は，成田・羽田等の大規模空港を経由しているが，
国内やアジアの主要都市を行き交う貨物輸送の拠点を沖縄に置くことで，リードタイム・コスト
などの面で強みを発揮できる。さらに，那覇空港の 24時間運用体制も重要な要因である。騒音等
による影響により夜間運用が制約されている空港に比べ 24時間運用の那覇空港では，自由にフラ
イトスケジュールを設定できるので，国内の各都市を出発した貨物を深夜までに集め，短時間で
効率的に積み替えて，翌早朝の時間帯までにアジア各都市に再び配送できる注 18）。
　このような沖縄・那覇空港の優位性は北九州空港にも十分当てはまる。国内の農産物輸出のハ
ブ化については，那覇空港より地理的優位性がある。九州・中国・四国地方はもとより，羽田・
成田空港からの輸送も那覇より短時間ですむ。また，中国・韓国等の北東アジアへの国際輸送で
あれば那覇空港より利便性が高い。さらに，那覇空港との連携で輸出機能の強化も可能である。
実際，先に述べたヤマト運輸が導入する貨物専用機によるフレーター4路線のうち，3路線は羽
田・成田と新千歳，北九州，沖縄を結ぶ路線であるが，残りの 1路線は北九州と那覇の路線が想
定されている。

6. おわりに：北九州空港の可能性と課題

　北九州空港は那覇空港同様に 24時間運行可能である。北九州空港には大型貨物機が駐機できる
エプロンが 2ヵ所あり，国際物流拠点としての機能が充実している。空港島内には直立護岸があ
り，航空と海上を組み合わせた「シー・アンド・エア輸送」も可能である。国際貨物施設の拡張
事業も完了した。整備の実施主体は北九州エアターミナルで，第 2国際貨物上屋の完成とともに
トラックヤードをはじめとする各種機能が拡充している。
　北九州市は国内流通においても好立地である。九州道・東九州道・中国道の結節点に位置して
おり，充実した物流インフラに囲まれており，九州と本州を結ぶ拠点である。コンテナ船やフェ
リー，RORO船，鉄道など「空」「海」「陸」の物流基盤を駆使したオペレーションを構築できる
ことも強みといえる。
　また，UPSジャパン株式会社は，2023年 2月，北九州空港に国際貨物定期便を就航するととも

注 18） 松本（2010）を参照。
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に新たなゲートウェイ施設を開設した。九州地方で定期便を運航する初のグローバル・ロジスティ
クス・サービス・プロバイダーとなり，この定期便は月曜から金曜の週 5便で北九州空港と関西
国際空港を結び，拡大する UPSのアジア域内ネットワークを強化するとともに，九州地方のビジ
ネスを世界 220以上の国・地域とつなぐ。
　これまで，北九州空港周辺には物流事業者が進出していなかったこともあり，通関施設がなく，
北九州発の貨物はいったん福岡で通関手続きを取ってから北九州に搬入されていた。しかし，
2021年 7月に門司税関北九州空港出張所が新設され，航空機の入出港関係手続き夜輸出入通関手
続き，保税関係手続きが空港内でできるようになった。これにより，空港の利便性は大きく向上
している。
　このように，北九州空港はインフラを含め，国際物流拠点としての準備は整いつつあるが，農
林水産物・食品輸出のためには，まだまだ解決しなければならない課題も多い。北九州空港周辺
には，農林水産物・食品輸出関連の設備や企業がほとんどない。まずは，九州だけでなく中国・
四国さらには全国から農産物を集荷するためには，北九州空港をハブとすることのメリットを精
査し，理解してもらうことが重要であり，そのための組織や実際に農産物輸出を担う商社への働
きかけが必要となる。
　新鮮な農産物の輸出に対応する保冷施設の確保や，今後輸出が増加した場合の税関や動植物検
疫等の担当官の体制や数も検討しなければならない。また，残留農薬の対応のための産地指導な
ども，農業団体や県が連携して実施する体制を整えることが望ましい。
　空港周辺の開発においては，沖縄・那覇空港でヤマト運輸が設立した物流施設「サザンゲート」
のようなインフラ設備が重要である。こうした施設内に保税工場を造ることで，関税と消費税を
支払うことなく，外国から回収した商品を修理したり製品を生産したりすることが可能となる。
　また，沖縄県うるま市の「国際物流拠点産業集積地域」で展開した「セントラルキッチン」シ
ステムも参考になる。これは高品質な冷凍食品加工工場と食品機械製造工場をこの地域に誘致し，
全国各地の産地からダイレクトに素材を集め，付加価値の高い最終調理済み製品にまで加工した
商品を海外の小売店に輸出する取り組みである。この高品質冷凍技術とコラボした「セントラル
キッチン」モデルは，日本産品の輸出促進だけでなく廃棄ロスの低減にもつながり，社会的な側
面からも望ましい取り組みである。
　こうした空港周辺の開発事業には地域住民や地元産業との調整が必要となる。周辺の土地利用，
特に農地の転用が必要な場合には農地法の規制が制約となる。農地等の土地利用規制の緩和につ
いては，国家戦略特区の活用や，地域未来法の弾力的活用な運用により農地を含む土地を事業用
地として選定することができる。
　北九州空港のハブ化・拠点化構想は緒についたばかりで，解決すべき課題も多い。しかし，空
港自体のもつ潜在的発展可能性は大きく，空港地域だけでなく，九州北部全体への経済的波及効
果が期待できる。ハード，ソフトの両面から何ができるか，何をすべきか，十分な議論を重ね，
徹底して北九州空港の有効活用を図らなければならない注 19）。

注 19） 本節は本間（2023）の第 9章および第 10章に基づいている。
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要旨
　本論文は，台湾・高雄市における近年の産業革新の取り組み，とりわけスタートアップ
推進について体系的に解説することを目的としている。高雄市は重化学工業を主体に発展
してきた歴史があり，近年，産業構造の転換，企業の DX推進，環境汚染対策の必要性が
叫ばれていた。産業革新に向けた高雄市の取り組みの中心は，半導体をはじめとするハイ
テク・新興産業分野での園区・工業区の開設・拡張である。これらの園区・工業区を地図
上で線でつなげると S字にみえることから全体として「南台湾ハイテク S字型回廊」と呼
ばれている。また，その中には半導体関連企業が立地するものも多く，「南台湾半導体 S字
型回廊」とも呼ばれる。S字型回廊の終端には，国内最大の 5G AIoT実証実験・商業化エ
リアとして「亜灣 5G AIoT創新園区（Asia New Bay Area 5G AIoT Innovation Park）」が
開設され，その中に国際スタートアップ基地の「亜灣新創園（Startup Terrace Kaohsiung）」
も設立された（2021年）。高雄市が 5G・AIoT・デジタル技術の発展・応用をリードし，
また従来型産業との連携により大々的に DXと GXを推進できるようにする狙いがある。
加えて，その重要な担い手の 1つであるスタートアップを誘致・支援し，創業エコシステ
ムにおける国際連携を進めることも期待されている。本論文では，デジタル技術の応用や
グリーン経済への転換ではどちらかというと後れを取っていた高雄市が，近年の積極的な
取り組みにより，台湾でも先端的な地位に躍り出ようとしている様を描き出す。

1. はじめに

　台湾は，周知のように半導体・電子産業およびデジタル産業分野で成長著しく，近年は，一層
の経済発展と産業の新展開を目指して，スタートアップ推進，大企業とスタートアップとの協力
促進，アクセラレータ等の支援機関による活動も盛んとなっている（岸本，2017，2021a，
2021b，2021c，2022，2023）。台湾におけるスタートアップ関連活動はこれまで北西部地域（台
北市から新竹科学園区にかけてのエリア）に重点があったが，本研究は，台湾南部の大都市であ
る高雄市に焦点を当てる。

【所員論考】

台湾・高雄市における産業革新とスタートアップ推進
－「亜灣 5G AIoT 創新園区（Asia New Bay Area 5G AIoT Innovation 
Park）」と「亜灣新創園（Startup Terrace Kaohsiung）」を中心に－

アジア成長研究所准教授　岸本　千佳司
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　高雄市は，これまで重化学工業を中心とする従来型製造業主体の産業構造で発展してきた経緯
があり注 1），デジタル技術の応用やグリーン経済への転換を含む産業革新ではどちらかというと後
れを取っていた。しかし近年そうした高雄市で，半導体関連産業の集積，5G・AIoT注 2）応用の実
証実験とビジネス化への取り組み，デジタル・トランスフォーメーション（DX）注 3）とグリーン・
トランスフォーメーション（GX）注 4）の推進，これらと関連したスタートアップの誘致・支援が本
格化している。この背景としては，第 1に，近年の国際政治経済環境の変化，すなわち，世界的
なデジタル技術の発展と普及，ゼロエミッション政策の重視，米中対立による地政学的変動があ
る。最後の点は，グローバル・サプライチェーンの再編により，これまで中国に流入していた資
金・人材・ビジネスの多くが台湾へ回流する機運となったことを指す。
　第 2に，台湾国内でも特に高雄市を含む南部が注目されるようになった 1つの契機は，中央政
府の重要な政策的課題の 1つとして，台湾南部地域の発展が浮上したことである。蔡英文政権は，
従来北部地域に偏りがちであった台湾の国土開発を是正し，南北の均衡発展と地域格差解消を進
めるため，2019年，南部地域（台南市，高雄市，屏東県）の発展計画，すなわち「大南方，大発
展－南台湾発展計画（大南方大發展南臺灣發展計畫；略称，大南方計畫）」を打ち出した注 5）。これ
と関連し，2021年 5月には高雄港北部の総合再開発地区におけるソフトウェアやデジタル技術の
発展と応用にフォーカスした「亜灣 5G AIoT創新園区（Asia New Bay Area 5G AIoT Innovation 
Park）」の開発が策定された（2023年 6月には，その第 2期計画である「亜灣 2.0智慧科技創新
園区計画」が始まった）。さらに 2021年 12月には，同創新園区の中に国際スタートアップ基地と
して「亜灣新創園（Startup Terrace Kaohsiung）」が開設されている。これにより，ソフトウェア，
デジタル技術，5G，AIoTの実証実験とビジネス化を奨励し，その担い手である国内外のハイテ
ク企業に加えスタートアップを誘致・育成しようとする動きが本格化した。これと地元の従来型
産業とを連携させ，DXや GX推進を図ると同時に，スタートアップに対しても成長のチャンス
を与えるという一石二鳥が狙いである。
　本研究は，こうした取り組み，とりわけスタートアップ推進について体系的に解説することを

注 1） 2022年 1～11月の高雄市の製造業の総生産額のうち，化学材料，基本金属，電子部品の 3つのカテゴリーの合計が
63％を占めていた（高雄市，2023a）。

注 2） AIoTとは，AIと IoTを組み合わせた造語であり，「IoT機能をもつ各種製品や機器に，人工知能による機械学習を導
入し，制御や運用の最適化を図ること。たとえば，エアコンに利用者の行動パターンや好みの温度を学習させ，稼働
時間や温度調整を最適化させるなど」（https://www.weblio.jp/content/AIoT 2023年 12月 5日閲覧）と説明される。

注 3） 日本の総務省によると，DXの定義は，「企業が外部エコシステム（顧客，市場）の劇的な変化に対応しつつ，内部
エコシステム（組織，文化，従業員）の変革を牽引しながら，第 3のプラットフォーム（クラウド，モビリティ，
ビッグデータ /アナリティクス，ソーシャル技術）を利用して，新しい製品やサービス，新しいビジネスモデルを
通して，ネットとリアルの両面での顧客エクスペリエンスの変革を図ることで価値を創出し，競争上の優位性を確
立すること」である（https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r03/html/nd112210.html　2023年 12月
5日閲覧）。

注 4） GXとは，「温室効果ガスを発生させる化石燃料から太陽光発電，風力発電などのクリーンエネルギー中心へと転換
し，経済社会システム全体を変革しようとする取り組み」を指す（https://www.nec-solutioninnovators.co.jp/sp/
contents/column/20230407_gx.html　2023年 12月 5日閲覧）。

注 5） 同計画は，4つの重要政策を含んでいる。すなわち，「クラスターによる発展推進（用聚落帶動發展）」「交通により
世界と連結（用交通連結世界）」「マーケティングで支える新農業（用行銷撐新農業）」「観光で繁栄を創造（用觀光
創造繁榮）」である（葛祐豪，2019）。
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目的としている。以下，第 2節では高雄市における近年の産業革新の推進状況を概説し，第 3節
では高雄市にある 5つのスタートアップ基地を紹介する。第 4節と第 5節では各々，亜灣 5G 
AIoT創新園区と亜灣新創園について詳説する。第 6節は全体のまとめである。

2. 近年の高雄市における産業革新の概況

　本節は，高雄市における近年の産業革新の取り組み概況を解説する。高雄市は元々，高雄港お
よび高雄国際空港という 2大ナショナルゲートを擁し，重化学工業・国営事業（港湾，電力，鉄
鋼，石油，造船）を中心に発展してきた台湾南部の大都市であった。ただ，言わばその副産物と
して，近年では産業構造の転換，企業の DX推進，環境汚染対策の必要性が他都市以上に重くの
しかかっていた。高雄市における産業構造転換の取り組みは，近年にわかに始まったわけではな
く，以前からの努力により一定の成果は上がっていた。例えば，「高雄ソフトウェア園区（高雄軟
體園區）」（2000年開設）によるソフトウェアやデジタル産業の推進，「南部科学園区（南科）・高
雄園区」（2001年設立）における半導体，光電子，バイオ医療器材といったハイテク産業の集積，
そして「楠梓科技産業園区」（元は「楠梓輸出加工区」）には，半導体後工程（パッケージング，
テスティング）産業で世界最大手の「日月光半導體（ASE）」の本社・工場もある。
　これを背景に，近年高雄市において，半導体をはじめとするハイテク・新興産業分野で園区・
工業区の開設・拡張が進んでいる（表 1参照）注 6）。図 1のように，これらの園区・工業区を線でつ
なげると S字にみえることから全体として「南台湾ハイテク S字型回廊（南台灣科技 S廊帶）」と
呼ばれている（今周刊，2022）。なかでも，「南科・高雄園区」には　メモリー大手メーカーであ
る華邦電子（Winbond）の工場がある。「南科・橋頭園区」では，半導体，航空，スマート機械，
ヘルスケア，産業イノベーションが重点分野となっており，企業誘致が進んでいる（https://www.
stsp.gov.tw/web/WEB/Jsp/Page/cindex.jsp?frontTarget=DEFAULT&thisRootID=738　2023 年 12
月 6日閲覧）。「楠梓産業園区」には，TSMCの 2 nmプロセスの新工場建設が決定しており（2025
年量産開始の計画），将来は南科に組み入れられ南科・楠梓園区となる予定である（柯宗緯，
2023b）。これに近接する「仁武産業園区」には航空，半導体関連企業が続々進出している（林耀
文，2023b）。「大林蒲新材料循環産業園区」（計画中）は半導体材料・新材料の開発・製造基地と
なることが予定されている（陳雅潔，2021）。さらに，半導体後工程企業等が立地する「楠梓科技
産業園区」と「前鎮科技産業園区」を加えると，高雄市は半導体バリューチェーンの多くをカバー
する一大集積地となることが予期されており，「南台湾半導体 S字型回廊（南台灣半導體 S廊帶）」
とも呼ばれている（Gwen，2022；今周刊數位內容部，2023b）。
　この他にグリーン経済に関係するものとして，「循環技術・材料創新研究開発専門園区（循環技
術暨材料創新研發專區）」（楠梓産業園区と隣接）では，産官学研と国営事業，法人の連携により，
リサイクル技術と材料イノベーションの研究開発を行い，研究開発能力強化と高付加価値の製品
開発に取り組むこととなっている（2023年 4月から建設開始）（林耀文，2023a；https://www.

注 6） 高雄市で園区・工業区の開設・拡張が進んでいる理由の 1つとして，台湾の他の都市に比べ，産業と生活の基本的
資源である土地が豊富であることがあげられる（陳雅潔，2021）。
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cepo.org.tw/PageContent.aspx?uid=a52c2b0c-f2d7-49b0-9c40-4a4464474b6f　 2023 年 12 月 2 日
閲覧）。また「和発産業園区」では，「グリーン，スマート，サステナブル」をテーマに，低汚染・
低排出の産業の入居を優先している。中華電信と協力し，大気品質，水資源，街灯，画像認識な
どに関するデジタル観測システムを構築し，クラウド・プラットフォームによる統合的情報分析
および各領域の専門家との協力による全面的なスマート管理を実践している（高雄市政府經濟發
展局，2022）。
　S字型回廊の終端に位置するものとして，2021年 5月には，亜灣 5G AIoT創新園区の設立が策
定された。国内最大の 5G AIoT産業実証実験エリアとして，中央政府の諸官庁と高雄市政府の共
同で急速に開発と企業誘致が進んでいる。5G，AIoT，デジタル技術の発展・応用をリードすると
同時に，従来型産業の企業と連携し DXと GXを推進することが狙いである。これはスマートシ
ティ推進政策とも密接に関連している。台湾においては，中央政府の政策の下，2016・17年より
全国各地でスマートシティ建設が進んでいる（https://www.twsmartcity.org.tw/　2023年 12月 6

図 1　南台湾ハイテク S字型回廊（左）と高雄市の位置（右）
至 南科・台南園区
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（出所） 左図：羅之盈（2021），Gwen（2022）を参考に作成。 
右図：フリー白地図（https://www.freemap.jp/itemDownload/asia/taiwan/2.png　2023年 12月 2日閲覧）をベー
スに作成。
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表 1　南台湾ハイテク S字型回廊上の主な園区・工業区（高雄市）
地区 園区・工業区の主要産業・活動

路竹区 ✱  南部科学園区（南科）・高雄園区：半導体，5G，光電子，バイオ医療器材が主
要産業

橋頭区 ✱  南科・橋頭園区：2022年 9月から工場建設用地を提供開始。半導体，航空，
スマート機械，ヘルスケア，産業イノベーションが重点分野

楠梓区 ✱  楠梓産業園区：台湾中油高雄製油所跡地。TSMCの工場建設が計画されてお
り，南科に組み入れられ南科・楠梓園区となる予定

✱  循環技術・材料創新研究開発専門園区：台湾中油高雄製油所跡地。産官学研と
国営事業，法人の連携により，リサイクル技術と材料イノベーションの研究開
発を行い，研究開発能力強化と高付加価値の製品開発に取り組む（建設中）

✱  楠梓科技産業園区（元，楠梓輸出加工区）：半導体後工程（パッケージング，
テスティング）産業で世界最大手の日月光半導體（ASE）の本社がある

大社区 ✱  大社工業区：石油化学
仁武区 ✱  仁武産業園区：楠梓産業園区に隣接し，航空，半導体関連企業が続々進出

✱  仁武工業区：プラスチック製品，金属製品，化学材料，その他
大寮区 ✱  大発工業区：金屬製品，基本金屬

✱  和発産業園区：「グリーン，スマート，サステナブル」をテーマに，低汚染・
低排出の産業の入居を優先。鴻海がリン酸鉄リチウムイオン電池の生産基地を
建設

林園区 ✱  林園工業区：石油化学
小港区 ✱  高雄臨海工業区：産業分野は多種多様（基本金属，金属製品，機械設備，非金

属鉱物製品，運輸工具，化学製品，食品・飲料，電力設備等）
✱  大林蒲新材料循環産業園区：半導体材料・新材料（計画中）。工業技術研究院
が，大林蒲に「資源循環技術・材料専門エリア（循環技術及材料專區）」の設
立を計画

前鎮区 ✱  前鎮科技産業園区（元，高雄輸出加工区）：電子産業（半導体後工程，LED，
LCDモニター等）

亜洲新灣区† ✱  亜灣 5G AIoT創新園区（亜灣智慧科技創新園区）：5Gと AIoT応用サービス。
エリア内に，「高雄ソフトウェア園区」†† を含む

（注 1）以上の内容は，2023年 12月初頭時点で確認できた限りのものである。
（注 2） †「亜洲新灣区」は高雄港北部の総合再開発地区（行政区画としては，前鎮区を中心に一部苓雅区・鹽埕区を含む）。

††「高雄ソフトウェア園区（高雄軟體園區）」の産業分野は，ソフトウェア，デジタルコンテンツ，スマート応用，
その他である。

（出所） ASEウェブサイト（https://ase.aseglobal.com/），經濟部産業園区管理局ウェブサイト（https://www.bip.gov.tw/
iphw/；https://www.bip.gov.tw/index.aspx），南部科学園区ウェブサイト（https://www.stsp.gov.tw/），循環経済推
進オフィス ウェブサイト（https://www.cepo.org.tw/PageContent.aspx?uid=a52c2b0c-f2d7-49b0-9c40-4a4464474b6f），
亜灣智慧科技創新園区ウェブサイト（https://asiabay.org.tw/），蔡孟妤（2023） ，陳雅潔（2021），高雄市政府經濟
發展局（2022），柯宗緯（2023a，2023b），林耀文（2023a，2023b）に基づき作成（ウェブサイトはすべて 2023
年 12月 2日閲覧）。
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日閲覧）。高雄市においても，「スマートサービスの創造，産業のアップグレード推進，都市のサ
ステナブルな発展の促進」を目指し産官学研の各界の代表的人物を集め「高雄市スマートシティ
推進委員会」が設立された。交通，医療，教育，エネルギー，農業，観光，ガバナンス，防災・
治安・救急，その他の各分野で多数の取り組みがなされている（https://smartcity.kcg.gov.tw/
Default.aspx　2023年 12月 6日閲覧）。陳其邁市長の市政の下（2020年 8月～），3年の間に，ス
マートシティ政策への市民の満足度で，台湾主要都市中で最下位から最上位へと躍進している（今
周刊數位內容部，2023a）。
　大企業の誘致に関して言及すれば，EMS（電子機器受託製造サービス）業界で世界最大手の鴻
海（Hon Hai）は近年 EV事業に注力することを決め注 7），和発産業園区における EV用等のバッテ
リー生産基地の建設を決定した。近々，リン酸鉄リチウムイオン電池の生産を開始する（2024年
6月生産開始の予定）（蔡孟妤，2023）。加えて，鴻海は南科・橋頭園区において電動バス生産工
場の建設に着手し，2025年には量産を開始する予定である。この他，2023年 4月，鴻海は高雄
市とMOUを締結して，同社のスマートシティ・プラットフォームである CityGPTをベースに，
関連業者と連携して都市のデジタル化とスマート化のサービスを加速し，スマートインフラの輸
出につながるよう取り組んでいく。同社は，2023年からの 3年間で，亜灣地区，南科・橋頭園区
などにグループの南部本社および国際研究訓練センターを設立し，南向市場（東南アジア，南ア
ジア，オセアニア）開拓の基地とすること，そのために合計 250億台湾元を投資し，当地に約
2,000人分の就業機会を生み出すことを決めている（鴻海，2023）。
　以上に加え，高雄市では産業革新，DXと GX推進の重要な担い手の 1つとしてスタートアッ
プの誘致・支援にも力が注がれている。台湾のスタートアップ関連の活動は台北市およびその近
隣の台湾北西部のエリアに集中する傾向がある（岸本，2021c）。しかし，高雄市においても，
「DAKUO」（2011年設立。デジタルコンテンツおよび文化クリエイティブ産業等の戦略的新興産
業にフォーカス）や「KO-IN智高點」（2019年設立。スマートシティと関連スマート・テクノロ
ジーの発展が主題）等のスタートアップ基地が活動をしている。加えて，2021年 12月には，亜
灣 5G AIoT創新園区の中に，国際スタートアップ基地として亜灣新創園が開設された。
　これまで説明したように，かつてはデジタル技術の応用やグリーン経済への転換を含む産業革
新ではどちらかというと後れを取っていた高雄市は近年急速に前進し，「カーブで追い越し，後発
者がかえって先行し，世代を超えて成長する（彎道超車，後發先至，跨代成長）」（陳其邁市長の
言葉）の精神で，台湾でも先端的な地位に躍り出ようとしている（陳雅潔，2021）。以上を背景説
明とし，次節以降では，高雄市におけるスタートアップ基地，亜灣 5G AIoT創新園区の建設，亜
灣新創園の活動について，各々詳述していく。

注 7） 鴻海は，近年，EV，デジタルヘルス，ロボットの 3大新興産業および AI，半導体，次世代通信の 3技術領域に注
力しており，「3+3」をグループの長期的発展戦略となしている（鴻海，2023）。



26

東アジアへの視点 2023 年 12 月号

3. 高雄市のスタートアップ基地

　高雄市には 5つのスタートアップ基地（新創基地）が立地する注 8）。すなわち，「KO-IN智高點」，
「DAKUO」，「駁二共創基地」，「南部物聯網智造基地」，「亜灣新創園」である。前 3者は高雄市政
府の運営であり，後 2者は各々中央政府の經濟部工業局（現在，產業發展署）および同中小企業
處（現在，中小及新創企業署）の管轄下にある。本節では各々についてその特徴と活動内容，そ
して全体としての活動成果の一端を紹介する。

3.1　KO-IN 智高點（高雄智慧科技創新園區）

　「KO-IN智高點（高雄智慧科技創新園區）」は，2019年に高雄市財税行政ビル内（13・14階）
に開設されたスタートアップ支援施設である。その目的とビジョンは，「高雄スマートシティと関
連スマート・テクノロジーの発展を主題に，スタートアップ事業の加速と既存産業（企業）のイ
ノベーションの支援を通して，南台湾の産業構造を転換し，新たな成長エネルギーを注入し，な
らびにスタートアップ産業のクラスター形成を促し，南部産業の勃興・発展を推進する」という
ものである。入居者に提供するサービスは，①創業指導，専門的コンサルテーション，②技術協
力，③産学研協力の手引き，④早期資金調達支援，⑤各種イベント・セミナー開催，⑥入居スペー
ス貸与，である（https://koin.koda.net.tw/index.html　2023年 11月 29日閲覧）。加えて，中央政
府および高雄市政府の様々な部局が用意した多数のスタートアップ支援プログラムへの申請補助
も行われている（https://koin.koda.net.tw/other.html　2023年 11月 29日閲覧）。なお，入居スペー
スとしては，個室オフィス（期限は 1年から最長 5年まで延長可），コワーキングスペース固定席
（期限は 1年），コワーキングスペース非固定席（期限は 6ヵ月）の 3種類がある（https://koin.
koda.net.tw/stationed.html　2023年 11月 29日閲覧）。
　KO-IN智高點は，産業分野的には AI，IoT，ブロックチェーン，フィンテックの 4つにフォー
カスし，高雄のイノベーション・創業エコシステムの構築とスマート・テクノロジー人材の育成
を目指している。ウェブサイトによれば，2023年 11月 29日時点での入居団体は以下の通りであ
る注 9）。先ず「イノベーション・創業育成」対象として 20社のスタートアップ，「研究開発普及セ
ンター（研發推廣中心）」には 3社，「専業サービス提供者」として 9社（投資会社，コンサルティ
ング会社，法律・会計事務所等）があがっている（https://koin.koda.net.tw/team.html　2023年 11

注 8） この他，高雄市には，14のインキュベーター（創新育成中心）があり，次のように，その大半は大学付属である。
①國立高雄科技大學創新育成中心，②高雄醫學大學產學營運處創新育成中心，③國立高雄大學產學育成中心，④國
立中山大學創新育成中心（中山貨櫃創業基地），⑤義守大學創新育成中心，⑥高苑科技大學創新育成中心，⑦東方設
計大學創新育成暨研究發展中心，⑧國立高雄師範大學育成中心，⑨國立高雄餐旅大學餐旅創新育成中心，⑩正修科
技大學育成中心，⑪創業台槓創新育成中心（弘帆創新有限公司），⑫樹德科技大學創新育成中心，⑬經濟部中小企業
處高雄軟體育成中心，⑭輔英科技大學創新育成中心（https://sme.moeasmea.gov.tw/startup/modules/rmap/creative_
space_list.php　2023年 2月 26日閲覧）。

注 9） 2023年 2月 9日入手の資料（高雄市，2023a）によると，その時点での入居者はスタートアップと企業の研究開発
センター23社で，それまでの累計で 67社が入居している。また累計で，309人分の就業機会を創出し，6.43億台
湾元の投資額があった。面談調査によれば，既に上場（上市櫃）している企業も含まれる。また，既に相当発展し
ている北部企業の南部研究開発拠点もあるのだという（kaohsiung-2023）。
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月 29日閲覧）。加えて，パートナーとして 7社・団体の名があがっている注 10）（https://koin.koda.
net.tw/partner.html　2023年 11月 29日閲覧）。
　KO-IN智高點は，最近になってスタートアップ推進のための 2つの特別な仕組みを導入した。
第 1に，2023年 5月の「高雄企業資本加速與創新成長天堂路（略称，高雄 BD天堂路）」（天堂路
＝パラダイスロード）の開設である。これは，一定の成長ステージに達したスタートアップを資
本調達の面で支援し成長を加速することを狙いとしている。高雄 BD天堂路のメンバーには，ベ
ンチャーキャピタル（VC）やM&A顧問企業 8社が名を連ねている。このうち 500 Global，創新
工業技術移轉公司（ITIC），達盈管顧（Darwin Venture Management），華陽創投（Sunsino 
Venture），博雅資本（UNICORN CAPITAL），誠研創新（Legend Innovation）の 6社は早期から
成長期のスタートアップへの投資にフォーカスし，華淵鑑價と眾勤法律の 2社は企業価値評価や
知財戦略，M&A指導の専門団体である（https://koin.koda.net.tw/bd.html　2023年 11月 29日閲
覧；許夷雯，2023）。
　第 2に，2023年 10月に開設された「Lab of Digital Twins（數位孿生實驗室）」である。これは，
13社・団体の中堅・大企業や業界団体がパートナーとなり，そうした企業が技術ニーズを「出題」
し，それに応え得る技術を持ったスタートアップとマッチングして，「實驗室」のリソースで支援
しつつ，新ビジネスを「共創」していくように促すものである。これにより，スタートアップが，
早い段階で市場ニーズを感知しつつパートナー企業からの支援も獲得し，製品とビジネスモデル
の完成度を高め成長を加速することが可能となる。同時に，「出題」した企業側にとっても，ス
タートアップの技術を効果的に探索しスムーズに導入できるメリットがある（https://koin.koda.
net.tw/lab.html　2023年 11月 29日閲覧；高培德，2023）。

3.2　DAKUO（高雄市數位内容創意中心）

　「DAKUO（Digital Art Kaohsiung United Office；高雄市數位内容創意中心）」は，2011年設立
で，高雄市鹽埕区の公有零售（小売）市場 2・3階に位置し約 880坪（1坪≒ 3.3㎡）の床面積を有
している。デジタルコンテンツおよび文化クリエイティブ産業等の戦略的新興産業にフォーカス
し，スタートアップ育成および創作活動に従事する個人・団体の公演・研修・交流活動のための
場となっている。そして，「中小型企業，個人創業者，都市フリーランスをつなげ創業の気風を巡
らせることを希望する。かつスタートアップ・チームの分野を超えた協力，産学研との連結，お
よび人材資源の合流を促進し，産業の集積と連結を成さしめ，DAKUOを大高雄地域におけるデ
ジタルコンテンツ産業発展の前線基地とする」のだという（https://dakuo.co/dakuo簡介 /；https://
dakuo.co/support-faq/　2023年 11月 29日閲覧）。
　DAKUOでは，様々なイベント，研修，交流に使用できる展示スペースや会議室，放映室，が
貸し出されている（https://dakuo.co/　2023年 11月 29日閲覧）。加えて，個室オフィスとコワー
キングスペースも用意されている。デジタルコンテンツ関連ビジネスのスタートアップは，10～

注 10） 7社・団体とは，工業技術研究院（ITRI），台灣物聯網產業技術協會（TwIoTA），安永聯合會計師事務所（Ernst & 
Young），亞灣新創園，大港創艦新創基地，昌益國際（LaBest），卡訊電子（BXB）である。
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90坪の異なるサイズの個室オフィスに入居し，加えて会議室，展覧エリア，ライブ配信スペース，
シャワー等を利用できる。臨時もしくはチームの規模が小さい場合はコワーキングスペースに入
居する。スタートアップへの支援は 2つの方面でなされる。①地元リソースとの接合：地元産業・
市場ニーズと連結し，適切な協力ビジネスモデルと政府リソースを提供する。②産業指導の提供：
各種リソースや学術界とつながる。技術，人材，マーケティング，市場分析，海外市場マッチン
グといった支援をする。また，行政支援と迅速に損益分岐点に達するような指導を提供する
（https://dakuo.co/registration/長期進駐 /；https://dakuo.co/dakuo簡介 /　2023年 11月 29日閲覧）。
　2023年 2月 9日に入手した資料によると（高雄市，2023a），その時点で入居しているスタート
アップは 12社で，それまでに累計 65社が入居している。製品研究開発は 668件超で，累計就業
人口は 1,095人である。面談調査によれば，DAKUOには，Toydea，J.O.E 等の日本企業が入居
した実績もある。また，高雄市には多数の大学があり，その中にはゲーム開発に関連する学科も
ある。そこから，関連人材あるいは創業者が DAKUOに入って来ることもあるという
（kaohsiung-2023）。
　スタートアップに提供される創業リソースには，中央政府および高雄市政府の様々な部局が用
意した多数の補助・指導計画，コンテスト，創業投資・融資が含まれる（https://dakuo.co/創業資
源 /　2023年 11月 29日閲覧）。協力関係にある投資会社・団体として，エンジェル 2社，VC 7
社，創業投資融資関係 7社，合計 16社が掲載されている（https://dakuo.co/創投資源　2023年
11月 29日閲覧）。

3.3　駁二共創基地（PIER-2 BASE）

　「駁二共創基地（PIER-2 BASE）」は文化クリエイティブ産業分野にフォーカスした業者および
イノベーター，創業者を主な対象とする支援施設である（2017年設立）。2層にわたり計 1,000坪
の床面積を持つ。大小 70室ほどの個室オフィス（長期入居用：1年ごとの更新），講座用スペー
ス，会議室，討論室，コワーキングスペース等を備えている（https://www.pier2base.tw/about/1；
https://www.pier2base.tw/space1　2023年 11月 30日閲覧）。
　PIER-2 BASEに入居することのメリットとして，会社登記所在地とすることができる，高雄市
文化局の文化クリエイティブ関連部署が入居しており各種行政支援が受けやすい，マッチングお
よび法律・財務会計・経営管理等のコンサルティングサービスがある，イベントおよび会議スペー
スの賃借料の優遇が受けられる，といったことがある。また，同基地は「駁二藝術特區（The 
Pier-2 Art Center）」注 11）に位置しており，市場動向を掌握し易い，独特の芸術的雰囲気により創造
意欲を刺激される，毎年 100回超の各種芸術文化イベントが開催される，交通の便が良い，といっ
たメリットもある（https://www.pier2base.tw/space3/1　2023年 11月 30日閲覧）。

注 11） 「駁二藝術特區」は，高雄港に近接する旧倉庫街をリノベーションしたアートスペースである。2001年に芸術家た
ちが「駁二藝術發展協會」を立ち上げ，リノベーションが始まり，翌 2002年にアートスペースとしてスタートし
た。2006年以降は，高雄市文化局が運営主体となり，各種イベントが開催され，台湾南部のアートの発信地として
発展している（https://lifestylinglog.com/the-pier2-art-center/　2023年 3月 27日閲覧）。
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3.4　南部物聯網智造基地（IoT Service Hub）

　「物聯網智造基地（IoT Service Hub）」は，中央政府の經濟部工業局の支援のもと，ソフトとハー
ドの技術統合，クラウド・プラットフォーム接続，製品設計，市場展開，データ応用といったリ
ソースを結合し，有望な IoT製品を量産と市場販売にまで導く専門的サービスを提供する。台北，
台中，高雄の各々に基地がある。高雄の基地は，高雄ソフトウェア園区の中に位置する（https://
www.ideas-hatch.com/iot_service_hub.jsp　2023年 11月 30日閲覧）。
　IoT製品の構想からプロトタイプ作成，試作・量産，販売に至るまでに IoT Service Hubが提供
する支援は次の様なものである（https://www.ideas-hatch.com/iot_service_hub.jsp；https://www.
ideas-hatch.com/have.jsp?lang=zh　どちらも 2023年 11月 30日閲覧）。
①  プロトタイプ開発支援：国産 ICを使用した IoT製品開発用モジュールおよび IoTデータ・プ
ラットフォームを用意し，開発の技術的ハードルを下げ，量産までの過程を加速する。

②  各分野の専門家とのマッチング支援：各開発事案の診断と評価，および合計約 100社のスマー
ト製造関連の各種専門パートナー（製品設計，機構・外形設計，ソフトとハードのシステムイ
ンテグレーション，試作・量産など）との精密なマッチングを行う。

③  専属プロジェクト・マネジャーによる指導：IoT製品化の各段階に合わせたコンサルテーショ
ン，セミナー開催，リソース紹介をする。例えば，製品開発段階なら，市場ポジショニング，
需要予測，製品均質性の分析で支援する。より進んだ段階ならプレマーケティング ・パイロッ
ト調査や製品改良に関して，製品販売段階なら販路の配置やブランド経営の側面で支援する。

　他方で，育成対象チームに支援を提供する各分野の専門業者を募集し，「スマート製造サービス
団」に加入することを促している（https://www.ideas-hatch.com/mem_partner.jsp　2023年 11月
30日閲覧）。また，IoT導入による工場や店舗・オフィスのスマート化のニーズを掘り起こし，適
当な製品を持つスタートアップとマッチングし，試験的導入，そして効果の実測データのフィー
ドバックといった流れで，双方に利益になるようにしている（https://www.ideas-hatch.com/
enterprise_position_raise.jsp　2023年 11月 30日閲覧）。ウェブサイトには，スマート化を希望す
る企業・施設等の実例が合計 12件（医療・健康 6件，製造業・伝統的産業 2件，店・ショッピン
グフロア・都市 2件，農漁養殖業 1件，その他 1件）掲載されている（https://www.ideas-hatch.
com/enterprise.jsp　2023年 11月 30日閲覧）。

3.5　亜灣新創園（Startup Terrace Kaohsiung）

　「亜灣新創園（Startup Terrace Kaohsiung）」は，經濟部中小企業處の主導により，高雄ソフト
ウェア園区の鴻海ビル内の 2フロアを使い 2021年 12月に開設された。複数のアクセラレータが
入居しスタートアップの育成を行う。加えて，単一の相談窓口を設置し各種サービスを提供する。
近隣施設との連携による実証実験の実施，スタートアップと地元産業・企業との連携促進，国際
連携支援（海外スタートアップのソフトランディングと国内スタートアップの国際展開）を行う
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（https://www.yawan-startup.tw/　2023年 11月 30日閲覧）。亜灣新創園については，第 5節で詳
説する。

3.6　活動成果

　以上で紹介した高雄市に立地する 5つのスタートアップ基地全体の 2022年の活動成果をここで
紹介する（高雄市，2023a）。

●  従来型産業・国営事業とスタートアップの連携・協力：コンサルティング 87件，交流会 39回，
訓練と資金調達のマッチング会 75回，オーダー受注 2.6億台湾元

●  コンテスト（既存企業が直面する課題を「出題」し，スタートアップがそれにソリューション
を提案する。それを企業側が複数の段階を設けて審査・選抜するという形式）：企業出題 17社・
21件，スタートアップ提案 101社・124案，第 1段階審査通過 45社・51案

●  アクセラレータの誘致とスタートアップ育成：育成スタートアップ 61社，園区でのイベント
65回，ビジネス協力事例 48件，投資額 800万米ドル

　高雄市には，十数校の大学（およびそれに準ずる高等教育機関）があるが注 12），面談調査による
と，多くの高雄の学生は北部に行き，そこで創業する。ビジネスチャンスを作り，彼らを高雄に
引き戻したいと願っているという。その 1つの方策として，上述のコンテストのように，地元企
業が出題しスタートアップがソリューションを提案するという方式で，高雄にはチャンスが多く
あることをスタートアップに知らしめ，地元出身者に帰ってくるようにさせる。あるいは，大学
在校生に，イノベーション・創業の能力があることを自覚させたいのだという（kaohsiung-2023）。
　2023年 10月には，高雄市政府によって，亜灣 5G AIoT創新園区に隣接する「高雄 85ビル（高
雄 85大樓）」の 19階に，新たなスタートアップ基地である「大港創艦（MEGABAY）」が開設さ
れた。デジタルとゼロエミッションの 2軸でのトランスフォーメーションをテーマに，スタート
アップへオフィスと専門的指導サービスを提供し，中堅・大企業との連携による国際市場展開を
促すことで，国際的な創業エコシステムと「共創」クラスターの創出を目指している。高雄 85ビ
ルには，近年，高雄市の誘致により，「成功大学スマート半導体およびサステナブル製造学院（成
功大學智慧半導體及永續製造學院）」と「中山大學國際金融學院」，そして經緯航太（GEOSAT），
合勤科技（Zyxel），台灣智慧農業，樺晟電子（High-Tek Harness）等の上場企業が入居しており，
産学のリソースの集積が出来つつある。これに大港創艦が加わることで，スタートアップによる
事業創出と優秀な人材の回流を促すことが期待される（高雄市，2023b）。

注 12） 教育部の「2022年度　大專校院一覧表」では，次の 18校が掲載されている。①國立中山大學，②國立高雄師範大
學，③國立高雄大學，④國立高雄餐旅大學，⑤國立高雄科技大學，⑥高雄市立空中大學，⑦義守大學，⑧高雄醫學
大學，⑨樹德科技大學，⑩輔英科技大學，⑪正修學校財團法人正修科技大學，⑫高苑科技大學，⑬文藻學校財團法
人文藻外語大學，⑭東方學校財團法人東方設計大學，⑮和春技術學院，⑯樹人醫護管理專科學校，⑰育英醫護管理
專科學校，⑱財團法人一貫道天皇基金會一貫道天皇學院（https://ulist.moe.gov.tw/Query/Area/S4#　2023年 2月 26
日閲覧）。
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4.  亜灣 5G AIoT 創新園区 
（Asia New Bay Area 5G AIoT Innovation Park）

　本節は，高雄市の DXとスタートアップ推進をリードする「亜灣 5G AIoT創新園区（Asia New 
Bay Area 5G AIoT Innovation Park）」（2023年 5月には，その第 2期計画である「亜灣 2.0智慧科
技創新園区」計画が策定された）について，その概観と推進方策，およびこれまでの成果につい
て解説する。

4.1　亜灣 5G AIoT 創新園区の概観

　亜灣 5G AIoT創新園区は，次の 5つの産業・文化施設を活用した台湾最大規模の 5G AIoTの
実証実験フィールドである（図 2）。
●  「高雄ソフトウェア園区（高雄軟體園區）」：5Gインタラクション娯楽応用エリア 
●  「高雄埠頭クルーズターミナル（高雄港埠旅運中心）」： 5Gナショナルゲート・モデルエリア
●  「高雄エキシビションセンター（高雄展覽館）」：5G展示会モデルエリア
●  「高雄 eスポーツアリーナ（高雄電競館）」：5G無人機実験エリア
●  「高雄ミュージックセンター（高雄流行音樂中心）」：5G映像音声ストリーミング実験エリア

　高雄ソフトウェア園区や亜洲新創園（Startup Terrace Kaohsiung）（高雄ソフトウェア園区内の
鴻海ビルの中で開設）の入居企業に加え，隣接地区（中華電信成功ビル，高雄 85ビル，台壽
BOTビルなど）に進出したハイテク大企業，および DXを目指す従来型産業の大企業などとも連
携し，5G AIoT技術の応用・実証実験が進められている（古田，2022；https://asiabay.org.tw/　
2023年 3月 25日閲覧）。

図 2　亜灣 5G AIoT創新園区の眺望

（出所）高雄市（2023a）より引用（高雄市政府經濟發展局提供）。
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　亜灣 5G AIoT創新園区の舞台である「亜洲新灣（亜灣）区（Asia New Bay Area）」は，高雄港
北部（行政区画としては，前鎮区を中心に一部苓雅区・鹽埕区を含む）の総合再開発地区である。
2011年に陳菊・高雄市長（当時）により再開発計画が立案され，上述の施設の建設も進められた
（古田，2022）。亜灣 5G AIoT創新園区の建設は，2021年 5月に中央政府の行政院（内閣に相当）
を通過した法案（亞灣 5G AIoT創新園區推動方案）に基づき，中央政府と高雄市政府の共同で実
施されている。その目的は，5Gと AIoT応用サービスを発展の主軸にし，亜灣地区の高付加価値
化と産業変革を促進することである。同時に，創業エコシステム構築，ハイテク企業と人材の誘
致により，亜灣地区を新世代技術の応用の先駆者となし，南台湾の産業 5G DXを推進することで
ある（金属工業研究發展中心，2022；https://asiabay.org.tw/about_us　2023年 3月 25日閲覧）。

4.2　亜灣 5G AIoT 創新園区計画の推進方策

　亜灣 5G AIoT創新園区計画の具体的な推進方策の主なものは，図 3に記されている。中央政府
の複数部局－經濟部（「部」は日本の「省」に相当）の加工出口區（輸出加工区）管理處（加工處）/
中小企業處（中企處）/技術處 /工業局注 13），國家通訊傳播（通信伝播）委員會（通傳會），國家發
展委員會（國發會），交通部，文化部－と高雄市政府が各々リソースを持ち寄って共同で推進して
いることが分かる。以下では，6つの推進方策の各々について主な内容を説明する。

① 園区開発
●  高雄市政府：「006688方案」制定。園区内の特定ビルに入居する際のオフィス賃料を減免する
制度で，1～2年目は全額免除，3～4年目は 4割引，5～6年目は 2割引である（2022年末ま
で）。この他，融資利息や地代，家屋税（固定資産税に相当），新たに雇用した従業員の給与な
どに対する各種補助金も導入し，入居企業の発展の足場固めをサポートしている（魏嘉宏，

注 13） 經濟部の諸部局は，2023年 9月の組織再編に伴い，次のように名称が変更された。加工出口區管理處→產業園區管
理局，中小企業處→中小及新創企業署，技術處→產業技術司，工業局→產業發展署（https://www.moea.gov.tw/
MNS/populace/EconomicHistory/EconomicHistory.aspx?menu_id=32771　2023年 11月 28日閲覧）。本論文では，
主に名称変更以前のことを扱っているため，旧称を用いる。

図 3　亜灣 5G AIoT創新園区計画の 6大推進方策

【園区開発】

高雄市

・006688方案

・園区の土地拡張

經濟部（加工處）

・高雄ソフトウェア

園区2期開発

【スマート施設

建設】

通傳會

・5Gネットワーク建

設補助

國發會

・5Gオープンネット

ワーク・システム統

合と実証実験

【スタートアップ

との連結】

經濟部（中企處）

・亜灣新創園

（Startup Terrace 
Kaohsiung）開設

【実地応用】

國發會，交通部

・エリアのスマート

化推進

・5G創新応用の実

地導入

經濟部（技術處・

工業局），文化部

・各種実地応用，実
  証実験推進の計画

【人材育成】

經濟部（工業局・

技術處）

・人材育成基地

計画

・グローバル研究

開発創新パート

ナー計画

【産業クラスター】

經濟部（技術處・

工業局）

・各部局資源の統合，

産業集積推進

・研究開発補助と応

用サービス発展，亜

灣への産業集積推

進

（出所）金属工業研究發展中心（2022）より引用し若干改変した。
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2022；葛祐豪，2022）。
●  經濟部（加工處）：「高雄ソフトウェア園区」注 14）の 2期開発。現園区敷地に隣接する約 2.45 ha
のエリアを開発する。第 1棟のビルの建設は既に開始されており，2026年 1月に完成予定，約
1万坪のオフィススペースを提供できる。繁華街や生活機能の充実を企図している（經濟部技
術處，2023；魏嘉宏，2022）。

② スマート施設建設
●  通傳會：5Gネットワーク建設補助。5G基地局の公共建設を補助し，亜灣 5G AIoT創新園区で
の 5G人口カバー率を 85％以上にする（2022年計画）。合わせて，特定用途・施設（例えば，
高雄ミュージックセンター）での 5G整備を進め，市民に 5Gを応用した様々なサービスを体
験させ，一層の普及とイノベーションの深化を促す（金属工業研究發展中心，2022；魏嘉宏，
2022）。

●  國發會：国際O-RAN（Open Radio Access Network）連盟認証のアジア初のOTIC（Open Testing 
and Integration Center）実験室の設立，および 5Gオープンネットワーク・システム統合と実
証実験の推進（魏嘉宏，2022）。

③ スタートアップとの連結
●  經濟部（中企處）：「亜灣新創園（Startup Terrace Kaohsiung）」を高雄ソフトウェア園区の鴻海
ビル内（3・8階）に開設した（2021年 12月）。スタートアップの入居賃借料の減免（初年は
全額免除，2年目は半額免除）と入居するアクセラレータへの補助金もある（魏嘉宏，2022）。

④ 実地応用
●  國發會：AI識別技術と 5Gオープンネットワークを結合し実証実験を行う。具体的には，高雄
ソフトウェア園区内でのライトレール衝突防止への応用，「駁二藝術特區」での体感 eスポーツ
である。

●  國發會：5Gのスマートシティでの応用事例を提示し，5Gの応用と普及を促進する。具体例は，
「退輔會榮民之家」におけるスマートヘルス応用，高雄ソフトウェア園区と高雄駅におけるス
マートエキシビション応用，「高雄海洋科技産業創新專區」におけるスマート教育応用である。

●  交通部：鉄道，海空港，公共交通での 5G環境と AIoT，センサー，データ／クラウド管理プ
ラットフォームの建設，およびサービスロボット，無人機，自動運転，AR・VR等の応用によ
り，スマート交通技術とサービスのイノベーションを促進する。

●  經濟部（工業局）：スマートシティでの生活応用普及計画。業者および地方政府と協力し，各エ

注 14） 高雄ソフトウェア園区は，經濟部加工出口區管理處の下，2000年に開設した。7.9 haの面積があり，南北 2つのエ
リアに計 8つのビルを有する。2023年 11月 3日時点で，ソフトウェア，デジタルコンテンツ，スマート技術応用，
その他の分野の企業が 348社入居し（スタートアップに限らない），全体で投資額累計約 253億台湾元，就業者数
7,973人，年売上額は 142億台湾元以上に上る。園区内に，デジタル人材育成のための「DX共創基地（Digital 
Transformation Innovation Hub；數位轉型共創基地）」が設置されている（https://www.ivsr.org.tw/ksp/　2023年 11
月 27日閲覧）。
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リアでのスマートサービスの実験と拡散，そしてソリューションの輸出を促進する。具体的な
応用例は，駁二大義ライトレール駅などでの衝突防止，高雄港での無人機による物品配送，高
雄市医療施設での AI精密看護・診断設備である（以上，金属工業研究發展中心，2022）。

⑤ 人材育成
●  經濟部（工業局・技術處）：複数の人材育成計画（魏嘉宏，2022）。具体例は，亜灣デジタル人
材育成基地「CG ARK 夢想方舟」注 15）の開設である（2021年 12月）。

⑥ 産業クラスター
●  經濟部（技術處・工業局）：スマート医療，スマートインフラ，スマート製造，エキシビション
等での 5G AIoT応用の促進，高雄への企業の誘致，基幹事業体（中國鋼鐵，台湾中油，台湾電
力，港務）スマート化へのスタートアップの協力などを通して，5G AIoT産業クラスターを構
築する（魏嘉宏，2022）。

4.3　これまでの成果

　亜灣 5G AIoT創新園区は，2021年 5月策定以来 2022年末までに，多数の国内外の企業を誘致
し，約 154億台湾元の投資，327億台湾元超の生産額を記録した。その中には，Compal（仁寶），
Wistron（緯創），AUO（友達），ASUS Cloud（華碩雲端）などの 18社の重要企業が含まれる。
また，2023年初頭で，亜灣新創園（Startup Terrace Kaohsiung）には 3社のアクセラレータと 90
社のスタートアップが入居している。この他，中國鋼鐵（China Steel Corporation），台湾中油
（China Petroleum Corporation），台塑企業（Formosa Plastics）等の地元の主要企業 12社で 5G 
AIoT技術導入による DX推進を支援した。加えて，高雄エキシビションセンター，高雄 eスポー
ツアリーナ，高雄ミュージックセンターなどの主要テーマ施設，高雄港や駁二藝術特區などの特
別エリア，高雄榮民總醫院，高雄醫學大學，高雄長庚醫院などの医療施設を含む 36ヵ所のエリア
で実証実験を実施した（經濟部技術處，2023；Startup Terrace Kaohsiung，2023）。
　亜灣 5G AIoT創新園区の開設に伴い，南台湾で大型スタートアップ展示会「Meet Greater 
South」が毎年開催されることとなった。これは台湾最大規模のスタートアップイベントである
「Meet Taipei」注 16）の南台湾版である。2022年の同展示会（2022年 8月 26・27日開催）の開催実

注 15） 「CG ARK 夢想方舟」は，高雄ソフトウェア園区内に，經濟部工業局と「夢想動畫（MoonShine Animation）」等の
企業が協力し設立された。5G AIoT産業のデジタルコンテンツ技術と応用の発展を目指す。XRバーチャルスタジ
オを有しバーチャルな背景の中で共同作業ができる（王雯玲，2021）。

注 16） Meet Taipeiは，アジア最大級のスタートアップイベントであり，2014年より毎年開催されている。台湾の起業専
門誌「Business Next（數位時代）」と同誌から発した創業コミュニティの「Meet創業小聚」が主催し，多数の政府
関連機関・公的機関，国内外の著名企業・関連団体，投資家，アクセラレータ，メディア等がスポンサーや協力
パートナーとして参加している。2022年までの 9回開催分の実績（累計）を紹介すると，来場者数（のべ）24万
7,000人超，台湾スタートアップ出展 3,350組超，国際スタートアップ出展 480組超，舞台プログラム 321件超，
スタートアップ・マッチング 5,038件超，スタートアップ・ピッチ 1,000組超である（https://meettaipei.tw/；
https://eng.meettaipei.tw/　2023年 11月 29日閲覧）。
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績は，来場者数（のべ）1万 3,900人超，スタートアップ出展 260組超，うち南台湾チームの出
展 50組超，舞台イベント 60回超，スタートアップ・マッチング 600件超，政府・企業・アクセ
ラレータのパビリオン 25組超であった（https://meetgreatersouth.tw/　2023年 11月 29日閲覧）。
2023年の展示会（2023年 8月 25・26日開催）では，来場者（申請者）数は前年の 156％増し，
スタートアップ出展 270組，初めて日本，シンガポール，マレーシア，タイを含む海外 10ヵ国か
ら 38組のスタートアップ・チームが出展した（創業小聚，2023）。
　2023年 5月 11日に亜灣 5G AIoT創新園区計画の後続となる「亜灣 2.0智慧科技創新園区
（Intelligent Technology Innovation Park）」計画が行政院によって策定された。これにより前計
画は「亜灣 1.0」と呼ばれることとなった。亜灣 1.0の成果として，「2年間で，仁寶（Compal），
華碩雲端（ASUS Cloud），亞旭電腦（Askey Computer），宏達電（HTC），恩智浦（NXP 
Semiconductors）等の大企業を含む 122社超の国内外企業を引き寄せ，スタートアップ 118社が
入居し，合わせて 4,158人分の就業機会を創出し，190億台湾元近い投資を動員し，総額 435億
台湾元の生産額を生み出した」と指摘されている（Invest Taiwan，2023）。この顕著な成果を踏ま
え，既存の入居スペースの不足に対処するため，また 5G AIoT実証実験応用成果の国際展開のた
めに，亜灣 2.0が策定されたのである。亜灣 1.0は元々5年計画で 106.64億台湾元の予算が充て
られていたが，亜灣 2.0の策定により，計画期間が 7年間に延長され予算も 170.39億台湾元へと
増額された。亜灣 2.0の遂行により，5G AIoTの応用を IC設計，フィンテック，スマートビジョ
ン，持続可能な石油化学，スマート港湾等の高雄特有の産業の発展へとつなげ，国際的企業の研
究開発・人材育成基地の設立を誘致し，スマートソリューションの新南向市場（東南アジア，南
アジア，オセアニア）への輸出を促進するのが狙いである（Invest Taiwan，2023；工商時報，
2023）。

5. 亜灣新創園（Startup Terrace Kaohsiung）

　本節では，亜灣 5G AIoT創新園区内の施設のなかで，国際的視野の下でスタートアップの支援
を行う「亜灣新創園（Startup Terrace Kaohsiung）」について詳しく解説する。亜灣新創園は，複
数のアクセラレータが入居し，各々スタートアップの育成を行う。加えて，新創園管理局が単一
の相談窓口を設置し各種サービスを提供する。主な支援内容は，近隣施設との連携による実証実
験の実施，スタートアップと地元産業・企業との連携促進，国際連携支援（海外スタートアップ
のソフトランディングと国内スタートアップの国際展開）である。
　以下，5.1で開設の経緯と目的，高雄市内の他のスタートアップ支援施設との違いについて明ら
かにする。5.2では，亜灣新創園のスタートアップ推進戦略の基本的な流れについて解説する。5.3
では，同創新園が提供する支援サービスについて説明し，5.4では，入居企業と戦略的パートナー
についてその内訳を分析する。
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5.1　亜灣新創園の開設の経緯と目的

　亜灣新創園は，台湾南部地域におけるスタートアップ発展のため，經濟部中小企業處が亜灣 5G 
AIoT創新園区計画の一部として，国際的な創業クラスター形成に向けて設立されたものである
（2021年 12月に開設）。成立 8年以内で 5G，AIoT，スマートテクノロジーを主なビジネスとす
る国内外のスタートアップを支援対象とする。亜灣新創園は高雄ソフトウェア園区内の鴻海ビル
に位置し（3階および 8階），スタートアップの他，アクセラレータ，パートナー企業も参加する
イノベーション・創業のエコシステムを形成している。スタートアップと地元企業との協力によ
る従来型産業の変革および特色あるスタートアップの発展を目指している。合わせて，海外スター
トアップを招致して地元産業サプライチェーンとリンクさせ，国内外の人材交流を促し，高雄市
に国際的な創業エコシステムと創業クラスターを造りだすのが目的である（https://www.yawan-
startup.tw/cp.aspx?n=1482　2023年 11月 27日閲覧）。
　亜灣新創園の英語名は「Startup Terrace Kaohsiung」である。「Startup Terrace」は，元々，2019
年 10月に台湾北部の新北市林口に開設されたスタートアップ基地「林口新創園」の英語名であり，
經濟部中小企業處の管轄下にある。亜灣新創園も經濟部中小企業處が主導し，南北の均衡発展を
考慮し，高雄市（市政府，港湾，電力や鉄鋼などの国営事業）と協力して開設された。高雄市は
元々，従来型の重化学工業が主力産業であったが，その後新たな産業（半導体，光電子，医療器
材，ソフトウェア等）も徐々に発展してきた。これに加えて，スタートアップ人材育成のための
拠点が必要とされたのである（yawan-2023）。
　周辺のスタートアップ等を支援する施設との違いや役割分担について説明する。先ず，高雄市
政府が経営する KO-IN智高點や DAKUO等のスタートアップ基地との違いは，これらが主には
国内のスタートアップによる国内でのビジネスを支援対象としているのに対して，亜灣新創園は
国際的なスタートアップ基地の位置付けである。インバウンド（海外から台湾・高雄へ）とアウ
トバウンド（台湾・高雄から海外へ）の両方を業務範囲としている（yawan-2023）。
　次に，亜灣新創園は，上述のように高雄ソフトウェア園区内の鴻海ビルに位置しているが，高
雄ソフトウェア園区にも多数の企業（2023年 11月 3日時点で，約 350社）が入居し支援を受け
ている（https://www.ivsr.org.tw/ksp/introduce　2023年 11月 27日閲覧）。ただし，入居している
企業には設立後相当の年数を経たもの，あるいは既にかなりの規模に達した北部企業の支社も含
まれる。産業分野は，ソフトウェア，デジタルコンテンツ，スマート技術応用，その他とやや多
様化している。他方，亜灣新創園は成立 8年以内のスタートアップが対象で，産業分野は主に 5G
および AIoTの応用にフォーカスしている（yawan-2023）。

5.2　亜灣新創園のスタートアップ推進戦略

（1）基本戦略
　亜灣新創園の基本的なスタートアップ推進戦略は，①実証実験エリアとして近隣施設と連携→
②地元産業との連携による実証実験とビジネス開拓→③国際連携推進（インバウンドとアウトバ
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ウンド），という流れである（図 4）。以下で，3つの連携の各々について詳しく説明する。

（2）近隣施設との連携
　亜灣新創園の近隣には，次のような実証実験エリアとして活用できる 5つの施設があり，その
担当応用分野を紹介する（魏嘉宏，2022；https://www.yawan-startup.tw/cp.aspx?n=1486　2023
年 11月 27日閲覧）。
●  高雄ミュージックセンター（高雄流行音樂中心）：バーチャル共演，ホログラフィック・プロ
ジェクション

●  高雄埠頭クルーズターミナル（高雄港埠旅運中心）：スマート観光，港湾業務応用
●  高雄エキシビションセンター（高雄展覽館）：スマート展示館，新形態展示会
●  高雄ソフトウェア園区（高雄軟體園區）：eコマース，5G
●  高雄 eスポーツアリーナ（高雄電競館）：スマート・リクリエーション，5G無人機競技

　実証実験の手配は，アクセラレータ選抜のスタートアップならアクセラレータを通じて行う。
加えて，亜灣新創園管理局のプロジェクト・オフィスに直接申請する方法もある。亜灣新創園の
施設内にも実証実験スペースがある（yawan-2023）。

（3）地元産業との連携
　ここでは，地元産業との協力による実証実験とビジネス開拓について説明する。高雄市は重化
学産業や従来型製造業の比重が大きく，これらの産業分野の企業では，近年，経営改革や DXが
必要となっている。先ず，グリーンテクノロジーや省エネ技術を活用し生産プロセスの効率化を
進める必要がある。これに向けた企業とスタートアップとの連携のために，例えば，「2022 
Greentech Startup Challenge Contest（綠色科技新創獎勵競賽）」が開催された。これは經濟部中小
企業處の主催で，4月から 11月にかけて，林口新創園と亜灣新創園の両方で実施された。17社の
大企業が，各々，省エネや廃棄物処理に関連して自社が直面する問題を出題し，スタートアップ

図 4　亜灣新創園のスタートアップ推進戦略

近隣5大実証実験施設

＊ 高雄ミュージックセンター

＊ 高雄埠頭クルーズターミナル

＊ 高雄エキシビションセンター

＊ 高雄ソフトウェア園区

＊ 高雄eスポーツアリーナ

近隣施設

との連携

地元産業との協力による

実証実験

＊金属加工，石油化学，

港湾，電力，その他従来

型産業，国営事業

Inbound
＊ 国際スタートアップの誘致

と着地

Outbound
＊ 国内スタートアップの国際
展開能力強化

地元産業

との連携
国際連携

（出所）ウェブサイト（https://www.yawan-startup.tw/cp.aspx?n=1482　2023年 11月 27日閲覧）から引用し微修正した。
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がそれへの解決策を提案する。企業による 3段階の審査を経て，3回目の最終審査を通過したス
タートアップは各々合計 100万台湾元の奨励金を獲得する。その後，解決策が企業に実際に導入
され，その成果が追跡調査される（經濟部中小企業處，2022；https://www.yawan-startup.tw/en/
News_Card_Content.aspx?n=1532&s=4583　2023年 11月 27日閲覧）。面談調査では，次の様な
発言があった。「このようなコンテストを通じて，我らはスタートアップと従来型産業の大企業と
をマッチングする。スタートアップは成長の機会を得る。同時に，地元の従来型産業や国営事業
の企業は，このようなコンテストで我らのスタートアップの実力を目にする。．．．この他，我々は
幾つかの展示会を開催している。これを通して，従来型産業であれハイテク産業であれ，地元の
企業を招き，スタートアップを紹介する」（yawan-2023）。
　ウェブサイトによれば，高雄市は優位性を持つ 6つの産業の集積があり，亜灣新創園は，スター
トアップがこれらの産業分野の企業と共同で実証実験を行い，あるいはビジネス上の協力を行う
機会を提供するという。6つの産業とは，金属加工業，情報電子産業，精密機械産業，デジタルコ
ンテンツ産業，バイオテクノロジー医療産業，海洋港湾産業である（https://www.yawan-startup.
tw/cp.aspx?n=1486　2023年 11月 27日閲覧）。
　面談調査で，これらの産業でのスタートアップ技術の応用可能性について問うたところ，次の
様な例が提示された。「バイオ医療に関しては，高雄では AIの応用が主である。例えば，レント
ゲン写真やMRIの検査結果の判断において，AIで医師の判断を支援する。高雄市の比較的大規
模な病院等とアライアンスを組み，新しいデジタル技術で医師の判断の負担を軽減し，効率と精
度の向上につなげようとしている。次に港湾については，造船業あるいは沿岸警備での活用もあ
る。伝統的な操船は大部分目視に頼っていたが，亜灣新創園のスタートアップが AR・VRを活用
し，一層多くの情報を操船パネル上に統合し表示できるようにした。これを，観光などの別分野
に応用することもできる。例えば，クルーズ船が来航した際，かつては接岸した後に観光・消費
行動が始まっていたが，スタートアップの技術により，接岸する前に高雄のことを知ることがで
きるようにする。つまり，ARにより，透明なガラスの上に，例えば，このビルが高雄 85ビルだ
と表示する。あるいは，高雄港の歴史について解説する。このように，デジタル技術の様々な活
用が考えられる」（yawan-2023）。

（4）国際連携
　亜灣新創園は国際スタートアップ基地の位置づけであり，日本および東南アジアとの交流を進
めている。高雄市は従来から日本企業との関係が密接で，亜灣新創園も開設当初から日本との連
携を開始し，2022年 10月には，台湾のスタートアップを伴い東京，大阪，京都へ訪問し，また
日本のスタートアップを高雄に連れてくるという具合に交流を進めた。日本側のカウンターパー
トとして，日本台湾交流協会高雄事務所がある。また，みずほ銀行を含む日本企業とも良好な関
係がある。日本企業側も，亜灣新創園に入居しているスタートアップと連携し新ビジネスの開拓
を進めようと希望している。その後，シンガポールとの相互ソフトランディング支援の提携を結
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んだ注17）。シンガポールはユニコーンの企業数ではアジア有数であるため重視されている。加えて，
インドネシアも交流対象となっている注 18）。經濟部関連の各部署・機関が異なる国と協力を進めて
おり，現在，亜灣新創園の分担は，以上の 3ヵ国なのだという（yawan-2023）。
　さて，スタートアップの国際連携支援には，インバウンドとアウトバウンドの 2つの方向があ
る。先ず，インバウンド，すなわち，海外スタートアップおよび人材向けのソフトランディング
支援（オンラインとオフライン両方を通して）に関して説明する。申請資格としては，①対象：
台湾南部のスマート製造，クリエイティブ・コンテンツ／レクリエーション，港湾応用等にフォー
カスした国際チーム，②技術領域：5G，AIoT，クラウド応用の製品・サービス，③期間：原則 1
週間から 1ヵ月。審査に合格したものには次のような支援サービスが提供される（https://www.
yawan-startup.tw/cp.aspx?n=1488；https://www.yawan-startup.tw/cp.aspx?n=1536　いずれも 2023
年 11月 27日閲覧）。
●  無償でのコワーキングスペース（2席まで）および公共設備の使用。
●  園区のアクセラレータやスタートアップとの交流機会。
●  台湾南部の中堅・大企業，VC，戦略的パートナー等とのマッチング。
●  単一窓口による各種コンサルテーション（財務会計，法律，税務，創業者ビザ，企業設立法規
等）。

●  実証実験エリアの手配。
●  その他（アジア市場分析報告提供，展示会参加）。

　面談調査で，海外スタートアップと地元企業や投資家等とのマッチングについて問うたところ，
次のような説明があった。「かつてシンガポールからチームが来たとき，我々は 2つの方法で彼ら
に対する認知度を高めた。第 1に，展示会への参加である。例えば，スマートシティ展，新創大
南方展會で，チームに展示会の一区画を提供し，地元組織（企業，銀行，VC，地方政府等）へ
PRさせた。第 2に，幾つかのセミナーに，関連する産業の大企業を招待し交流させ，マッチング
を助けた」（yawan-2023）。
　次に，アウトバウンド，すなわち，台湾スタートアップによる国際展開への支援について説明
する。面談調査によれば，幾つかの段階がある。①スタートアップが海外市場展開を準備してい
るなら，当地のアクセラレータとつなげるように手助けする。②その後，当該市場への進出が適
切だと感じたら，ソフトランディングの計画で手助けする。③ソフトランディング後，持続的に

注 17） 亜灣新創園は，2022年 7月 26日にシンガポールの Action Community for Entrepreneurship（ACE），KK Fundと
相互ソフトランディング計画を締結した。「台湾シンガポール スタートアップ交流計画（臺星新創交流計畫）」は，
スマート製造，スマート医療，スマートコマース，フィンテック，スマートレクリエーションおよびスマートシ
ティの分野にフォーカスし，選抜された優秀なスタートアップに海外展開に必要な各種支援を提供する（https://
www.yawan-startup.tw/News_Card_Content.aspx?n=1494&s=4753；https://www.yawan-startup.tw/News_Card_
Content.aspx?n=1492&s=4626　2023年 11月 27日閲覧）。

注 18） 亜灣新創園は，2023年 5月 10日にインドネシアの Indonesia PrimaとMOUを締結した。「台湾インドネシア スタート
アップ交流計画（臺印尼新創交流計畫）」は，eコマース，EV，食農漁テクノロジー，未来都市，環境テクノロジー，
ESG応用の分野にフォーカスし，双方で選抜された優秀なスタートアップが相手国に赴き，ビジネスチャンスの開
拓と資金獲得ができるよう支援する（https://www.moea.gov.tw/MNS/populace/news/News.aspx?kind=1&menu_
id=40&news_id=108688　2023年 11月 27日閲覧）。
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成長しそうなら，当地の企業とのマッチングを開始する。③に関して敷衍するなら，亜灣新創園
がフォーカスしている国（現在は，日本，シンガポール，インドネシア）以外でマッチングが必
要なら，関連する機関と相談する。例えば，相手国・都市が高雄市の姉妹都市なら同市を通して
アクセスする。それ以外なら，經濟部に相談する（yawan-2023）。

5.3　スタートアップ支援サービス

　前小節で，実証実験エリア，地元産業との連携，国際連携に関する亜灣新創園のスタートアッ
プ支援活動について明らかにした。本小節では，これ以外の領域での支援サービスについて解説
する。

（1）活動スペース提供
　亜灣新創園は鴻海ビルの 3階および 8階を専用の活動スペースとして有している（合計床面積
4,486㎡）注 19）。その中には，次の様なエリアがあり，その内容紹介をする（Startup Terrace 
Kaohsiung，2023；https://www.yawan-startup.tw/News_Photo.aspx?n=1485&sms=11460　2023
年 11月 27日閲覧）。
●  戦略情報室：高雄関連のデータ収集，スタートアップへの情報提供，戦略策定に使用。
●  実証実験スペース：アイデアを披露し，実証実験により製品開発を促進。
●  個室オフィス：25部屋。
●  コワーキングスペース：130席。
●  休憩エリア／バー：共有キッチン，レクリエーション・スペース。
●  デモルーム：デモと集会を行う。

　若干の補足をすると，個室オフィスは，部屋のサイズ（小・中・大）により，賃借料（月額）
は各々，2万 2,000台湾元，4万 4,000台湾元，6万 6,000台湾元である。コワーキングスペース
は，月額で 1席 3,600台湾元である。そして，個室オフィスおよびコワーキングスペースを賃借
りした場合，以下のサービスも付随する。①基本インフラサービス：水道電気，維持・管理，イ
ンターネット，郵便，出入り口の警備，セキュリティー・モニタリング。②公設スペース使用：
会議室，休憩エリア，事務エリア，給湯室，デモルーム，実証実験スペース，共有キッチン，国
際ピッチ会議スペース等（以上全部で 200坪以上）。③専門支援サービス：国際資源との連結，ア
クセラレータのコンサルティング，ビジネスマッチング，関連サービス（法律，特許，ローン等）
（https://www.yawan-startup.tw/cp.aspx?n=1489　2023年 11月 27日閲覧）。

（2）コンサルテーション
　「亜灣新創園プロジェクト・オフィス（亞灣新創園專案辦公室）」では，以下の様な各種問題に対応

注 19） 面談調査で，鴻海との協力関係について問うたところ，「特別な協力関係はない。単に場所を借りているだけ。賃借
料も相場に基づいて支払う必要がある」とのことであった（yawan-2023）。
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する単一のコンサルテーション窓口を開設している（https://www.yawan-startup.tw/cp.aspx?n=1487　
2023年 11月 27日閲覧）。
●  企業関連：会社設立，登記のプロセス，会社規程の企画，移転，総合法規（税務，特許申請，
発展条例，契約），銀行金融。

●  経営関連：法律，税務企画，会計制度。
●  各種資源関連：政府補助申請，市場・ビジネスのマッチング，各種業務開拓，資材所要量計画。
●  国際関連：就業ゴールドカード／就業 Passカード注 20），創業者ビザ，国内外アクセラレータ・
プログラムとの連結。

　この他，經濟部智慧財産局が知財に関して，毎月定期的に 1対 1のオンラインのコンサルテー
ションのサービスを提供している（事前予約制）（https://www.yawan-startup.tw/News3.aspx?n
=1556&sms=11536　2023年 11月 27日閲覧）。

（3）クラウド・プラットフォーム
　亜灣新創園は世界の 3大クラウド企業（およびそのクラウドコンピューティング・サービス），
すなわち，Amazon（Amazon Web Services：AWS），Microsoft（Microsoft Azure），Google（Google 
Cloud）と提携し，クラウド・プラットフォーム（雲平台）のサービスを提供している。狙いは，
「これら国際的企業のクラウドリソースと訓練プログラムを引き入れ，南部地域のクラウド人材の
育成を助け，台湾のスタートアップと中小企業のクラウド専門技術部署の立ち上げと応用を加速
する。さらに国際市場展開の経験を積ませ，スタートアップによる国際業務開拓を助け，また南
部台湾企業のクラウド活用 DXを推進する契機とする」というものである。大まかな支援の流れ
は，イノベーティブなクラウド製品の開発を支援→大企業とのマッチングによる実証実験→中大
型展示会等への参加推薦であり，合わせて，マーケティング推進のリソース，あるいは資金・ビ
ジネスのチャネルとの連結が行われる（https://www.yawan-startup.tw/cp.aspx?n=1555　2023年
11月 27日閲覧）。3大クラウド企業のクラウドコンピューティング・サービスと連携したクラウ
ドプラットフォーム・プログラムの内容は，表 2に整理されている。
　面談調査で確認したところ，3社のプログラムの内容は色々異なる部分があるものの，実質的な
内容を大まかに整理するなら，人材育成，スタートアップの製品開発支援，および大企業とのマッ
チングによる実証実験と市場開拓支援の 3つになる。そして，これは実質的に，アクセラレータ・
プログラムと同様のものである（yawan-2023）。

注 20） 就業ゴールドカード／就業 Passカードとは，就労許可，居留 VISA，外僑居留証および再入国許可の 4つの機能が
付いた台湾での就業用のカードである（https://goldcard.nat.gov.tw/en/　2023年 3月 18日閲覧）。
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5.4　入居企業と戦略的パートナー

　亜灣新創園の入居企業は，スタートアップ事業（設立 8年以内が条件），国際級アクセラレータ，
その他の共創パートナーの 3タイプがある。個人名義では入居申請できない。入居申請が許され
る産業分野として，「AIoT，5G，スマートレクリエーション，海洋観光，およびその他スマート
応用等関連領域を主とする」と規定されている（https://www.yawan-startup.tw/News_Toggle.
aspx?n=1481&sms=11476　2023年 11月 27日閲覧）。以下本小節では，入居企業（特にスタート
アップ）の概要，アクセラレータ，および戦略的パートナー（入居の有無にかかわりなく）の 3
つについて，各々解説する。

（1）入居企業の概要
　筆者が亜灣新創園訪問調査（2023年 2月 9日実施）の際に入手した資料によれば（Startup 
Terrace Kaohsiung，2023），入居企業として，スタートアップが 90社，アクセラレータが 3社と
ある。ただし，亜灣新創園に関与しているスタートアップは，バーチャルな関与も加えると総数
は 200社超であり，上述のクラウドサービス業者との関連も含めると，非常に多数のスタートアッ

表 2　亜灣新創園クラウドプラットフォーム・プログラム
企業・サービス プログラム内容

AWS

AWSクラウド・ジョイントイノベーション計画の 3本柱は，園区のスタート
アップ計画支持，企業とスタートアップの共創クラスター，およびクラウド
マーケットと海外展開である。DX人材育成，企業の DX，企業とスタート
アップの協力からスタートアップ支援までの一連のプログラムを提供し，台湾
のイノベーションとスタートアップ・エコシステムの成長をサポートする。

Microsoft Azure

Azure Cloud ポイント，プロ級の技術とマーケティングのコンサルティングチー
ム，およびエコシステムパートナーと VCを包括するMicrosoft Startups 
Founders Hubのリソースと専門的な技術サポートを提供する。Microsoft の豊
富な国際的テクノロジーとリソースをスタートアップチームに注入し，発展可能
性のあるアプリケーション・ソリューションが Marketplaceを通じて国際市場に
リンクすることを助け，事業の急速な成長を実現させる。才能，創意，技術，市
場の総合的実力の向上を指導し，完成度の高いビジネスモデルの構築に繋げる。

Google Cloud

Acer AI Cloud（宏碁智雲資訊）は，Google Cloudの戦略的パートナーであり，
Googleのクラウドサービスを提供し，並びに Acerグループのリソースと組
み合わせて，業界とのリンク，マーケティング，専門的な指導，市場参入，海
外展開などを含むスタートアップに必要な完備されたサービスを提供する。
Acer AI Cloudと Googleは共同でスタートアップチームの指導にリソースを
投入し，ビジネスモデルがうまく軌道に乗り国際展開するのを加速する。

（出所）ウェブサイト（https://www.yawan-startup.tw/cp.aspx?n=1555　2023年 11月 27日閲覧）の説明を引用し意訳した。
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プとつながりがあるという（yawan-2023）。
　面談調査（2023年 3月 7日実施）によれば，入居するスタートアップの出身地は，南部が
45％，中・北部が 55％である。北部には林口新創園があるのに何故中・北部のチームがわざわざ
亜灣新創園に来るのかと問うたところ，「方向性が違う。亜灣新創園は，従来型産業や国営事業と
の連携がある。また国際連携でも，林口新創園は主に米国・欧州にフォーカスしているのに対し
て，亜灣新創園はアジア，特に日本や東南アジアにフォーカスしている。もし林口のチームが，
米国・欧州以外にアジアでもビジネスしたいなら，亜灣への入居を希望するかもしれない」との
ことであった（yawan-2023）。
　スタートアップとして入居するには次の 3つのルートがある。①直接，亜灣新創園の管理局に
申請する。②亜灣新創園に入居しているアクセラレータに選抜される。③上述のクラウド・プラッ
トフォーム企業（Amazon，Microsoft，Google）の推薦を受ける（yawan-2023）。
　スタートアップが，例えば，既に台北で会社登記している場合，高雄にオフィスを設ける形で入居
申請もできる。高雄での会社登記が奨励されるものの，必須ではない。ただし，人員を派遣し実際に
入居する必要がある。同様に，他のスタートアップ基地あるいは育成機関に既に入居しているスター
トアップでも，そこから退出しないまま亜灣新創園に入居申請できる。ただし，人員を派遣し実際に
入居する必要がある。スタートアップの入居期限は原則 2年間で，さらに 1年間の延長を申請できる
（延長は 1回のみ）（https://www.yawan-startup.tw/News_Toggle.aspx?n=1481&sms=11476　2023
年 11月 27日閲覧）。アクセラレータの選抜により入居したスタートアップは，基本的に当該アク
セラレータ・プログラムの期間（通常 3ヵ月～半年程度）終了に伴い退出する。ただし，そのス
タートアップが更なるリソースや支援を必要とする場合，亜灣新創園での入居を上述の期限内（原
則 2年＋延長 1年で最長 3年間。アクセラレータ・プログラム期間もこれに含まれる）で延長す
るよう申請できる（yawan-2023）。
　スタートアップが入居するに際して供与される補助金には次の 2種類がある。①アクセラレー
タ選抜スタートアップについては，アクセラレータに対する補助金という形で支援がある。②直
接，亜灣新創園の管理局に入居申請した場合は，審査に合格するとオフィスあるいはコワーキン
グスペース賃借料の優遇がある（yawan-2023）。
　なお，面談調査で，亜灣新創園に入居しているスタートアップの間でコミュニティが形成され
ているかどうかについて問うたところ，LINEを使用したバーチャルなコミュニティが存在すると
のことであった。加えて，園区の管理局は，一方で園区内のスタートアップ間の協力を期待して，
他方で外部団体との協力促進のため，リアルの交流活動を開催しているという（yawan-2023）。

（2）アクセラレータ
　亜灣新創園に入居しているアクセラレータ注 21）は，2022年は 7社，2023年は 3社である。加

注 21） アクセラレータとは，近年注目を浴びるようになったスタートアップの育成・支援の新たな手法を実施する団体で
ある。一般に広範なメンター・投資家・専門家・協力企業のネットワークを背景に，定期的に選抜された複数の起
業家チームに対して 3ヵ月～半年程度の短期集中型育成プログラムを実施する。これを通してより市場ニーズに合っ
た完成度の高いビジネスモデルへと迅速に磨き上げ成長を加速する仕組みである。アクセラレータの定義や特徴に
ついての詳細な英語文献サーベイは，田代・岸本（2021）を参照せよ。
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えて，上述の様に 3大クラウド・プラットフォーム企業（Amazon，Microsoft，Google）のスター
トアップ支援プログラムもアクセラレータとみなすことができる。アクセラレータの入居申請や
評価については，經濟部中小企業處が立ち上げた審査委員会で審査される（yawan-2023）。
　アクセラレータの入居期限は原則 3年で，さらに 1年間の延長を申請できる（延長は 1回のみ）
ことになっている（https://www.yawan-startup.tw/News_Toggle.aspx?n=1481&sms=11476　2023
年 11月 25日閲覧）。ただし，毎年，KPI（Key Performance Indicator）の達成率についてチェッ
クされ，期末審査で成績不良だと補助金を減額され，さらに翌年のプログラム継続の申請で却下
される。こうしたチェックは年度の途中でもなされており（期中審査），運営改善のための提案が
なされる（yawan-2023）。
　仮にアクセラレータの成績が良好でも，入居期限（原則 3年＋ 1年延期可）が来たら退去しな
ければならない。面談調査でその理由を尋ねたところ，継続的に新たなアクセラレータが入って
きて異なるプログラムを提供し，またアクセラレータ間でも交流の機会があることを期待してい
るからだという。加えて，「林口新創園と亜灣新創園では，入居しているアクセラレータも異なる。
もし亜灣のアクセラレータが好成績なら，将来林口に行く機会もある。逆に林口のアクセラレー
タが優良なら，期限満了後に亜灣に来て入居してもよい」とのことであった（yawan-2023）。
　スタートアップと大企業・投資家などとのマッチングについては，各アクセラレータが行うの
が 1つのやり方である。加えて，亜灣新創園管理局が行うこともある。例えば，みずほ銀行が投
資対象を探しに来たとき，管理局がマッチングした。エンジェル投資家あるいは台湾の投資銀行
が投資先を探しに来たときも，管理局が手助けする（yawan-2023）。

（3）戦略的パートナー
　亜灣新創園の戦略的パートナー（策略合作夥伴）として，ウェブサイト（https://www.yawan-
startup.tw/News_Photo.aspx?n=1541&sms=11525　2023年 11月 25日閲覧）には，表 3に示され
るような 17の企業・団体が掲載されている（一部のみ）。スタートアップとの協力による DXお
よびイノベーション促進を希望する企業に加え，スタートアップ支援事業に従事する団体も含ま
れている。
　筆者が亜灣新創園訪問時（2023年 2月 9日）に入手した資料によれば，亜灣新創園の戦略的
パートナーは 40社である（Startup Terrace Kaohsiung，2023）。その内訳は，台湾南部地域の中
堅・大企業が主である。協力の方法は，次の 3つである。①スタートアップがパートナー企業の
サプライチェーンに入る。②パートナー企業のビジネスモデルあるいは製造上の DXに際して，
スタートアップがそれを助ける。③パートナー企業が，自社が直面する問題を踏まえて課題を出
題し，スタートアップがその解決策を提案する（yawan-2023）。
　亜灣新創園の戦略的パートナーとなるために企業は会費を支払う必要はないが，スタートアッ
プとの協力に要する資金・資源は企業側が負担する注 22）。協力方法の③は上述の「Greentech 
Startup Challenge Contest」と類似の仕組みだが，コンテストの賞金は政府が支出したのに対して，

注 22） 面談調査で，パートナー企業が支出する資金額について問うたところ，「我々の調査によれば，昨年（2022年）一
部の企業は，単独でおよそ 500万台湾元以上の資金投入をしている」とのことであった（yawan-2023）。
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表 3　亜灣新創園の戦略的パートナー（一部）
企業名 主な事業内容

佳世達科技（Qisda）
IT，医療事業，スマートソリューション，ネットワーク通信
領域に跨る世界的なテクノロジー・グループ。傘下に 2つの
大型総合病院を擁する

TSUCREA
創業支援サービス事業，クリエイターを支援するクリエイティ
ブ創造事業，日本への進出支援

酷碼科技（Cooler Master）
PC関連ハードウェア（冷却システム，ケース，電源供給器等）
メーカー

聚陽實業（Makalot Industrial） 織物・衣服メーカー，WIIMブランド
數位時代 -創業小聚 
（Meet Startup by Business Next Media）

創業コミュニティ活動

高雄雲端聯合創新中心 
（Kaohsiung AWS Cloud Joint Innovation 
Center）

AWSのスタートアップ育成，DX人材育成，企業 DX・オー
プンイノベーション支援

微軟新創加速器 
（Microsoft for Startups）

Microsoft のアクセラレータ

國立中山大學南區促進産業發展研究中心
（Southern Taiwan Industry Promotion 
Center）

中山大學付属の研究センター。公的私的機関より委託を受け，
南部地域の産業発展推進の任務を執行

雲高科技（Dynamic Computing 
Technology）

鴻海グループの子会社。クラウドシステム統合，クラウドサー
ビス，データセンターのサービス提供

宏碁智雲資訊（Acer AI Cloud） Acerグループの子会社。企業へのクラウドサービス提供

創夢市集 
（DIT Incubator & Venture Management）

娯楽生活分野のスタートアップを対象に，20社超の著名企業
の資源を統合し，早期資金投資および企業とスタートアップ
の協力促進を行う

盛宇創新 
（Rainmaking Innovation Taiwan）

企業の戦略転換とスタートアップの成長加速を支援する。英
国に本部，世界各地にオフィスを有する

KK Fund
アーリーステージの東南アジア・ビジネスにフォーカスした
VC

若水數位評價
「若水新創推進器」を運営。VCと財務分析専門家のチームに
より，スタートアップに長期間（最低 2年）の包括的サービ
スを提供する

邁達特數位 明基佳世達グループ傘下の ICTソリューション・プロバイダー

全家便利商店（FamilyMart）
コンビニエンスストアーへの新技術応用，新式小売り業，新
式チェーン店経営モデルを模索

LINE 新星計劃 LINEをプラットフォームとする新ビジネス開発
（出所） ウェブサイト（https://www.yawan-startup.tw/News_Photo.aspx?n=1541&sms=11525　2023年 11月 25日閲覧）

に基づき作成。
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ここでの協力に要する資金はパートナー企業から提供される点が異なる。この他，企業が新ビジ
ネスチャンスを掴んだとき，人材が十分でないため，スタートアップ・チームを招き共同で行う
という形の協力もあるという（yawan-2023）。

6. まとめ

　これまでの解説を整理・要約し，近年の高雄市における産業革新のストーリーを体系的に図示
したものが図 5である。既に述べたことと重複するが，ここで一通り説明する。図中の矢印は，
四角の枠で囲ったストーリーの構成要素の間に因果関係，あるいは機能的なつながりがあること
を示唆している。先ず，高雄市の現状の土台には「高雄の重化学工業都市としての発展の歴史」
が分厚く横たわっている。かつて高雄の繁栄を支えた重厚長大型産業も，近年では環境汚染の元
凶ともなり，「産業構造の転換，企業の DX推進，環境汚染対策の必要性」が叫ばれていた。これ
に対して，高雄も近年まで手をこまねいていたわけではなく，第 2節で言及したように，産業構
造転換の努力は以前からなされていた。図中の「高雄における取り組み」の中で，「電子・半導体，
バイオ医療器材，ソフトウェア等のハイテク産業の一定の発展（南科・高雄園区，楠梓輸出加工
区，高雄ソフトウェア園区等に集積）」とあるのがこれである。これを背景に，近年高雄市におい
て，半導体をはじめとするハイテク・新興産業分野で園区・工業区の開設・拡張が進んでいる。
図中では「近年の園区・工業区の開発の促進（南科・橋頭園区，楠梓産業園区，仁武産業園区，
循環技術・材料創新研究開発専門園区，和発産業園区等）」と記されている。
　この流れの先に，国内最大の 5G AIoT実証実験エリアとして，中央政府諸官庁と高雄市政府と
の共同で亜灣 5G AIoT創新園区が設立され，またそのエリア内に国際スタートアップ基地として
亜灣新創園が開設された。図中の「亜灣 5G AIoT創新園区／亜灣新創園開設（2021年）」である。
これにつながる，もしくは深く関係する政策として「スマートシティ推進」および「亜洲新灣区
再開発計画（2011年～）」がある。また「高雄市のスタートアップ基地建設（KO-IN智高點，
DAKUO等）」の取り組みも，亜灣新創園がその一部であることから，密接に関係しているとみな
される。そのためこれらの要素から矢印が伸びている。
　ところで図中では，「電子・半導体，バイオ医療器材，ソフトウェア等のハイテク産業の一定の
発展…」，「近年の園区・工業区の開発の促進…」そして「亜灣 5G AIoT創新園区／亜灣新創園開
設（2021年）」の各々の間は，双方向矢印でつながっている。これは，これら新旧あるいは産業
別の園区・工業区の開設・拡張が，相互に支え補いあるいは役割分担していることを示唆してい
る。全体として，「当面の目標」の中の「南台湾ハイテク（半導体）S字型回廊形成」につながっ
ている。なかでも「亜灣 5G AIoT創新園区／亜灣新創園開設（2021年）」は，「当面の目標」の他
の 2つのもの，すなわち「5G，AIoT，デジタル技術の発展・応用をリード，従来型産業の DX推
進」と「スタートアップ支援と国際連携促進」にも直結しており，「高雄における取り組み」の中
でも，特に影響力の大きい打ち手である。本稿でも詳しく解説した。
　「当面の目標」のうち下の 2つ，「5G，AIoT，デジタル技術の発展・応用をリード，従来型産業
の DX推進」と「スタートアップ支援と国際連携促進」については，前者の重要な担い手の 1つ
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がスタートアップであり，デジタル技術の発展・応用の成果は国際市場展開を目指していること
から言って，事実上一体化しているとみなされる。図中でも 2つの要素は密着させている。これ
と「南台湾ハイテク（半導体）S字型回廊形成」の間にも，次のような関連があるので，図中で
は双方向の矢印でつながっている。① 5G，AIoT，デジタル技術の発展・応用により，S字型回廊
上に位置する企業の製品や経営に革新がもたらされる可能性がある。②それは 5G，AIoT，デジ
タル技術の担い手であるスタートアップにとってもビジネスチャンス拡大につながる。③ 5G，
AIoT，デジタル技術の普及のためには大量の半導体チップやセンサー等の部品およびそれを組み
込んだ機器が必要であり，その設計開発・製造を S字型回廊上の企業が担うと期待される。
　図 5の上部には，「高雄における取り組み」に影響した「国内外の政治経済的環境変化」として，
「近年の国際環境の変化：デジタル技術の発展，ゼロエミッション政策，米中対立による地政学的
変動」および「中央政府による南北の均衡発展重視：大南方計畫（2019年～）」が記されている。
そして，この環境変化は，「国内外ハイテク企業と創業・専門人材の高雄への進出・流入」を促し，
これがさらに高雄市の産業革新の「当面の目標」にも資するという形で影響を与えている。むろ
ん，企業と人材の流入は，「高雄における取り組み」の結果でもあるので，ここも矢印でつながっ
ている。
　「当面の目標」は，それを踏まえさらに努力を重ねることで，「長期的なゴール」，つまり「✱ 重
化学工業の街からスマート・サステナブルシティへの転換／✱ 新産業の成長（半導体，EV関連，
スマートインフラ等）／✱ 南台湾の国際的創業エコシステムの構築」の実現に向かっていくとい
うのが，筆者が理解した高雄市における産業革新のストーリーの流れである。
　期待通りのゴールに行き着くかどうかは当分の間観察する必要がある。もし，高雄市の取り組
みが成功するとすれば，先ず高雄市において産業構造転換の取り組み，インフラ建設や生活基盤
改善への努力を以前から地道に続けていたこと，これを近年の新たな科学技術（5G，AIoT）の勃
興，中央政府の政策，グローバルな地政学的変動などの環境変化が後押しする形となったこと，
そして地元の産業資源を活かし従来型企業とスタートアップとの連携によりWin-Winの関係構築
を目指したこと（つまり，前者は DXを進め，後者はビジネスチャンスを得る），こうして全体と
して合理的でまとまりのよい戦略ストーリーが描けていることが理由であろう。
　最後にこれを踏まえ，今後さらに観察・研究すべき課題をあげよう。第 1に，亜灣 5G AIoT創
新園区の推進は，地方政府と中央政府諸部局を巻き込んだ，かなり大規模で複雑な取り組みであ
るが，これを無駄なく効果的に実施するにはどのような調整の仕組みが必要かということである。
　第 2に，従来型産業の企業とスタートアップとの連携によるWin-Winの関係構築は，うまくい
けば，後発性・過去の発展史の重荷を逆手に取り，一気に 5G AIoT活用の最前線に躍り出ること
につながる秘策とも言えるが，これが成功する条件は何であるかということ。
　第 3に，スタートアップ基地としての亜灣新創園（Startup Terrace Kaohsiung）は，複数のアク
セラレータを入居させそのプログラムを並立実施させるのに加えて（しかも，アクセラレータを 1
～数年ごとに入れ替え），管理局も独自チャネルで支援サービスを提供し，いわばアクセラレータ
とインキュベータを兼ね合わせたような形である。また多数の戦略的パートナーを擁しており，
さらには支援対象のスタートアップやパートナー企業も国内に限らず海外アクターの誘致をも当
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初から視野に入れている点で，とりわけ特徴的なものとなっている。こうした手法は，既に新北
市の林口新創園で試行したものを取り入れたものであろう。これが長期的に見て有効かどうかは，
今後も観察を要する。
　第 4に，これまで台湾のスタートアップ関連活動は，台北市近隣の北部地域を中心に発展して
きたものである（岸本，2021c）。高雄市の取り組みは，この偏りを是正し，「南台湾の国際的創業
エコシステムの構築」を目指す野心的なものである（kaohsiung-2023）。ただし，見様によっては，
無制限にあるはずもない創業リソース（創業者人材，アイデア，支援のためのリソース）を分散
させることでもあり，真に長期的な発展につながるのかどうかに関心が持たれる。
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要旨
　人口減少が深刻化しつつある社会では，外国人の受入れは労働力の不足，消費者の減少，
税・社会保障の担い手の減少等への解決策の 1つと期待されている。外国人が安心して生活・
仕事できるようにするためには，彼らの社会への適応状況とそのメカニズムを解明すること
が喫緊の課題である。先行研究では，外国人の受入れ社会への適応メカニズムを「描き込む」
ことに焦点を当てており，それは「問題解決」を出発点としたものではない。本研究は，人
口減少に直面している地方都市北九州市を例として，外国人が安心して受入れ社会で生活で
きるような「適応」とそのメカニズムに注目したい。そこで，外国人としての「不愉快な経
験の有無」と「都市の暮らしやすさ」を適応の指標として，その影響要因を分析した。分析
の結果，住居や仕事，人間関係（コミュニケーション），偏見・差別の悩みが外国人の適応に
マイナスに影響していることが見出された。また，居住期間は適応とUカーブの関係にある
ことが示された。研究結果から，外国人多文化共生についての政策提言を行った。

1. はじめに

　日本では，人口減少が深刻化する一方，外国人の受入れによって労働力の不足，消費者の減少，
税・社会保障の担い手の減少等重大な問題が解決または緩和されると期待されている。移民自身
の「受け入れ社会に包摂されているという意識」が，受入れ社会への積極的な参加を促し，長期
的には社会全体に変容をもたらすと位置づけられている（永吉，2020）。外国人が来日後，居住都
市でいかに生活・仕事しているのか，つまり，適応しているのか，は彼らの能力を充分に発揮で
きるかにもかかわっている。外国人の適応を促し，彼らにとって安心して生活・仕事できる環境
を整備することは都市の将来の競争力と活力につながる。地方都市における経済社会の活性化を
図るための施策の策定には，外国人市民の適応状況とそのメカニズムを解明することが喫緊の課
題となっている。
　北九州市は典型的な人口減少都市であり，外国人の受入れによりそれが多少緩和されている事
例でもある。北九州市には，2022年末時点で 1万 4,296人の外国人市民が在住している。近年は
「特別永住者」以外のニューカマーの年間増加率は国平均よりも高いというトレンドが示されてい

【所員論考】

外国人の受入れ社会への適応度に対する影響要因：
北九州市を例として

アジア成長研究所上級研究員　彭　雪
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る。したがって北九州市は，外国人の日本における適応状況を研究する地域として代表性がある
といえる。
　先行研究では，外国人の受入れ社会への適応メカニズムを「描き出す」ことに焦点を当ててお
り，それは「問題解決」を目指したものではない。適応への影響要因について，個人属性や心理
的要因，言語能力，居住期間，人間関係，制度環境などの影響要因が挙げられたものの，外国人
が直面する悩みごとや困難を要因とした分析がまだ不十分である。また，人口減少地域に対象を
絞った研究も不足している。
　そのため，本研究は「北九州地域における多文化共生の現状調査」のデータを用いて実証分析
を行う。外国人の定住化を促す適応の指標として，外国人としての不愉快な経験の有無と居住都
市（すなわち，北九州市）で感じた暮らしやすさを被説明変数にし，各種の悩みごとを説明変数
にする。分析結果に基づいて，地方都市の多文化共生施策の見直しに若干の政策提言を行う。

2. 北九州における外国人受入れの現状と特徴

2.1　外国人の受入れによる人口減少の緩和効果

　2022年 12月末時点で，北九州市の外国人人口は 1万 4,296人である。2006年の 1万 1,249人
から計算すれば，年間平均 1.51％の増加率で推移している。同時期の外国人口の総人口に占める
割合も 1.14％から 1.55％に伸びており注 1），日本全体の同割合（2006年の 1.56％から 2022年の
2.46％注 2）に）より低いものの，北九州市の総人口が 2006年の 99万 609人（北九州市，n.d.a）
から 2022年の 92万 3,342人（北九州市，n.d.b）に減少しているなか，外国人の流入は人口減少
を緩和する効果を示している（図 1）。

2.2　国籍・地域の構成の東南アジアへのシフト

　国籍・地域から見ると，2022年 3月末時点で北九州市には 93の国籍・地域の出身者が住んで
おり，多様化が特徴として表れている。上位 5つの国籍・地域別の人数は，韓国・朝鮮籍が
38.6%，中国（台湾を含む）籍が 20.3%，ベトナム籍が 19.8%，フィリピン籍が 5.1%，そしてネ
パール籍が 5.0%の割合を占めている注 3）。北九州市が多様な文化や価値観等を有する人々を受入
れ，国際交流が活発に進んでいることが示されている。
　国籍・地域の推移（図 2）が示すように，人数が最も多い韓国・朝鮮籍が減少しつつある。2番

注 1） 北九州の外国人人口は北九州市より提供いただいた。データの時点は各年度 12月末現在である。北九州市の 2006
年の総人口は 12月 1日時点での推計人口（北九州市，n.d.a）；2022年の総人口は 12月 1日時点での推計人口（北
九州市，n.d.b）である。

注 2） 日本の外国人人口は在留外国人数により算出した。2022年の在留外国人数は 12月末の数値である。2006年の在留
外国人数も 12月末の数値であり，当時の外国登録者数から「短期滞在」，「未取得」，「一時庇護」，「その他」の者を
除いた数値を使っている（出入国在留管理庁，各年度）。

注 3） 北九州市提供のデータをもとに整理・算出，2022年 3月末現在。
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目に多い中国籍は横ばい状態を維持している。その他の国籍・地域の外国人の数は 2015年から著
しく増加している。特にベトナム籍の増加が著しく，2012年の 288人から 2022年の 2,833人と
9.84倍まで増えた（出入国在留管理庁，各年度）。この増加は，同時期の外国人口増加数（3,124

図 1　北九州市における外国人人口と総人口に占める割合の推移

図 2　北九州市における国籍・地域別の外国人人口の推移
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（出所）北九州市が提供したデータをもとに整理・作成，各年度 12月末現在。

（注）「中国」のデータは「台湾」を含む。
（出所）出入国在留管理庁（各年度）をもとに整理・作成，各年度 12月末現在。
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人）の 81.5%を占めている。これまでの，東アジアを中心とした外国人国籍・地域の構成が徐々
に東南アジアにシフトしているトレンドがわかる。

2.3　ニューカマーの速いペースでの増加

　北九州市の外国人の大きな特徴の 1つは，「特別永住者」が多いことである。戦前期には朝鮮半
島からの主な渡航手段であった関釡連絡船が釡山と下関を結んでおり，多数の朝鮮人労働者が，
隣接する北九州工業地帯と筑豊炭田に流入したからである（湯田，1999）。しかし，近年では「特
別永住者」の減少が進行し，「特別永住者」を除いたニューカマーが増加している。ニューカマー
は 2006年には 4,951人で，外国人総人口の 44.04％を占めていたが，2022年には 1万 180人に
増加し，外国人人口の 71.21％を占めるまでに伸びた。年間平均増加率は 4.61％である（図 3）。
同時期に，日本全体の外国人の中で，ニューカマーの割合が 77.73％から 90.60％に増加しており，
人数の年間平均増加率は 3.75％となっている。北九州市のニューカマーの割合は日本全体ほど高
くはないが，より速いスビードで増加しているのが特徴である。
　ニューカマーのうち注 4），上位の在留資格に基づく人数を見ると，「永住者」・「家族滞在」・「技
術・人文知識・国際業務」・「特定技能」の数はコロナ禍にもかかわらず，右肩上がりで増加して
いる。特に 2019年 4月に日本の企業の人手不足を補うために新設された在留資格「特定技能」の

注 4） 北九州市提供のデータをもとに整理・算出，2022年 3月末現在。

図 3　北九州市における特別永住者・ニューカマーの人口と外国人総人口に占める割合の推移
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人数は，コロナの影響がある中でも増加が著しい。一方，「留学」・「技能実習」には大きな変動が
あり，特にコロナの影響で 2020年及び 2021年に一時的な低下が見られたが，2022年 3月の入国
制限の緩和後に回復の傾向が見られるようになった。
　国籍・地域別で現在の外国人の在留資格の内訳を見ると注 5），韓国・朝鮮籍は特別永住者が主で
あり，全体の 88.5％を占めている。ベトナム籍は主に就労と留学に関わっている。中国（台湾を
含む）籍は永住者が主であるが，留学や家族滞在，就労に関する在留資格人数も少なくない。フィ
リピン籍は永住者や定住者，日本人の配偶者などの身分に基づいて日本に滞在している一方，技
能実習として就労している人も多い。ネパール籍は留学生が多いのが特徴であるが，その他の家
族滞在と就労に関する在留資格も幅広く存在している。

3. 文献レビュー

3.1　外国人の受入れ社会への適応度に及ぼす影響要因

　先行研究は社会学・心理学・教育学・経営学等から，異文化適応の種類，適応プロセスのパター
ン，適応力の測定などに関するものが多く存在しており，適応に影響する要因を取り扱ったもの
も少なくない。これらの研究はそれぞれ異なる要因に注目しており，コンセンサスまでには至っ
ていない。提示された仮設は概ね①適応説，②予定説，③制度環境説の 3種類に分類することが
できる。
　第 1の適応説は，外国人が受入れ社会の生活やホスト国の人々の接触によって，自身の能力や
態度や社会経済的地位等が変化し，その適応状況も変わっていくことを言う。居住期間や言語，
人間関係，人的資本等の要因が挙げられている。

（1）居住期間
　時間が経つにつれ，外国人の受入れ社会での適応度が高まるのが一般的である。例えば，佐々
木・水野（2000）の縦断的分析は，学習・日本文化・住居と経済の 3領域において，時間の経過
が適応に影響を及ぼしていることが指摘されている。
　適応と時間との関係を詳しく見てみると，入国直後の数年間は一方向で適応度が高まるわけで
もない。Lysgaard（1955）はノルウェーからフルブライト奨学金で米国に研究者として滞在し，
帰国した 200人を対象に面接調査し，異文化適応と時間の関係についての「Uカーブ理論」を提
唱した。それは滞在初期の適応（入国当初は新生活への興奮や新鮮感を持っているため，適応度
が良い）→その後の不適応（仕事や日常生活における困難に直面することにより，適応度が下が
る」→滞在 1年半が過ぎたあたりでの適応（受入れ社会の仕組みや文化を次第に理解していくこ
とで，再び適応度が上昇する）という変化のモデルである。
　その後，居住期間とより明確的な適応の関係について分析したものとして，外国人の労働市場

注 5） 北九州市提供のデータをもとに整理・算出，2022年 3月末現在。
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などへの統合程度に関する研究が挙げられる。それらの研究では，居住期間が適応を促進すると
見なされている。Goldlust and Richmond（1974）の 3,218名のトロントに居住している外国人を
対象とする研究では，居住期間が彼らの経済・文化・社会・満足度とアイデンティティなどの各
側面にプラスの影響を与えているとの結果が報告されている。是川（2018）の研究によると，在
日中国人，在日ブラジル人の男性は，日本に入国した直後には日本人男性より低い職業的地位に
あるものの，日本での居住期間の長期化により，その地位は日本人と同程度まで上昇することが
明らかになった。

（2）言語の熟練程度
　日常コミュニケーションの媒体として，外国人の語学レベルは受入れ国への社会的統合の過程
において，重要な役割を果たしている（Esser，2006）。Hammer（2017）は，英国在住のポーラ
ンド語を母国語とする 149名の高学歴者を対象にした研究で，彼らの異文化適応程度が第二言語
である英語の熟練程度に強く関連していると報告している。日本の留学生に対する研究において
も，外国語能力の高低が，外国人の異文化適応の総合指標に影響を与えるという結果が見出され
た（湯，2004）。張（2023）の 3名の在日中国人を研究対象とする質的分析は，居住年数が直接
適応に影響するのでなく，「間接的に」適応プロセスに影響を与えると主張している。滞在期間が
長くなることによって外国人自身の言語能力の向上，外国人が接触した日本人人数の増加がもた
らされたからである。

（3）人間関係
　Kleinburg and Hull（1979）は 124ヵ国・地域の出身で，11ヵ国・地域を留学先とする 2,356名
の留学生を研究対象として，受入れ社会の人々との付き合いが多い人は，留学生活に対する満足
度が高まると指摘している。また，異文化での友情形成が留学生の満足度を高めることも報告さ
れている（Rivers and Fontaine, 1979）。その研究対象は米国の大学に入学した 54名の黒人の留学
生であり，彼らと白人の友情形成に着目している。
　母国の人たちとのソーシャルネットワークの重要性を示唆する研究も多い。Goldlust and 
Richmond（1974）は，カナダトロントの外国人について，同市に居住している親戚とのインタラ
クションの頻度が高いほど，彼らの適応の程度が高いと指摘している。日本の留学生に関する研
究として高井（1994）は，留学生の人間関係の適応に対するサポートの供給源は初期の同国出身
者から受入れ国の人々へ移行することを見出した。
　いずれにせよ，ソーシャルネットワークが外国人の受入れ社会への適応に重要な影響要因であ
ることが認識されている。

（4）偏見・差別
　偏見・差別は，Berry and Sam（1997）の異文化受容と適応（acculturation and adaption）の要
因のフレームワークに挙げられている。Goldlust and Richmond（1974）は，カナダに居住している
外国人の感じた個人または民族への偏見・差別が少ないほど，外国人の適応状況がよくなっている
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と報告している。偏見・差別は基本的に適応度を損なうと理解することができ，反対に，外国人の
受入れ国に対する良好なイメージは適応へのプラスの影響要因として挙げられている（葛，2007）。

（5）人的資本
　他に，学歴や就労経験等の人的資本も労働市場への社会的統合という側面から適応に有意な影
響があると示唆されている（Goldlust and Richmond，1974；竹ノ下，2004，2005；是川，2012，
2015，2018）。外国人の海外で蓄積した人的資本が受入れ社会で評価される可能性（「国際的な移
転可能性（international skill transferability）」）が低いほど，居住期間の長期化に伴う適応度の上
昇幅が大きい。これは外国人が来日後に人的資本への再投資を行った結果だと推測されている（是
川，2018）。

　第 2の予定説は，外国人の適応度は受入れ社会へ移入する前に存在した要因に規定されていると
主張する。よく強調されている属性は出身国・地域（Goldlust and Richmond，1974；Kleinburg 
and Hull，1979；岩男・萩原，1977a）や希望（Berry and Sam，1997；Black，Mendenhall and 
Oddou，1991），パーソナリティ，性別（Berry and Sam，1997）などである。それらの属性は外国
人が受入れ社会に到着しても変えることが難しく，結果的に適応度が大体事前に決定されているこ
とを意味する。また，年齢，知識，健康（Berry and Sam, 1997）等入国後も変わる属性もあるが，
その属性の入国前の影響も無視できない。
　第 3の制度環境説は個人に関する要因のみならず，制度や環境等個人の意志によって左右でき
ないことにも影響されているとする考え方である。欧米の移民研究では，外国人労働者の経済的
達成の側面での適応を解釈するにあたって，従来の人的資本等の要因のみならず，受入れ社会の
制度的・構造的な要因も視野に入れた（Alba and Nee，2003）。日本の研究では，日本型人事制度
の影響が特に強調された（大湾・佐藤，2017；是川，2018）。また，受入れ社会におけるソーシャ
ル・サポートと外国人の精神的健康の間に正の相関関係も見いだされている。例えば，在日中国
人留学生で，日本人教授によるサポートが多い人ほど，総合満足度がより高いと報告されている
（Jou and Fukada，1995）。日本の社会保障制度の適用によって，外国人の経済的困難の軽減や地
域活動への参加等が促進され，結果的に日本との社会関係が構築されてゆく，というメカニズム
も明らかにされた（二階堂，2004）。

3.2　外国人の受入れ社会への適応度の測定方法

　先行研究では，外国人の受入れ社会や異文化への適応度を反映するために使う指標が研究者の
数と同じくらいバラついていると指摘されている（田中他，1991）。まず，満足度（Rivers and 
Fontaine，1979）や適応感という指標が多く使われているが，Furnham and Bochne（1986）は，
適応感・満足度の定義の曖昧さなどの点から不十分であると指摘している。その代わりに，外国
人の心身の健康（スコット，1989），ストレスの高さ（モイヤー，1987）などより絞った範囲で
外国人の適応度を測る指標も挙げられている。
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　また，代理指標を使って適応を示す研究も数多くある。たとえば，留学生の日本人に対するイ
メージや日本に対する態度が適応と同一視されている（岩男・萩原，1977b，1978，1979，1987，
1988 a，1988b）。葛（2007）は中国人留学生の対日イメージ尺度と適応尺度の相関関係を検討し
た結果，日本人の親和性への評価が高い留学生ほど，対日感情がポジティブで，対人関係がうま
くいっていたと報告している。しかし，外国人の受入れ社会に対するイメージとその変化を適応
の指標とすることが妥当であるかが問題であるという指摘もある（田中他，1991）。他に，岩男・
萩原（1977a）は期待と現実のギャップの測定を通じて，日本滞在中のアジア系学生と欧米系学生
の適応度を比較した。
　多数の側面の状況を評価して，複合的な適応指標を作る研究も少なくない。例えば，田中他
（1991）は在日留学生を対象として，対人的志向性，ソーシャル・サポート，ストレス，ストレス
への対処行動，孤独感，心身的健康，ソーシャル・スキル等を挙げて，主因子法で複合の適応指
標を作った。ほかに，高井（1988）は 9因子，上原（1988）は 7因子，ヒックス（1988）は 6因
子で複合的な適応指標を作るなどの研究も挙げられる。
　上述のような指標は被調査者が自己評価で点数をつけるやり方が主になっているが，その点数
は個人や属性（例えば，出身国・地域，文化圏）により幅が異なり，横断して比較しにくい可能
性が高い。そこで，より客観性のある方法や指標で適応度を反映する研究が求められた。Goldlust 
and Richmond（1974）は満足，アイデンティー，英語能力等自己採点の指標を使いながら，収入
や（社会組織への参加の有無や頻度・深さ，例えばオフィスの有無で構成された）社会参加指数，
親戚との連絡頻度等の客観性のある指標も，外国人の適応を反映する被説明変数として使ってい
る。張（2023）は，適応プロセスを認識と行動を経て「現状維持」に至るまでのプロセスとみな
しており，「現状維持」という状態を適応と見なしている。また，社会的統合状況を適応度と見な
す研究も盛んである。例えば，竹ノ下（2004，2005）は日系ブラジル人と在日中国人の経済収入
に着目した。是川（2018）は在日中国人と在日ブラジル人の男性の職業的地位達成（管理的職業
または専門的・技術的職業等の上層ホワイトカラー就業）に注目して，その確率を日本人男性と
比較して外国人の適応度と見なしている。
　適応の測定指標が多様化しており，そのバラつきは研究間での結果の一貫性の無さの原因の 1
つであると指摘されている（高井，1989）。

3.3　先行研究の不足と本研究の目的

　3.1節と 3.2節に示されたように，先行研究は主に外国人の受入れ社会への適応メカニズムを
「描き出す」ことに焦点を当てており，それは「（外国人の生活に直面する）問題の解決」を目指
したものではない。そのため，適応の影響要因としては個人属性や制度環境などが注目を集めて
おり，住宅や子育て，仕事等生活の諸側面は被説明変数の構成要素になるか，無視されているの
が一般である。そこで，本研究は外国人が安心して受入れ社会で生活できるかどうかという視点
からの「適応」を議論したい。また，人口減少が深刻化する地方都市も，管見の限り，あまり外
国人適応の研究対象地域にされていない。本研究は北九州市を対象地域として，人口減少に直面
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している地方都市で外国人の定住化を促すための適応に注目したい。
　そこで，本研究は以下の 2つの適応指標を取り入れた。ネガティブな視点として「不愉快な経
験の有無」と，ポジティブな視点として「都市の暮らしやすさ」である。まず不愉快な経験の有
無に関する質問は，あるか否かの質問であるため，度合いを点数化する質問より主観性を控えた
指標になると考える。次に，「都市の暮らしやすさ」という主観的な評価を測る指標を使っている
が，外国人であることをことさらに意識させる設問に比べ，より客観的に外国人の適応度を反映
したものとなると考えられる。
　また，本研究は適応の影響要因について，外国人の日常生活にある悩みごとに着目したい。在
日外国人の日常生活・仕事の問題や悩みごとはよく調査研究の対象テーマとされている。例えば，
外国人の生活実態を解明するために，出入国在留管理庁は 2020年度から毎年調査を行ってきた
（出入国在留管理庁，2020～2022）。この調査は，外国人の仕事，子育て・教育，医療，住宅，災
害・非常時の対応，情報の入手，社会保険，交流，日本語学習，社会参加などについて調べてい
る。そのほか，地方行政機関や社会団体が行った調査も数多くある（例えば，川崎市，2019；名
古屋市，2020；東京都大田区，2023；JICA，2021）。これらの調査は通常外国人市民の生活の困
難や悩みごとについて質問している。そして，アンケート票の回答を集計して，それぞれの悩み
ごとを選択する被回答者の人数や割合を比較するのが一般的なやり方である。しかし，各々の側
面に関する外国人の適応度への影響を明らかにする実証研究はまだ少ない。つまり，人々の生活
に仕事・住宅・人間関係の諸側面の悩みごとがある中で，総合的な判断に際して，どの側面が特
に問題になっているかに関する研究が少ない。具体的な困難に焦点を当てた実証分析が外国人の
受入れ社会における中心的な課題を明らかにし，外国人多文化共生施策の優先順位を決める際に
有益であると考えられる。
　そのため，適応の影響要因として，個人属性や居住年数，言語能力等の状況を統制した上で，
日常の各種の悩みごとのダミー変数を説明変数として分析モデルに投入した。「悩みごと」も適応
の表現の一種だという見方もあるかもしれないが，最終的な定住化のような適応と異なる身近な
出来事であり，またその有無を客観性を持って判断できるので，それらのダミー変数をモデルの
説明変数として使うのが妥当だと考えられる。
　まとめると，本研究は北九州市に在住している外国人を対象に，彼らの「外国人としての不愉快
な経験の有無」と「都市の暮らしやすさ」という側面の適応の影響要因を明らかにしたい。特に，
日常生活・仕事の諸方面に関する悩みごとの影響に着目したい。分析結果は，外国人の適応状況の
改善に向けた手掛かりを見つけ出し，地方の多文化共生施策の見直しに資することが期待できる。

4. 分析方法

4.1　データ

　外国人市民数が増加している中で，2020年 3月に「北九州地域における多文化共生の現状調査」
が実施され，外国人の多文化共生の状況について調査が行われた。本稿では，その調査の個票デー
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タを使用して，外国人の社会的統合状況に影響を及ぼす要因を実証的に分析した。
　調査は，市内在住の外国人 1,000人を対象にアンケート票を送付した。調査票は，日本語，英
語，中国語，韓国語，ベトナム語の 5言語版が作成され，日本語版は全ての対象者に，その他の
4言語版は調査対象者の国籍・地域に応じて配布された。調査期間は 2020年 1月 6日から 1月
24日までであった。301件の回答を回収したが，実証分析に有効な回答数は 285件である。
　まずは被説明変数について概観する（表 1）。本節では，被説明変数として，2つの質問の回答
を使用している。1つ目の質問は「あなたは，外国籍であることによって偏見を感じたり，不愉快
な経験をしたことがありますか」というものである。この質問に対する回答は，「よくある」から
「まったくない」までの 4段階の回答が用意されていた。285名の被調査者の中で，「よくある」
回答者は 6.7％で，「ときどきある」回答者は 42.1％であった。両者を合わせると，偏見や不愉快
な経験があると回答した割合は 48.8％という結果となっている。その一方で，「あまりない」と
「まったくない」と答えた者はそれぞれ 29.5％，20.7％となっている。また，無回答者は 1.1％で
あった。こうした回答をもとに，「外国人市民の不愉快な経験の有無」というダミー変数を被説明
変数として作成した。
　もう 1つの被説明変数に関する質問は，「あなたは，北九州市が暮らしやすいと感じていますか」
というものである。この質問に対する回答は，「とても暮らしやすい」から「とても暮らしにくい」
までの 5段階の回答が設けられていた。285名の被調査者の中で，「とても暮らしやすい」と感じ
ている者が 35.8％で，「まあまあ暮らしやすい」と感じている者が 48.4％となっている。両者をあ
わせて，北九州市を暮らしやいと感じている者が 8割以上であることを示している。そのほかに，
「どちらとも言えない」回答者が 6.3％で，「少し暮らしにくい」回答者が 7.0％，そして「とても
暮らしにくい」回答者が 0.4％であった。また，無回答者は 2.1％であった注 6）。こうした回答をも
とに，「外国人市民の北九州市での暮らしやすさ」という順序変数を被説明変数として作成した。
　説明変数については，被調査者の属性に関する変数として，性別，日本での居住期間，在留資
格について検討する。また，在日外国人の生活状況に関連する要因として，彼らの悩みごとを検
討する。「悩みごと」に関する変数は，「日本での生活において，何が困難で悩ましいか」という
質問への回答から作成した 11個のダミー変数である（表 2）。
　データの概要を見てみると，被調査者の 54.0％が男性であり，平均年齢が 30代であることがわ
かる。日本での居住期間は 0.1667年（2ヵ月）から 68.1667年（68年 2ヵ月）までであり，平均
では 8.6611年になる。説明変数間の高い相関（多重共線性）によるモデルの信頼性の低下を避け
るために，年齢と日本での居住期間との変数は同時にモデルに投入することを避けるべきである。
ここでは，Uカーブ理論を検証するために，日本での居住期間のみをモデルに投入することにし
た。他の変数と比べて，居住期間の変数 Japantimeの数値の幅が相対的に大きいことから，この影
響を軽減するために，Japantimeの自然対数を取ることにする。さらに負の値になることを避ける
ために，次の式で変換した：lnJapantime = ln（Japantime+1）。また，lnJapantime変数の平方項
lnJapantime2も作成した：lnJapantime2 = lnJapantime2。

注 6） 変数を作成する際，無回答者は「どちらも言えない」と変換した。
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表 1　変数の説明
変数 説明

被説明変数
Unpleasant 外国人市民の不愉快な経験の有無：1=ある；0=ない。
Livability 外国人市民の北九州市での暮らしやすさ：-2=少し暮らしにくい；-1=とて

も暮らしにくい；0=どちらとも言えない /無回答；1=まあまあ暮らしやす
い；2=とても暮らしやすい。

説明変数
Male 男性：1=YES；0=NO。
Japantime 日本における居住年数。
lnJapantime （Japantime +1）の自然対数。
lnJapantime2 lnJapantimeの平方項。
Professional 在留資格：専門技術系の就労資格を持つ者　1=YES；0=NO。
Student 在留資格：留学生　　1=YES；0=NO。
Worker 在留資格：特定技能・技能実習生・研修の資格を持つ者　　1=YES；0=NO。
WorryLangAdult 悩みごと：日本語がわからないこと（大人）　　1=ある；0=ない。
WorryLangChild 悩みごと：日本語がわからないこと（子ども）　　1=ある；0=ない。
WorryHealthcare 悩みごと：保健・医療・福祉　　1=ある；0=ない。
WorryHousing 悩みごと：住居のこと　　1=ある；0=ない。
WorryParenting 悩みごと：育児や子どもの教育　　1=ある；0=ない。
WorrySafety 悩みごと：安全・安心（防災・防犯など）　　1=ある；0=ない。
WorrySocialnetwork 悩みごと：人間関係（コミュニケーション）　　1=ある；0=ない。
WorryDiscrimination 悩みごと：偏見・差別など　　1=ある；0=ない。
WorryJob 悩みごと：仕事・就職のこと　　1=ある；0=ない。
WorryMoney 悩みごと：お金のこと　　1=ある；0=ない。
WorryProcedures 悩みごと：各種手続き（届出・登録・証明・申請など）　　1=ある；0=ない。
JapaneseTalk あなたは，日本語がどの程度できますか。話す・聞く：1=ほとんどできな

い；2=少しできるが日常生活で不自由する；3=日常生活で問題ない。
JapaneseRead あなたは，日本語がどの程度できますか。読む：1=ほとんどできない，2=

ひらがな・カタカナが読める，3=簡単な漢字・ひらがな・カタカナが読め
る，4=日常生活で問題ない。

JapaneseWrite あなたは，日本語がどの程度できますか。書く：1=ほとんどできない，2=
ひらがな・カタカナが書ける，3=簡単な漢字・ひらがな・カタカナが書け
る，4=日常生活で問題ない。

（出所）筆者作成
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　在留資格については，度数の少ない項目が多いため個別の分析は行わず，ここでは専門技術系
の就労資格を持つ者，留学生，特定技能・技能実習生・研修の資格を持つ者の 3つのカテゴリを
ダミー変数に変換した。構成から見ると，専門技術系の就労資格を持つ者は，「投資・経営，法
律・会計業務，医療，研究，教育，技術，人文知識・国際業務，企業内転勤，興行，技能，介護」
や「外交，公用，教授，芸術，宗教，報道」などの回答を選んだ者を含んでいる。このカテゴリ
の人数は被調査者の 11.6％を占めている。留学生は 3.9％を占めている。また，「特定技能」や
「技能実習」「研修」の在留資格を持つ者は 30.5％を占めている。それ以外の被調査者は「永住者」
や「日本人の配偶者等」，「永住者の配偶者等」，「定住者」，「家族滞在」などの身分に基づく在留
資格を持っている者である。その人数は被調査者全体の 54.0％を占めている。
　悩みごとに関しては，選択肢として「日本語がわからないこと（大人）」などの 11項目があり，
それぞれダミー変数に変換した。11個の悩みごとの中で，最も多く選択されたものとその回答者
数の割合は次の通りである。「日本語がわからないこと（大人）」回答者数は 31.9％，「人間関係

表 2　データの概要
変数 サンプル数 Mean Std. dev. Min Max
Unpleasant 285 0.4877 0.5007 0 1
Livability 285 1.1246 0.8616 -2 2
Male 285 0.5404 0.4992 0 1
Japantime 285 8.6611 10.4329 0.1667 68.1667
lnJapantime 285 1.7557 1.0336 0.1542 4.2365
lnJapantime2 285 4.1470 3.9200 0.0238 17.9481
ResstatusPro 285 0.1158 0.3205 0 1
ResstatusStu 285 0.0386 0.1930 0 1
ResstatusWorker 285 0.3053 0.4613 0 1
WorryLangAdult 285 0.3193 0.4670 0 1
WorryLangChild 285 0.0316 0.1752 0 1
WorryHealthcare 285 0.2000 0.4007 0 1
WorryHousing 285 0.1193 0.3247 0 1
WorryParenting 285 0.1123 0.3163 0 1
WorrySafety 285 0.1333 0.3405 0 1
WorrySocialnetwork 285 0.3193 0.4670 0 1
WorryDiscrimination 285 0.1930 0.3953 0 1
WorryJob 285 0.2877 0.4535 0 1
WorryMoney 285 0.2175 0.4133 0 1
WorryProcedures 285 0.2667 0.4430 0 1
JapaneseTalk 281 2.5907 0.5974 1 3
JapaneseRead 278 3.2878 0.8686 1 4
JapaneseWrite 278 3.1583 0.9133 1 4
（出所）筆者作成
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（コミュニケーション）」回答者数は 31.9％，そして「仕事・就職のこと」回答者数は 28.8％で
あった。
　言語能力に関する 3つの指標も作成した。話す・聞く能力について，回答者の 5.7％はほとんど
できない，29.5％は少しできるが日常生活で不自由する，64.8％は日常生活で問題ない。読む能力
について，回答者の 5.4％はほとんどできない，11.2％はひらがな・カタカナが読める，32.7％は
簡単な漢字・ひらがな・カタカナが読める，50.7％は日常生活で問題ない。書く能力について，
回答者の 7.9％はほとんどできない，11.2％はひらがな・カタカナが書ける，38.1％は簡単な漢字・
ひらがな・カタカナが書ける，42.8％は日常生活で問題ない。複数回答があった場合，回答のう
ちでより能力の高い回答を採用した。

4.2　モデル

　まずは，外国人市民の不愉快な経験の有無の影響要因を分析するモデルを紹介する。被説明変
数 Unpleasantは（0,1）ダミー変数のため，以下のロジット回帰モデルを使って実証分析を行った。
モデルの係数は，最尤推定（Maximum Likelihood Estimation, MLE）を介して推定される。

　ln（ Pr（Unpleasant =1|k） 
1-Pr（Unpleasant =1|k））= ln（ Pr（Unpleasant =1|k） 

Pr（Unpleasant =0|k））= αk · Xk + C +εk  
 .......................（1）

　Prは外国人 kがそれぞれの選択肢 Unpleasantを回答する確率である。
　Unpleasantは外国人として不愉快な経験の有無のダミー変数。「ある」の時には Unpleasant =1。
「ない」の時 Unpleasant = 0。
　Xkとα kはそれぞれ諸説明変数とその係数のベクトルである。
　Cは定数項である。
　εk は誤差項である。

　次に，外国人市民の北九州市での暮らしやすさに関する影響要因を分析する際に使ったモデル
を紹介する。被説明変数 Livabilityは順序変数である。順序変数は順序回帰分析（Ordinal 
Regression，例えば，順序プロビットモデルや順序ロジットモデル）で分析するのが無難である
が，最小二乗法 （OLS）による回帰分析の結果と順序回帰分析の結果は，係数の限界効果が非常に
似ており，係数の符号，有意性，大きさにあまり差がないと報告されている（Boarini et al.，
2012）。そのため，順序変数を取り扱う分析もよく最小二乗法 （OLS）による回帰手法を使ってい
る（Menard，2002；Venetoklis, 2019）。本稿も最小二乗法 （OLS）による重回帰モデルを使って
実証分析を行った。モデル式は以下のように表す。
　Livabilityk = αk  · Xk  + C +εk  ...........................................................................................................（2）
　Livabilitykは外国人市民 kが北九州市で感じた暮らしやすさである。
　Xkとα kはそれぞれ諸説明変数とその係数のベクトルである。
　Cは定数項である。
　εk は誤差項である。
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5. 分析結果

5.1　北九州市外国人市民の不愉快な経験の有無に関する影響要因

　まずは北九州市外国人市民の不愉快な経験の有無に関する影響要因を分析する。分析結果は表 4
にまとめられている。その表には各変数の係数ではなく，オッズ比が報告されている点に注意が
必要である。結果が有意な場合，オッズ比が 1より大きいと正の相関を示し，1より小さいと負
の相関を意味する。
　その結果，まず日本での居住期間を反映する変数 lnJapantimeは正の相関があり，その平方項
lnJapantime2は負の相関を示した。つまり，外国人の日本での居住期間が長くなるにつれ，その不
愉快な経験があるオッズ（odds）注 7）は最初に上昇して，次に低下することになる。この不愉快な
経験の逆 Uカーブは適応の Uカーブのもう 1つの形である。本研究においても外国人の日本にお
ける適応の Uカーブが確認された。
　「偏見・差別」や「仕事・就職」，「人間関係（コミュニケーション）」の悩みごとは，外国籍で
あることによって不愉快な経験に有意に相関している。「偏見・差別」に悩んでいる者は，不愉快
な経験をしたオッズが 5.51倍となっている。「人間関係（コミュニケーション）」で悩んでいる者
は，不愉快な経験をしたオッズが 1.89倍となっている。偏見や差別を感じやすい人，あるいは人
間関係がうまく行っていない人は，不愉快な経験をする確率が高いことが分かる。ほかに，「仕
事・就職」に悩んでいる者は，そうでない者に比べて不愉快な経験をしたオッズが 2.34倍となっ
ている。
　一方，モデルm5では，悩みごとの要因「住居のこと」は不愉快な経験と有意な正の相関があ
るという結果が得られたが，ほかの要因と一緒にモデルに取り入れたモデルm13では，その結果
が統計的に有意ではなくなった。その理由は，これらの悩みごとの要因が他の有意な要因（つま
り，「偏見・差別」や「仕事・就職」の悩みごと等）に吸収されたためである。
　そのほか，「大人が日本語が分からない」，または「子供が日本語が分からない」，「保健・医療・
福祉」，「安全・安心（防災・防犯など）」，「お金のこと」，「各種手続き（届出・登録・証明・申請
など）」などの要因と不愉快な経験の間には統計的に有意な相関が見られなかった。日本語が分か
らないことと不愉快な経験の間には相関が見られなかったことは，特に予想外の結果であった。
　モデル結果の信頼性を検証するために，多重共線性の問題をチェックする必要がある。そのた
め，各説明変数の多重共線性の度合いを表す分散拡大要因（VIF）を算出した。取り入れた説明変
数の VIF値は全て 10以下になった（実際は 2以下であった）（表 3）。このモデルの回帰結果は信
頼性のあるものと考えられる。

注 7） ある事象のオッズ（odds）とは，その事象が起こらない回数（または確率）に対する起こる回数（または確率）の
比である。その事象の起こりやすさを表す指標である。
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5.2　外国人市民の北九州市での暮らしやすさに関する影響要因

　次に外国人市民の北九州市での暮らしやすさに関する影響要因を分析する。
　lnJapantimeと lnJapantime2同時に取り扱うモデルの分析結果を見ると，lnJapantime2が概ね正に
相関しているが，lnJapantimeの相関性が有意でなくなった。この分析結果に基づいて，lnJapantime

のみをモデルに入れるのが妥当だと考える。
　その分析結果は表 5にまとめられている。分析結果から，日本における居住期間（lnJapantime）
は外国人の北九州での暮らしやすさと正の相関を示している。日本で長く住むほど，日本の都市
の暮らしやすさを高く評価している傾向が示された。
　また，北九州市の暮らしやすさと「住居のこと」や「偏見・差別など」の悩みごとの間に統計
的有意に負の相関があることが明らかになった。これは，「住居のこと」や「偏見・差別など」に
悩んでいる人々は，北九州市で感じている暮らしやすさが低下する傾向があることを示している。
モデルm5_1の結果によると，「住居のこと」の負の相関とともに，留学の在留資格が正の相関を
示した。北九州に在住している外国人の中でも，特に留学生が居住に悩んでおり，都市の暮らし
やすさの判断が左右されている。
　ほかに，「人間関係（コミュニケーション）」という悩みごとも，外国人が北九州市での暮らし
やすさを感じる要因に寄与している。ただし，この要因は他の悩みごとを同時に考慮する場合，
影響を与えにくくなっている。
　ここで注意すべきなのは，モデルの決定係数 R2が低いことである。これは，外国人市民の北九
州市での暮らしやすさを説明するには，現在のモデルに含まれている要因だけでは 9割を説明で
きていないことを示している。このことは，今回取り入れた要因が有意な結果を示す一方で，よ
り重要な要因がまだ他にも存在する可能性を示唆している。データの制約により，悩みごとだけ
でなく，満足していることの要因が含まれていない理由が大きい。また，被調査者の職業，出身
国・地域や学歴などの要因が含まれていないことも理由の 1つであろう。

表 3　各説明変数の分散拡大要因 VIF値
説明変数 VIF 説明変数 VIF

Male 1.15 WorryHousing 1.16
lnJapantime 1.53 WorryParenting 1.31
ResstatusPro 1.2 WorrySafety 1.18
ResstatusStu 1.1 WorrySocialnetwork 1.2
ResstatusWorker 1.67 WorryDiscremination 1.21
WorryLanguageadult 1.23 WorryJob 1.25
WorryLanguagechild 1.15 WorryMoney 1.15
WorryHealthcare 1.24 WorryPublicprocedure 1.18
（出所）筆者作成
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6. ディスカッションと政策への示唆

6.1　住居に関して

　安全・安心な住居は人間にとって最も基礎的なニーズである。外国人の日本における生活では，
各種の悩みごとの中で，住居の悩みは最も適応に影響を与えている要因の 1つである。日本は
1970年代以降，国際人権条約に次々と加入したのを受け，様々な社会保障法を改正した。住居は
法律の改正において最初に取り上げられた分野であった。1979年に国際人権規約を批准したこと
によって，当時外国人のメインである在日韓国・朝鮮人が公団住宅・公営住宅・住宅金融公庫等
の対象者に含まれるようになった（李，2009）。法律における年金や児童手当，国民健康保険の要
件緩和は，その後のことであった注 8）。住居は外国人の受入れ社会での安心な生活にとって重要性
が高いことが示されている。外国人の緊要性の高いニーズに応じて日本における外国人受入れに
関する一部の制度が改善されたものの，まだ課題が残されている。
　アンケートの被調査者に「あなたは現在の住居に対する不満がありますか。また，住居を探す
時に不満を感じたことがありますか」という質問に答えてもらった。その結果，上位 3位の悩み
ごとはそれぞれ「家賃が高い」，「保証人を探さなければならなかった」，「敷金・礼金という習慣
がある」である（表 6）。

注 8） 1982年の難民条約批准によって，国民年金法，児童扶養手当法，特別児童扶養手当法，児童手当法から国籍条項が
撤廃された（金，2000）。1986 年に，国民健康保険法が改正され，在日朝鮮人も加入の対象となった（李，2009）。

表 6　外国人市民の住居に関する悩みごとの具体的な内容
現在の住居に対する不満，住居を探す際の不満 割合（％）

家賃が高い 19.9
保証人を探さなければならなかった 16.9
敷金・礼金という習慣がある 16.3
部屋が狭い 14.0
住居が古い 8.6
外国人という理由で入居を断られた 8.0
治安や騒音など周囲の環境が悪い 4.7
言葉が分からなくて困った 4.0
住宅情報が得にくかった 2.7
高齢者などへの配慮がない（段差があるなど） 1.0
その他 3.0
特に不満はない（感じたことはない） 52.8
（注）ここでは，回答者全員 301の集計結果を使った。
（出所）2020年 3月「北九州地域における多文化共生の現状調査」のデータより作成。
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　2020年の民法の改定により，賃貸住宅の保証人制度を見直す機会が訪れた。それに重なって，
外国人向けの住居探しの支援の強化や，敷金・礼金制度の調整，貸主と不動産事業者向けの外国
人の受入れガイドブックづくり等が有効であろう。ただし，今の北九州市では，高齢者や障碍者，
新婚世帯に対する住居支援制度があるものの，外国人に対する明確な住宅支援制度を打ち出して
いない。外国人（特に留学生）への入居支援制度を構築することが特に求められている。

6.2　仕事に関して

　仕事は，多くの外国人にとって日本での生活の基盤となっており，外国人の就業と就職を円滑
にする必要もある。分析の結果が示しているように，仕事の悩みは不愉快な経験に有意な相関が
ある。「仕事・就職」に悩んでいる者は，そうでない者に比べて不愉快な経験をしたオッズが 2倍
以上となっている。これは，言語の悩みの違いによる影響を統制した上で得られた結果である。
「仕事・就職」に関する悩みは外国人の不愉快な経験と関連していることを示唆している。それは，
言語以外の要因により，日本の職場で（あるいは就職活動で）外国人が適応しにくいという点が
あることを意味する。日本の職場が独自の文化を持っているため，これが大きな理由であると考
えられる。
　解決策として，産業界，学術機関，政府機関が協力して，外国人向けの日本の職場文化の教育
プログラムを提供し，日本の職場の考え方やルールを説明し，共感を得ることが求められている。
同時に，日本人は外国人の視点を理解し，双方向のコミュニケーションを取ることも大切である。

6.3　人間関係（コミュニケーション）と偏見・差別に関して

　多数の先行研究で強調されてきた人間関係（コミュニケーション）について，その悩みを抱え
やすい外国人は適応しにくいことが実証された。本稿においては，外国人の人間関係について，
出身国と受入れ国のどちらから生じたものがより大切なのかを特定できないが，良好な人間関係
や円滑なコミュニケーションの重要さが示唆されている。外国人市民の間でも，外国人市民と日
本人市民の間でも，お互いの文化や習慣等を発信し，理解してもらうのが大切である。社会団体
や行政が懸け橋になって，交流の場を増やすことが肝心である。
　また，偏見・差別を感じやすい外国人も適応度が低いことが示された。人間関係（コミュニケー
ション）と偏見・差別を同時に考慮する際，偏見・差別に対する悩みは外国人により顕著な影響
を与えている。そこで，偏見・差別を感じやすい人々に対して，役所や職場，公益団体等で心理
相談や異文化カウンセリングの機能を充実することが，トラブルを解消または軽減するための有
力な手段の 1つと考えられる。さらに，外国人に対して日本社会の文化や習慣，およびルールを
紹介し，異文化を日本人に理解してもらうための情報発信をすることが，外国人に対する偏見や
差別を解消するための有用な取り組みであろう。
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6.4　居住期間に関して

　日本での居住期間は，不愉快な経験の有無と逆 Uカーブの関係になっていると示された。これ
は先行研究の居住期間と外国人の適応の間の Uカーブの関係と一致している結果である。つまり，
最初の数年は，居住期間が長くなるにつれ，「不愉快な経験があった」と答えるオッズが上昇する。
あるターニングポイントを超えると，居住期間の長期化につれ，「不愉快な経験があった」と答え
るオッズが低下する。
　そのターニングポイントを算出してみれば，8年ぐらいである。留学生を対象とする先行研究で
は 1.5年（Lysgaard，1995）という結果が出されているが，日本の場合は 3～4年の時点でも適応
の回復が見られ場合があると報告されている（高井，1989）。本研究は外国人全員を研究対象とし，
適応のターニングポイントは 8年目と精確に言い切れないが，割と長い年月であることは読み取
れる。ここでは，この 8年というのは，不愉快な経験の発生オッズのターニングポイントではな
く，「不愉快な経験があった」という認識が発生するオッズのターニングポイントである点に留意
すべきである。

6.5　言語に関して

　前述したように，日本語の悩みは，外国人としての不愉快な経験の有無や北九州市での暮らし
やすさのいずれとも有意な相関が見出されなかった。この結果は先行研究と一致していない。な
ぜこのような結果になっているのか，さらに検証したい。
　そこで，日本語の話す・聞くや読む，書く能力を評価する変数 JapeneseTalk，JapaneseRead，
JapaneseWriteをロジットモデルの中に投入した。被説明変数は不愉快な経験の有無に絞った。表
4の分析結果に基づいて，有意な相関を得た変数のみを統制変数として投入した。モデル分析の結
果は表 7にまとめられている。その結果，日本語の能力の 3つの変数はいずれも，有意な相関が
見つからない。しかし，日本語の悩みとの関連性を見れば，日本語能力のいずれも言語に関する
悩みとマイナスに相関している（表 8）。日本語能力が上達すれば，言語上の悩みが少なくなる傾
向が見られる。以上を踏まえて，言語の悩みが不愉快な経験と有意な相関がないことの解釈を探っ
てみる。
　解釈の 1つは，外国人は日本語が不自由でも，その悩みごとを不愉快な経験の理由として考え
ていない可能性がある。外国人市民が，日本語がよく分からない状況でも何らかの形でコミュニ
ケーションが取れているからである。佐野・水落・鈴木（1995）の研究によると，対人コミュニ
ケーションでは，一般にメッセージの 93％が非言語的情報（その中，38％ がイントネーションな
どの準言語，そして 55％ が顔の表情）によって構成されている。言語によって伝達される情報は
メッセージのわずか 7％である。そのため，外国人はたとえ何かの不愉快な経験があっても，言葉
の理由に帰してはいない可能性がある。もう 1つの解釈は，過去に言葉で不愉快な経験があった
人は，その後日本語を頑張って勉強し，言葉に悩まなくなったという可能性である。いずれにし
ても，外国人は本人が努力できる領域では，不愉快な経験の原因とは考えないようである。
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　しかし，日本語を話す能力が高い外国人は正規雇用の職を獲得しやすいこと（樋口，2019；永
吉，2019）や，日本語能力の向上は第二世代の地位達成にプラスの効果をもたらしている（永吉，
2020）ことが確認されている。身近な悩みでなくても，外国人の未来の適応性を高めるために，
外国人の言語学習をサポートすることは重要である。北九州市は，積極的に外国人向けの日本語
教育の支援に取り込んでいる。また，言葉の壁を低くし，コミュニケーションを円滑に行うこと
ができる「やさしい日本語」の普及にも励んでいる。それ以外に，受入れ側の言語力を高めるこ
とも方法の 1つと考えられる。例えば，多国籍企業や高等教育機関，行政機関などで，英語の使
用を促進することによって，技術人材や労働力，留学生などをより受入れやすい環境が作れるで
あろう。これらの取り組みによって，北九州市はより国際的な都市へと成長し，外国人との交流
や協力が一層進展することが期待される。

表 7　外国人としての不愉快な経験の有無に関するロジットモデル分析結果（オッズ比）：言語能力
被説明変数：Unpleasant m2a m2b m2c m2d

説明変数

WorryLanguageadult 0.6086
JapaneseTalk 1.4634
JapaneseRead 1.2374
JapaneseWrite 1.2266

統制変数 YES YES YES YES
_cons YES YES YES YES
サンプル数 285 281 278 278
（注 1） ***： 有意水準 0.1％で有意；**： 有意水準 1％で有意；*： 有意水準 5％で有意；+：有意水準 10％で有意。オッ

ズ比数値＞ 1：正の相関。オッズ比数値＜ 1：負の相関。
（注 2） 統制変数には以下が含まれる：lnJapantime, lnJapantime2, WorryHousing, WorrySocialnetwork, WorryDiscremination, 

WorryJob。
（出所）筆者作成

表 8　日本語の悩みと日本語能力の単回帰分析結果
被説明変数：WorryLanguageadult m2e m2f m2g

説明変数
JapaneseTalk -0.4219***
JapaneseRead -0.2312***
JapaneseWrite -0.2074***

_cons 1.4134*** 1.0768*** 0.9717***
R2 0.2908 0.1858 0.1653
BIC 283.7263 317.4599 324.3657
サンプル数 281 278 278
（注）***： 有意水準 0.1％で有意；**： 有意水準 1％で有意；*： 有意水準 5％で有意。＋：正の相関。―：負の相関。
（出所）筆者作成
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7. おわりに

　本研究では，「北九州地域における多文化共生の現状調査」のデータを用いて，外国人の受入れ
社会での適応の影響要因を分析した。外国人の適応度を不愉快な経験の有無と居住都市（すなわ
ち，北九州市）の暮らしやすさの両側面から分析した。主な分析結果は次のように要約できる。
　住居の悩みや人間関係（コミュニケーション），偏見・差別の悩みは適応の 2つの側面に負の相
関を持っており，仕事の悩みは不愉快な経験のみに負の相関があることが示された。居住期間は
不愉快な経験と逆 Uカーブの関係があるが，暮らしやすさとは正の相関がある。最後に，言語の
悩みや言語の聞く・話す，読む，書く能力のいずれも外国人の不愉快な経験と有意な相関が見つ
からなかった。
　研究結果から，外国人向けの居住支援制度の構築を優先すべきことが示唆される。また，日本
の職場文化の教育プログラムや，職場・役所や社会団体での心理相談の機能の充実等が重要であ
る。その他に，外国人同士および日本社会との関係づくりや日本語教育の支援などは，外国人と
のコミュニケーションの改善にも一定の効果があるであろう。外国人であることによる不愉快な
経験を減らし，居住都市での暮らしやすさを増加させることは，外国人市民の適応を促進する一
助となる。
　本研究では，データ入手可能性の制約により，「外国人の不愉快な経験の有無」と「居住都市で
の暮らしやすさ」を外国人の定住化の代理指標として使っている。今後のさらなる研究では，追
跡調査を行って，外国人の適応状況と（都市レベルと国レベルの）移住行動とを関連付け，より
直接的に定住化を反映する指標を使うことが望ましい。また，人口移動プロセスを考えると，人
口が定住化する前に，まず転入してもらえることが第一義であろう。外国人がなぜ特定の都市を
選択したのかの問題も，地方都市にとって重要な研究課題である。
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　アジア成長研究所（略称 AGI）は、北九州市のシンクタンク兼学術研究機関として、調査
研究・連携大学院教育・各種イベント開催・交流事業等の様々な活動を行っています。この
コーナーでは、こうした活動の一部をご紹介します（主に 2023年後半の実績）。この他、各
種刊行物の発刊も行っています（詳細は AGIウェブサイトをご参照ください）。 

■ 第 47回成長戦略フォーラム
○ 開 催 日：2023年 12月 14日（木）
○ 講　　師： 日本経済学会会長 チャールズ・ユウジ・ホリオカ氏 

（AGI特別教授、神戸大学 特命教授）
○ 演　　題： 「40年の研究者生活から日本の家計行動について何を学んだか？

（What I Have Learned about the Behavior of Japanese 
Households during My Forty-Year Research Career）」

○ 会　　場： オンラインフォーラム

【成長戦略フォーラム】
　AGIでは、著名な講師を招いて、アジアの経済や産業情報、広く北九州地域の発展に寄与
する情報および経済成長を促すための海外先進事例の紹介等をテーマに、一般市民向けに「成
長戦略フォーラム」を開催しています。

A G I 便 り
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■ 2023年 6月 29日（木）
○ 講　　師： 徳　強（LIU, Deqiang）氏（京都大学経済学部教授）
○ タイトル： 「中国経済はなぜ急成長できたのか？」

■ 2023年 7月 5日（水）
○ 講　　師： 樋口　裕城 氏（上智大学経済学部経済学科准教授）
○ タイトル： 「From Hospitality to Hostility: Impact of the Rohingya 

Refugee Influx on the Sentiments of Host Communities（思い
やりから敵意へ：ロヒンギャ難民の流入が受け入れコミュニ
ティの感情へ与える影響）」

■ 2023年 8月 8日（火）
○ 講　　師： 丁　心嵐（TING, Hsin-Lan） 氏 

（中華経済研究院〔CIER〕日本センター東京事務所所長）
○ タイトル： 「地政学時代における日台半導体産業協力の方向性について」

■ 2023年 8月 29日（火）
○ 講　　師： 倪　鵬飛（NI, Pengfei） 氏 

（中国社会科学院〔CASS〕財経戦略研究院教授）
○ タイトル： 「Analysis of the Chinese Urban Miracle from the Unified 

Development Economics（統一開発経済学からの中国都市発
展の奇跡についての分析）」

■ 2023年 9月 19日（火）
○ 講　　師： レ・ハイ　（LE, Hai） 氏 

（アジア開発銀行研究所研究部〔ADBI〕リサーチアソシエイト）
○ タイトル： 「Renewable Energy Investments and Feed-in Tariffs: Firm-

Level Evidence from Southeast Asia（再生可能エネルギー投資
と固定価格買取制度：東南アジアの企業レベルのエビデンス）」

【AGIセミナー】
　AGIでは、国内外の優れた研究者をお招きし、毎年数回 AGIセミナーを開催しています
（内容は研究者向けですが、一般の皆様にもご参加いただけます）。
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■ 2023年 6月 20日（火）
○ 報 告 者： 本間　正義（AGI特別教授、東京大学名誉教授）
○ タイトル： 「九州の農林水産物輸出拡大と北九州空港の活用について」

【所員研究会】
　AGIでは、所員の研究発表や情報交換のため概ね 1ヵ月に 1回の頻度で所員研究会を開催し
ております（外部からのご参加も歓迎いたします）。

■ 2023年 10月 31日（火）
○ 講　　師： 小松　正之 氏（一般社団法人生態系総合研究所代表理事、 

 AGI客員教授）
○ タイトル： 「『台湾漁業制度と環境政策並びに研究・教育』 

－日本との比較－」

■ 2023年 11月 16日（木）
○ 講　　師： ジョセフ・カプノ（Joseph CAPUNO） 氏 

（フィリピン大学経済学部教授）
○ タイトル： 「In Whom We Trust More? Heterogeneous Effects of 

Government Assistance on Trust in Local Officials in the 
Philippines（誰をより信頼するか？フィリピンにおける地方
行政官への信頼についての政府支援の異質な効果）」

■ 2023年 12月 7日（木）
○ 講　　師： アントニオ・ポスティゴ（Antonio POSTIGO） 氏 

（London School of Economics and Political Science〔LSE〕 
リサーチアソシエイト・ 客員研究員）

○ タイトル： 「Utilization of Japanese GSP Scheme as a Political and 
Economic Determinant of the Utilization of Japan’s Bilateral 
FTAs with Thailand and Malaysia（タイおよびマレーシアと
の二国間 FTAの政治経済的決定要因としての日本の一般特
恵関税制度の使用）」
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■ 2023年 7月 18日（火）
○ 報 告 者：彭　雪（PENG, Xue）（AGI上級研究員）
○ タイトル： 「Exploring the Spatial Distribution of Travel Vloggers in 

China and Their Impact on Tourism: Insights from Douyin  
Data during May Day Golden Week 2023（中国における 
トラベル・ブイロガーの空間分布とその観光への影響： 
2023年メーデーでの Douyinデータからの示唆）」

■ 2023年 9月 21日（木）
○ 報 告 者： 小松　翔（AGI上級研究員）
○ タイトル： 「Digital Economy and Rural Revitalization: Evidence from 

China Based on County-level Panel Data（デジタル経済と 
農村振興：中国の県レベルパネルデータに基づく実証研究）」

■ 2023年 10月 13日（金）
○ 報 告 者：  グエン・フン・トゥ・ハン（NGUYEN-Phung, Thu Hang） 

（AGI上級研究員）
○ タイトル： 「Elderly Well-being amidst Energy Poverty: A Vietnam 

Perspective（エネルギー貧困の中での高齢者のウェルビー
イング：ベトナムからの視点）」

■ 2023年 11月 21日（火）
○ 報 告 者：  八田　達夫（AGI理事長）
○ タイトル： 「電力価格引き下げの諸方策」

■ 2023年 12月 11日（月）
○ 報 告 者：  戴　二彪（DAI, Erbiao）（AGI所長）
○ タイトル： 「経済成長と所得格差の変動：中国の『共同富裕モデル省』

に対する考察」
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【各種イベント開催・参加・交流】 
　AGIは、ここまでにご紹介したものの他に、各種学術会議や定期セミナー等のイベントを
開催し、また各研究員が学会やシンポジウム、講演会に参加することで、国内外の多数の大
学・研究機関等との連携・交流を推進しています。以下、最近の主なものをご紹介します。

■ トルコ政府主催の国際会議で招待講演
　トルコ政府主催の I

4

zmir Economic Congress 100周年記念会議でチャールズ・ユウジ・ホリオ
カ特別教授が招待講演を行いました。

■ 立命館大学の経済学会セミナーで講演
　立命館大学の経済学会セミナーにてMPED（Master’s Program in Economic Development）
コースの院生向けに、「Why Has Japan Stopped Growing Since 1974?」と題し、日本における高
度経済成長期の終焉要因について八田達夫理事長が講演を行いました。

○ 開催日：2023年 4月 28日（金）～30日（日）
○ 会　場：トルコ・イズミール「Swissotel Grand Efes Izmir」
【講演者とテーマ】
●  チャールズ・ユウジ・ホリオカ（AGI特別教授）「In the Future World, the “What Kind 

of Economy” Paradigm: The Age of Uncertainty Revisited（未来の世界は、どんな経済
パラダイムが？：再び訪れた不確実性の時代）」

○ 開催日：2023年 6月 13日（火）
○ 会　場：立命館大学 びわこ・くさつキャンパス
【講演者とテーマ】
●  八田達夫（AGI理事長）「Why Has Japan Stopped Growing Since 1974?（何故、日本は

1974年以降成長を止めたのか？）」
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■ 日中韓協力事務局主催「Trilateral Expert Seminar on RCEP」で講演
　関連専門家を招いて開催された「Trilateral Expert Seminar on RCEP（RCEPの三国専門家セ
ミナー）」にて、RCEP枠組み下での東アジア都市経済協力促進について戴二彪所長が講演を行
いました。

■ 「第 14回アジア消費者と家庭経済学会 （ACFEA）」
　AGIがローカルホストとして国際学会「第 14回アジア消費者と家庭経済学会（The 14th 
Biennial Conference of Asian Consumer and Family Economics Association：ACFEA）」を北九
州国際会議場にて開催しました。当学会は 1995 年から隔年開催をしていましたが、コロナ禍に
よる延期やオンライン開催を挟んだため 5年ぶりの実開催でした。海外 13ヵ国・地域を含む 103
名が参加し、2つの基調講演、26セッション、カントリーレポート等のプログラムが実施され、
どの発表でも非常に活発な討論が行われました。また、AGIは八田達夫理事長の基調講演、戴
二彪所長はじめ研究員 6名による学会発表、2名によるカントリーレポート等、積極的に参加し
ました。

○ 開 催 日：2023年 6月 22日（木）
○ 会　　場：対面（韓国ソウル）及びオンライン
〇 使用言語：日・英・中・韓 同時通訳
【講演者とテーマ】
●  戴二彪（AGI所長）「How to Promote Inter-city Economic Cooperation in East Asia 

under RCEP?（RCEPの下で如何に東アジアの都市間経済協力を促進するか？）」
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○ 開 催 日：2023年 7月 10日（月）～11日（火）
○ 会　　場：北九州国際会議場　国際会議室他（北九州市小倉北区浅野 3-9-30）
〇 参加者数：103人（うち海外参加者 73人、海外参加国・地域：13）

【報告者とタイトル】
〈基調講演〉
● 八田達夫（AGI理事長）「Does Consumption Expenditure Represent a Person’s Utility?––

Perspective from the Tax Theory––（消費支出は個人の効用を代表するか？：祖税理論か
らの視点）」

〈AGI研究者による報告〉
● 戴二彪（所長）「Changes in Regional Economic Disparities in China: Examination Based 

on Per Capita Consumption Expenditure（中国における地域経済格差の変容：1人当たり
消費支出による分析）」
● 柯宜均（KO, Yi-Chun）（上級研究員）「Farm Characteristics and the Impact of Temperature 

Rise: Evidence from Corn Yields in US（農家の特性と気温上昇の影響：米国でのトウモロ
コシ収穫からのエビデンス）」
● 彭雪（上級研究員）「Exploring the Spatial Distribution of Travel Vloggers in China and 

their Impact on Tourism: Insights from TikTok Data during May Day Golden Week 2023
（中国におけるトラベル・ブイロガーの空間分布とその観光への影響： 2023年メーデー
の TikTokデータからの示唆）」
● グエン・フン・トゥ・ハン（上級研究員）「Urbanization and Health Expenditure: An 

Empirical Investigation from Households in Vietnam（都市化と健康支出：ベトナムの世
帯からの実証研究）」
● 小松翔（上級研究員）「Internet Use and Fertility Intention in China（中国におけるイン
ターネット使用と出生意欲）」
● 殷強（YIN, Qiang）（招聘研究員・ポストドクター）「Research on the Carbon Emission 

Reduction Effect of China's New Urbanization Construction（中国における新規都市建設
の炭素排出削減効果に関する研究）」

【カントリーレポート】彭雪［中国］、グエン・フン・トゥ・ハン［ベトナム］
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○ 開 催 日：2023年 9月 4日（月）～6日（水）
○ 会　　場：韓国・釡山広域市庁舎 26階会議室（研究報告会、実務者会議、総会）
○ 参加機関：
日本 韓国
（公財）アジア成長研究所
（公財）九州経済調査協会
（株）長崎経済研究所
（公財）福岡アジア都市研究所

（財）釡山研究院
（財）蔚山研究院
（財）光州全南研究院※
（財）慶南研究院
（財）済州研究院
※  2023年 9月 6日～光州研究
院、全南研究院に分離

〇 AGI研究テーマ：
　  「高校生の居住意向とその影響要因：北九州市の高校生意識アンケート調査から」 
（海峡圏研究第 23号に収蔵）
〇  AGI参加者：戴二彪（所長）、田村一軌（主任研究員）、彭雪（上級研究員）、 
小松翔（上級研究員）

■ 日韓海峡圏研究機関協議会 2023年定期総会・研究報告会
　日韓海峡圏研究機関協議会は、北部九州と韓国南部で活動する 10のシンクタンクで構成する
組織で、AGIも 1994年の発足以来参加し、海峡圏地域の経済社会活性化など様々な課題につい
ての共同研究や情報交換で交流を行っています。 
　2023年は釡山研究院主催で韓国・釡山広域市で開催されました。9月 5日の総会では、AGI
戴二彪所長の会長就任が承認され、2024年はAGIが会長機関として総会等を開催することが決
定しました。研究報告会では共同研究テーマ「SDGsと地域活性化」の下、日本側 2機関、韓国
側 2機関が発表を行い、日韓が対になる形で討論を行いました。AGIは田村一軌主任研究員が
研究テーマ「高校生の居住意向とその影響要因：北九州市の高校生意識アンケート調査から」に
ついて、アンケート調査の分析結果や北九州市への提言（産業政策の強みを活かす、市内大学に
よる情報発信で地元進学の可能性を高める、女性活躍の推進を実現・周知する、安全・安心な街
である事実を打ち出す等）を行いました。討論者の蔚山研究院 Son, Soo-Min氏からは、蔚山市
も市外へ流出した学生が戻る可能性は低いと感じており、若者の地元定着に関する課題は共通す
るもので大変興味深いとの意見をいただきました。
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■ 「日台パートナーシップ強化セミナー in茨城」で講演
　ジェトロ茨城、（公財）日本台湾交流協会、台日産業連携推進オフィス主催・共催のセミナー
にて、台湾進出・協業を目指すスタートアップ・企業、自治体・支援機関・研究機関職員を対象
に、岸本千佳司准教授が講演を行いました。

■ 上海社会科学院との意見交流会「中国と日本の少子高齢化」及び保育所等視察
　AGIは、社会科学系としては中国を代表する研究機関の 1つである上海社会科学院（中国・
上海市）と 2005年に交流協定を締結し、様々な形で交流を行っています。2023年は上海社会科
学院「都市と人口発展研究所」の周海旺副所長他 3名を受入れ、「中国と日本の少子高齢化」に
関する意見交換会を行いました。また、障害児保育等の特別保育を行っている北九州市立今町保
育所と、先進的介護「北九州モデル」実証施設である特別養護老人ホーム『杜の家』を訪問し、
施設担当者や市担当者から運営状況や制度等についての説明を受け、情報収集を行いました。

○ 開催日：2023年 9月 27日（水）
○ 会　場：つくば研究支援センター
【講演者とテーマ】
●  岸本千佳司（AGI准教授）「台湾のスタートアップ・エコシステムの発展状況」

「中国と日本の少子高齢化」に関する意見交換会
○ 開催日：2023年 11月 15日（水）
○ 会　場：AGI 6階会議室
○ AGI参加者：戴二彪（所長）、彭雪（上級研究員）、小松翔（上級研究員）

子どもと高齢者に関する施設視察
○ 開催日：2023年 11月 14日（火）～15日（水）
○ 視察先 ：北九州市立今町保育所（北九州市小倉北区今町 2-13-9） 

 ：特別養護老人ホーム『杜の家』（北九州市八幡西区大字畑 696-12）
○ AGI参加者：彭雪（上級研究員）、小松翔（上級研究員）、姚瑩（YAO, Ying）（上級研究員）
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■  2023年度 AGI－復旦大学共同研究会 
「東アジアの少子化：原因・影響と対策」
　AGIは、復旦大学（中国・上海市）の「社会発展と公共政策学院」と 2006年に交流協定を締
結し、2010年以来、毎年 1回共同セミナーを開催しています。第 14回目となる 2023年度は、
AGIがホストとして、コロナパンデミック以降久しぶりに現地開催しました。また、今年は同時
期に AGIを訪問していた中国人民大学も研究会に参加し（オンラインでの発表も含む）、
「Declining Birthrates in East Asia: Causes, Impacts, and Countermeasures（東アジアの少子化：
原因・影響と対策）」をテーマに、日本と中国の双方に関する研究報告と討論を行いました。

○ 開催日：2023年 12月 4日（月）
○ 会　場：AGI 6階会議室（一部オンライン）

【報告者とタイトル】（報告・討論は英語）
開会の辞：張 震（ZHANG, Zhen）（復旦大学人口研究所所長・教授）
第 1部司会：張 琳琳 （ZHANG, Linlin）（復旦大学人口研究所講師）
●  戴 二彪（AGI所長）「Regional Disparities of TFR in Japan and the Underlying Factors
（日本における合計特殊出生率の地域格差と背景要因）」
●  張 震（ZHANG, Zhen）（復旦大学人口研究所所長・教授）「The Impact of Longevity on 

Fertility Decisions（出産の意思決定に対する長寿化の影響）」
●  小松 翔（AGI上級研究員）「Impact of the Introduction of Municipal Telework on the 

Number of Marriages in the Region: Evidence from Japan（地方公共団体におけるテレ
ワークが婚姻件数に与える影響：日本からのエビデンス）」

●  駱 為祥 （LUO, Weixiang）（復旦大学人口研究所准教授）「The Role of Assortative 
Mating in Marital Infidelity: Insights from China（夫婦間の不貞における選択結婚の役
割：中国からの示唆）」

●  彭 雪（AGI上級研究員）「Telework, Domestic Migration, and Marriage Intention: 
Evidence from Micro-data Analysis in Japan（テレワーク，国内移動および結婚意思：日
本におけるミクロデータ分析からのエビデンス）」

第 2部司会：彭 雪（AGI上級研究員）
●  潘 澤瀚（PAN, Zehan）（復旦大学人口研究所准教授）「Who are Healthier? The Hi-
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erarchy of Self-rated Health among Older Adults in Urban China（誰がより健康か？中国
都市部の高齢者の自己評価による健康の階層性）」

●  グエン・フン・トゥ・ハン（AGI上級研究員）「The Impact of Energy Poverty on 
Health: Evidence from Vietnam（エネルギー貧困の健康への影響：ベトナムからのエビ
デンス）」

●  張 琳琳 （ZHANG, Linlin）（復旦大学人口研究所講師）「The Impact of Public Health 
Emergencies on Chinese Small and Medium-sized Enterprise（中国の中小企業への公衆
衛生上の緊急事態の影響）」

●  沈 可 （SHEN, Ke）（復旦大学人口研究所教授）「Impacts of Population Aging on 
Pharmaceutical Innovation（高齢化が医薬品イノベーションに与える影響）」

●  陶 濤 （TAO, Tao） （中国人民大学社会と人口学院准教授）「Birth Order and Gender 
Differences in the Division of Elderly Support within Chinese Family in the Process of 
Indi-vidualization（個人化過程における中国の家族内の高齢者扶養分担における出生順
位と性差）」

閉会の辞：八田 達夫（AGI理事長）
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